
規則番号 規     則     名 所  管  名 公 布 年 月 日

規則第２７号
さいたま市市税条例施行規則の一部を改正

する規則
税 制 課 令和元年８月７日

規則第２８号

さいたま市議会の議員その他非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例施行規則の

一部を改正する規則

職 員 課 令和元年８月２２日

規則第２９号
さいたま市国民健康保険条例施行規則の一

部を改正する規則
国 民 健 康 保 険 課 令和元年８月２３日

規則第３０号
さいたま市区役所等事務分掌規則の一部を

改正する規則
区 政 推 進 部 令和元年８月２６日

規則第３１号
さいたま市区長事務委任規則の一部を改正

する規則
区 政 推 進 部 令和元年８月２６日

規則第３２号
さいたま市区役所の職員の兼務に関する規

則の一部を改正する規則
区 政 推 進 部 令和元年８月２６日

規則第３３号

さいたま市障害者の利用に係る公の施設使

用料等減免条例施行規則の一部を改正する

規則

障 害 支 援 課 令和元年９月３日

規則第３４号
さいたま市児童福祉法施行細則の一部を改

正する規則
障 害 支 援 課 令和元年９月１３日

規則第３５号
さいたま市区役所等事務分掌規則の一部を

改正する規則
区 政 推 進 部 令和元年９月１７日

規則第３６号
さいたま市さいたま新都心バスターミナル

条例施行規則
交 通 政 策 課 令和元年９月１８日

規則第３７号
さいたま市生活保護法施行細則の一部を改

正する規則
生 活 福 祉 課 令和元年９月２４日

規則第３８号

さいたま市中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律施

行細則の一部を改正する規則

生 活 福 祉 課 令和元年９月２４日

規則第３９号 さいたま市予算規則の一部を改正する規則 財 政 課 令和元年９月２６日

規則第４０号
さいたま市事務分掌規則の一部を改正する

規則
総 務 課 令和元年９月２７日

規則第４１号
さいたま市福祉事務所長事務委任規則の一

部を改正する規則
福 祉 総 務 課 令和元年９月２７日

規則第４２号
さいたま市子ども・子育て支援法施行細則の

一部を改正する規則
幼 児 政 策 課 令和元年９月２７日

規則第４３号

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業に関する利用者負担額を定める

条例施行規則の一部を改正する規則

保 育 課 令和元年９月２７日

規則第４４号
さいたま市個人番号の利用に関する条例施

行規則の一部を改正する規則
Ｉ Ｃ Ｔ 政 策 担 当 令和元年９月３０日



さいたま市規則第２７号

   さいたま市市税条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 さいたま市市税条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第６４号）の一部

を次のように改正する。

  様式第２９号を次のように改める。



様式第２９号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

        様 

さいたま市長（さいたま市  区長）    印 

滞納処分の執行停止取消通知書 

     年  月  日付けで滞納処分の執行を停止した滞納金額については、次のとおり滞納処分の執

行の停止を取り消しましたので、地方税法第１５条の８第２項の規定により通知します。 

滞

納

者

住（居）所

又は所在地

氏 名

又 は 名 称

取
消
年
月
日

      年   月   日 

取
消
事
由

取
消
金
額

別紙明細書のとおり 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に

さいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日

の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することが

できます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴え

を提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができ

ませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを

提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

様式第７４号の３（別表第１関係） 様式第７４号の３（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税耐震基準適合住宅に係る減額申告書 固定資産税耐震基準適合住宅に係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第７項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第６項の規定に

より、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

様式第７４号の４（別表第１関係） 様式第７４号の４（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税高齢者等居住改修住宅に係る減額申告書 固定資産税高齢者等居住改修住宅に係る減額申告書

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第８項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第７項の規定に

より、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号（別表第１関係） 様式第７５号（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税熱損失防止改修住宅に係る減額申告書 固定資産税熱損失防止改修住宅に係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第９項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第８項の規定に

より、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］



 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の２（別表第１関係） 様式第７５号の２（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税特定耐震基準適合住宅に係る減額申告書 固定資産税特定耐震基準適合住宅に係る減額申告書

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１０項の規定

により、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第９項の規定に

より、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の３（別表第１関係） 様式第７５号の３（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税特定熱損失防止改修住宅に係る減額申告

書 

固定資産税特定熱損失防止改修住宅に係る減額申告

書 

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１１項の規定

により、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１０項の規定

により、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の４（別表第１関係） 様式第７５号の４（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税耐震基準適合家屋に係る減額申告書 固定資産税耐震基準適合家屋に係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１２項の規定

により、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１１項の規定

により、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 



様式第７５号の５（別表第１関係） 様式第７５号の５（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税改修実演芸術公演施設に係る減額申告書 固定資産税改修実演芸術公演施設に係る減額申告書

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１３項の規定

により、次のとおり申告します。 

 さいたま市市税条例附則第１９条第１２項の規定

により、次のとおり申告します。 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

第２条 さいたま市市税条例施行規則の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

  （市長の権限の委任） 

 第２条の２ 市長は、条例第３条の２の規定により、

 次に掲げる事務を区長に委任する。ただし、次項

に規定する事務についてはこの限りでない。 

 普通徴収に係る個人の市民税、土地及び家屋

に係る固定資産税、軽自動車税並びに都市計画

税に係る徴収金の賦課徴収に関すること。 

 公的年金等に係る所得に係る特別徴収に関す

る個人の市民税に係る徴収金の賦課（年金保険

者に係るものを除く。）に関すること。 

特別徴収に係る個人の市民税、法人の市民税、

  償却資産に係る固定資産税、市たばこ税、特別

土地保有税、入湯税及び事業所税に係る徴収金

の徴収に関すること。 

 市税に係る過料に関すること。 

 徴収の嘱託を受けた他の地方団体の徴収金の

徴収に関すること。 

 原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の

交付に関すること。 

 ２ 前項ただし書に規定する事務は、次に掲げる事

務とする。 



 課税権の帰属その他地方税法の規定の適用に

ついて他の地方団体の長と意見を異にした場合

の措置に関すること。 

 徴収金の還付及び充当に関すること。 

特別徴収に係る個人の市民税、法人の市民税、

  償却資産に係る固定資産税、市たばこ税、特別

土地保有税、入湯税及び事業所税に係る過料に

関すること。 

 法第４１０条に規定する固定資産の価格等の

決定に関すること。 

 条例第８条に規定する災害等による期限の延

長に関すること。 

 条例第２４条の２第１項第１号イ又はウの規

定による指定に関すること。 

 条例第３３条第２項、第７６条第２項又は第

１５５条第２項に規定する納期の変更に関する

こと。 

 別表第２及び別表第３に規定する減免で、そ

の範囲と割合について基準がないものに関する

こと。 

 市長が特に必要と認めた事務に関すること。

  （事務取扱の所管） 

 第２条の３ 前条第１項の規定により委任する事務

は、次の表の左欄に掲げる税目に応じ、同表の中

欄に掲げる区分に従い、同表の右欄に定める所管

区の区長が取り扱うものとする。 

税目 区分 所管区

市民税 個人 普通徴

収分及

び公的

年金等

に係る

所得に

係る特

別徴収

分

区内に住所

を有する個

人に係る事

務

賦課期日に

おける納税

義務者の住

所地を所管

する区

区内に事務

所、事業所

又は家屋敷

を有する個

人で当該区

内に住所を

有しないも

のに係る事

務

賦課期日に

おける納税

義務者の事

務所、事業

所又は家屋

敷の所在地

を所管する

区

給与所

得に係

る特別

徴収分

徴収金の徴

収に係る事

務（以下「

徴収事務」

という。）

大宮区

法人 徴収事務 大宮区



固定資

産税

土地

及び

家屋

賦課期日に

おける土地

又は家屋の

所在地を所

管する区

償却

資産

総務大臣又は県知

事配分に係る償却

資産に係る徴収事

務以外の徴収事務

賦課期日に

おける償却

資産の所在

地を所管す

る区

総務大臣又は県知

事配分に係る償却

資産に係る徴収事

務

浦和区

軽自動

車税

賦課期日に

おける軽自

動車等（条

例第８８条

第１項に規

定する軽自

動車等をい

う。以下同

じ。）の主

たる定置場

の所在地を

所管する区

市たば

こ税

徴収事務 大宮区

特別土

地保有

税

徴収事務 大宮区

入湯税 徴収事務 大宮区

事業所

税

徴収事務 大宮区

都市計

画税

賦課期日に

おける土地

又は家屋の

所在地を所

管する区

  ２ 法第２０条の４の規定により徴収の嘱託を受け

た他の地方団体の徴収金の徴収に関しては、当該

徴収金を納付し、又は納入すべき者の住所、居所、

 家屋敷、事務所若しくは事業所又はその者の財産

の所在地を所管する区の区長が取り扱うものとす

る。 

  （徴収事務の引継ぎ） 

 第２条の４ 区長は、徴収金の滞納者が住所、居所、



 事務所又は事業所を他の区に有する場合は、当該

他の区の区長に徴収事務を引き継ぐことができる。

 ２ 区長は、前項の規定による徴収事務の引継ぎを

受けたときは、その旨を当該徴収金の滞納者に通

知しなければならない。 

  （申告等の特例） 

 第２条の５ 法、令、条例及びこの規則の規定によ

り、納税者、特別徴収義務者等が市長に対して行

う申告、申請、請求その他書類の提出については、

 次に掲げるものを除き、第２条の３に規定する所

管区の区長に対して行うものとする。 

 審査請求に関するもの 

給与所得に係る特別徴収に係る個人の市民税、

  法人の市民税、償却資産に係る固定資産税、市

たばこ税、特別土地保有税、入湯税及び事業所

税に関するもの（徴収金の徴収に関するものを

除く。） 

 徴収金の還付に関するもの 

 条例第８条第３項に規定する災害等による申

告等に関する期限の延長に関するもの 

 条例第２４条の２第１項第１号イ又はウの規

定による指定に関するもの 

 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要

と認めるもの 

 （情報通信の技術を利用して行う行政手続等）  （情報通信の技術を利用して行う行政手続等） 

第２条の２ ［略］ 第２条の６ ［略］ 

２ 市長は、行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する法律第４条第１項又はさいたま市行

政手続等における情報通信の技術の利用に関する

条例第４条第１項の規定によりこれらの項に規定

する電子情報処理組織を使用して地方税に関する

法令又は条例等に規定する処分通知等を行うとき

は、前項の情報通信システムを用いて行うものと

する。 

２ 市長又は第２条の３に規定する所管区の区長は、

 行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る法律第４条第１項又はさいたま市行政手続等に

おける情報通信の技術の利用に関する条例第４条

第１項の規定によりこれらの項に規定する電子情

報処理組織を使用して地方税に関する法令又は条

例等に規定する処分通知等を行うときは、前項の

情報通信システムを用いて行うものとする。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

 （徴税吏員）  （徴税吏員） 

第３条 市長は、次に掲げる者を徴税吏員として委

任する。この場合において、第１号に該当する者

は、別に辞令を交付することなく、その間徴税吏

員を命ぜられたものとみなす。 

第３条 市長は、次に掲げる者を徴税吏員として委

任する。この場合において、第１号に該当する者

は、別に辞令を交付することなく、その間徴税吏

員を命ぜられたものとみなす。 

 市税に関する事務に従事する市職員    区長及び市税に関する事務に従事する市職員

 ［略］    ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （納税証明書の請求）  （納税証明書の請求） 



第９条 法第２０条の１０の納税証明書（条例第８

２条の３第１項の証明書を除く。）の交付を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求

書を市長に提出しなければならない。ただし、さ

いたま市印鑑条例（平成１３年さいたま市条例第

２００号）第１３条第２項に規定する端末機によ

り、交付の請求をする場合は、この限りでない。

第９条 法第２０条の１０の納税証明書（条例第８

２条の３第１項の証明書を除く。）の交付を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求

書を市長又は区長に提出しなければならない。た

だし、さいたま市印鑑条例（平成１３年さいたま

市条例第２００号）第１３条第２項に規定する端

末機により、交付の請求をする場合は、この限り

でない。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 （延滞金の減免）  （延滞金の減免） 

第１１条 市長は、納税者又は特別徴収義務者が次

の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、延

滞金を減免することができる。 

第１１条 市長又は区長は、納税者又は特別徴収義

務者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場

合は、延滞金を減免することができる。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

２ 前項の規定により延滞金の減免を受けようとす

る者は、延滞金減免申請書にその事由を証明する

書類を添付して、市長に提出しなければならない。

 ただし、市長がやむを得ない事由があると認める

場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により延滞金の減免を受けようとす

る者は、延滞金減免申請書にその事由を証明する

書類を添付して、市長又は区長に提出しなければ

ならない。ただし、市長又は区長がやむを得ない

事由があると認める場合は、この限りでない。 

 （市民税の減免）  （市民税の減免） 

第１２条の５ 市長は、条例第４７条第１項の規定

により市民税を減免するときは、別表第２に定め

るところにより、その該当する範囲内において、

必要に応じて減免するものとする。 

第１２条の５ 市長又は区長は、条例第４７条第１

項の規定により市民税を減免するときは、別表第

２に定めるところにより、その該当する範囲内に

おいて、必要に応じて減免するものとする。 

 （固定資産税及び都市計画税の減免）  （固定資産税及び都市計画税の減免） 

第１３条 市長は、条例第８０条第１項の規定によ

り固定資産税を減免するときは、別表第３に定め

るところにより、その該当する範囲内において、

必要に応じて減免するものとする。 

第１３条 市長又は区長は、条例第８０条第１項の

規定により固定資産税を減免するときは、別表第

３に定めるところにより、その該当する範囲内に

おいて、必要に応じて減免するものとする。 

２ 市長は、都市計画税を減免するときは、固定資

産税の例によるものとする。 

２ 市長又は区長は、都市計画税を減免するときは、

 固定資産税の例によるものとする。 

 （固定資産課税台帳の閲覧の件数の計算）  （固定資産課税台帳の閲覧の件数の計算）

第１３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資

産課税台帳の閲覧は、１納税義務者（２以上の区

に土地若しくは家屋又は償却資産を所有する者を

含む。）１年度分をもって１件とする。 

第１３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資

産課税台帳の閲覧は、１納税義務者（２以上の区

に土地若しくは建物又は償却資産を所有する者を

含む。）１年度分をもって１件とする。 

 （固定資産課税台帳に記載をされている事項の証

明書の請求） 

 （固定資産課税台帳に記載をされている事項の証

明書の請求） 

第１３条の３ 法第２０条の１０又は第３８２条の

３の規定に基づく固定資産課税台帳に記載をされ

ている事項の証明書の交付を受けようとする者は、

 証明書の交付を求める権利を有する者であること

を証する書類を提示して、次に掲げる事項を記載

第１３条の３ 法第２０条の１０又は第３８２条の

３の規定に基づく固定資産課税台帳に記載をされ

ている事項の証明書の交付を受けようとする者は、

 証明書の交付を求める権利を有する者であること

を証する書類を提示して、次に掲げる事項を記載



した請求書を市長に提出しなければならない。 した請求書を区長に提出しなければならない。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 （固定資産課税台帳に記載をされている事項の証

明書の件数の計算） 

 （固定資産課税台帳に記載をされている事項の証

明書の件数の計算） 

第１３条の４ 法第２０条の１０又は第３８２条の

３の規定に基づく固定資産課税台帳に記載をされ

ている事項の証明書については、土地は１納税義

務者（２以上の区に土地を所有する者を含む。）

１年度分につき３筆までを、家屋は１納税義務者

（２以上の区に家屋を所有する者を含む。）１年

度分につき３棟までを、償却資産は１納税義務者

（２以上の区に償却資産を所有する者を含む。）

１年度分をもって１件とする。 

第１３条の４ 法第２０条の１０又は第３８２条の

３の規定に基づく固定資産課税台帳に記載をされ

ている事項の証明書については、土地は１納税義

務者（２以上の区に土地を所有する者を含む。）

１年度分につき３筆までを、建物は１納税義務者

（２以上の区に建物を所有する者を含む。）１年

度分につき３棟までを、償却資産は１納税義務者

（２以上の区に償却資産を所有する者を含む。）

１年度分をもって１件とする。 

 （軽自動車税の減免）  （軽自動車税の減免） 

第１４条 市長は、条例第９６条及び第９７条の規

定により軽自動車税を減免するときは、別表第４

の定めるところにより、その該当する範囲内にお

いて、必要に応じて減免するものとする。 

第１４条 市長又は区長は、条例第９６条及び第９

７条の規定により軽自動車税を減免するときは、

別表第４の定めるところにより、その該当する範

囲内において、必要に応じて減免するものとする。

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 １・２ ［略］  １・２ ［略］ 

 ３ 固定資産税及び都市計画税  ３ 固定資産税及び都市計画税 

様式番号 名称

［略］

７２ 固定資産税新築施設建築物（市街地

再開発事業）に係る減額申告書 

７２の２ 固定資産税新築住宅（サービス付き

高齢者向け住宅）に係る減額申告書

７２の３ 固定資産税新築防災施設建築物（防

災街区整備事業）に係る減額申告書

７２の４ 固定資産税高規格堤防の整備に伴う

建替家屋に係る減額申告書 

７３ 固定資産税耐震基準適合住宅に係る

減額申告書 

７３の２ 固定資産税高齢者等居住改修住宅に

係る減額申告書 

７３の３ 固定資産税熱損失防止改修住宅に係

る減額申告書 

７３の４ 固定資産税特定耐震基準適合住宅に

係る減額申告書 

７３の５ 固定資産税特定熱損失防止改修住宅

に係る減額申告書 

７４ 固定資産税耐震基準適合家屋に係る

減額申告書 

様式番号 名称

［略］

７２ 削除 

７３ 固定資産税新築施設建築物（市街地

再開発事業）に係る減額申告書 

７４ 固定資産税新築住宅（サービス付き

高齢者向け住宅）に係る減額申告書



７５ 固定資産税改修実演芸術公演施設に

係る減額申告書 

７６  ［略］ 

７６の２ 固定資産税・都市計画税宅地化農地

確認申請書 

７７ 東日本大震災に係る固定資産税・都

市計画税被災住宅用地に係る申告書

７７の２ 東日本大震災に係る固定資産税区分

所有家屋の敷地に係る特定被災共用

土地の按分申出書 

７４の２ 固定資産税新築防災施設建築物（防

災街区整備事業）に係る減額申告書

７４の３ 固定資産税耐震基準適合住宅に係る

減額申告書 

７４の４ 固定資産税高齢者等居住改修住宅に

係る減額申告書 

７５ 固定資産税熱損失防止改修住宅に係

る減額申告書 

７５の２ 固定資産税特定耐震基準適合住宅に

 係る減額申告書 

７５の３ 固定資産税特定熱損失防止改修住宅

に係る減額申告書 

７５の４ 固定資産税耐震基準適合家屋に係る

減額申告書 

７５の５ 固定資産税改修実演芸術公演施設に

係る減額申告書 

７６  ［略］ 

７７ 固定資産税・都市計画税宅地化農地

確認申請書 

７７の２ 東日本大震災に係る固定資産税・都

市計画税被災住宅用地に係る申告書

７７の３ 東日本大震災に係る固定資産税区分

所有家屋の敷地に係る特定被災共用

土地の案分申出書 

 ４～８ ［略］  ４～８ ［略］ 

  様式第４号（その１）から様式第５号（その２）までを次のように改める。



様式第４号（その１）（別表第１関係）

個人証明 
税証明交付請求書 

（所得・課税（非課税）証明書、納税証明書等） 

（宛先）さいたま市長 

請 求 日 年  月  日

窓 口 に
来 ら れ た 方

( 請 求 者 )

住 所

フ リガ ナ 電 話 番 号

氏 名

生 年月 日 年   月   日 

証明が必要な

方 と の 関 係

使 用目 的

ど な た の
何の証明書が
必 要 で す か

住 所
証明書の種類 

フ リ ガ ナ

   年度 枚氏 名

生 年 月 日 年   月   日

車両（標識）番号 

住 所
証明書の種類 

フ リ ガ ナ

年度 枚氏 名

生 年 月 日 年   月   日

車両（標識）番号

注 



様式第４号（その２）（別表第１関係） 

法人証明 
税証明交付請求書 

（納税証明書・営業（所在）証明書） 

（宛先）さいたま市長 

請 求 日 年  月  日

窓 口 に
来 ら れ た 方

( 請 求 者 )

住 所

フ リガ ナ 電 話 番 号 

氏 名

証明が必要な

方 と の 関 係

使 用目 的

ど な た の
何の証明書が
必 要 で す か

所 在 地
証明書の種類

フ リ ガ ナ 事業年度 枚数 
名 称
及 び
代表者氏名

 年 月～ 
 年 月 

枚

法 人 番 号

車両（標識）番号 

所 在 地
証明書の種類

フ リ ガ ナ   事業年度 枚数 
名 称
及 び
代表者氏名

 年 月～ 
 年 月

枚

法 人 番 号

車両（標識）番号 

委任状 

私は、上記の内容について、税証明書の交付請求及び受領をする権限を、下記代理人に委任し

ます。 

代理人                 委任者 

（住所）                （所在地） 

（氏名）                （名称） 

（生年月日）    年  月  日   （代表者氏名） 

注 

印 

印 

印 



様式第５号(その１)(別表第１関係) 

納 税 証 明 書 

納 税

義 務 者

住所(所在地) 

氏名(名 称) 

年度(事業年度) 税 目 
納 付 す べ き

税 額
納付済税額 未納税額 

未納税額のうち

納期未到来税額
備 考 

摘要 ( ／ ) 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

       年  月  日 

さいたま市長         印 



様式第５号（その２）（別表第１関係） 

納 税 証 明 書 

納 税

義 務 者

住所(所 在 地) 

氏名(名 称) 

車両番号(標識番号) 

年 度 税 目 
納 付 す べ き
税 額

納 付 済 税 額 未 納 税 額
未納税額のうち
納期未到来税額

備 考

摘要 ( ／ ) 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

         年  月  日 

さいたま市長         印   



  様式第６号（その１）から様式第９号（表）までを次のように改める。



様式第６号（その１）（別表第１関係） 

軽自動車税納税証明書 (継続検査用) 

納 税 義 務 者 

氏 名 ( 名 称 )

車 両 番 号

納 税 済 年 月 日

こ の 証 明 書 の 有 効 期 限

備 考

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

         年  月  日 

さいたま市長         印   



様式第６号(その２)(別表第１関係) 

 注 

様  

軽自動車税納税証明書(継続検査用) 

 この軽自動車税納税証明書は、継続検査の際

に使用するものですから「自動車検査証」と一

緒に保管してください。 

軽自動車税納税証明書(継続検査用) 

納 税 義 務 者 氏 名

(名 称)

車 両 番 号

納 税 済 年 月 日

証 明 書 有 効 期 限

 上記については、滞納のないことを証明します。 

      年  月  日 

さいたま市長          印 



様式第７号（別表第１関係） 

延滞金減免申請書 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申請者                 

住所(所在地)             

氏 名(名 称)          印  

法 人 番 号             

電 話 番 号             

 延滞金の減免を受けたいので、次のとおり申請します。 

(

特
別
徴
収
義
務
者) 

納

税

者

住 (居) 所

又 は 所 在 地

氏 名

又 は 名 称

滞
納
金
額

 別紙明細書のとおり 

減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
理
由

該
当
条
項

備

考

備考 申請に際しては、減免を受けようとする理由を証明する書類を添付してください。 



様式第８号（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長    印  

延滞金減免通知書 

     年  月  日付けで申請のあった延滞金の減免については、次のとおり減免することと決

定しましたので通知します。 

(

特
別
徴
収
義
務
者) 

納

税

者

住 (居) 所

又 は 所 在 地

氏 名

又 は 名 称

滞
納
金
額

別紙明細書のとおり 

事
由

(

減
免
の
割
合) 

減
免
金
額

該
当
条
項

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起する

ことができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取

消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することが

できませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第８号の２（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長    印  

延滞金減免申請棄却通知書 

     年  月  日付けで申請のあった延滞金の減免については、次の理由により認められませ

んので通知します。 

(

特
別
徴
収
義
務
者) 

納

税

者

住 (居) 所

又 は 所 在 地

氏 名

又 は 名 称

滞
納
金
額

別紙明細書のとおり 

決
定
理
由

備

考

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起する

ことができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取

消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することが

できませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第９号（別表第１関係）（表） 

 領収済通知書 

 さいたま市 

納付書(原符) 

さいたま市 

領収証書 

さいたま市 

督 促 状 

 次の金額が未納になっておりますので、至急納

付してください。 

 この督促状は、  年  月  日現在で納付

を確認できなかった方について作成しています。

既に納付されている場合は、行き違いですので、

ご了承ください。 

様   

 納 税 者   

 通知書番号   通知書番号  納税者  

期 別 期 別 

税目 調定年度 課税年度
税 額 

円

税 額 

円通知書番号 期 別

期 C 納付書種類 延滞金 

円

延滞金 

円
年 度

納付番号 確認番号
税 目

合 計 

円

合 計 

円税 額 円 通知書番号

期 別
延 滞 金

円
納 期 限 納 期 限 税 額 円

合 計 円 納 期 限

納 期 限   納税者 納税者 

 発行日 

さいたま市長 印 

この領収証書は５年間 

大切に保管してください。

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印 

収

入

印

紙

不

要
領 収 日 付 印 

  (さいたま市控)    (金融機関控)    (納税者控) 



  様式第９号の２（表）を次のように改める。



様式第９号の２（別表第１関係）（表） 

様 

督 促 状 

 次の金額が未納になっておりますので、至急納付してください。 

 この督促状は、  月  日現在で納付を確認できなかった方につ

いて作成していますが、金融機関等に納付されてから本市で確認でき

るまでに日数を必要とします。 

 既に納付されている場合は行き違いですのでご了承ください。 

  発 行 日 

さいたま市長          印 

領収済通知書 

納税義務者

年 度 処理事項 

事業年度 申告区分 申告連番 

から    まで

税 額 円

領
収
日
付
印

延滞金 円

円

合計納付額 円

納期限 

 上記のとおり領収しましたので通知します。

 さいたま市会計管理者 

(さいたま市保管)  

納付書(原符)      

納税義務者
納税義務者

年 度 処理事項 年 度 処理事項 

事業年度 申告区分 申告連番 事業年度 申告区分 申告連番 

から    まで から    まで

税額 円

領
収
日
付
印

税額 円

領
収
日
付
印

延滞金 円 延滞金 円

円 円

合計納付額 円 合計納付額 円

納期限 納期限 

 上記のとおり領収しました。 (納税者保管)   上記のとおり領収しました。 (金融機関保管)  



  様式第９号の３（表）を次のように改める。



様式第９号の３（別表第１関係）（表） 

督 促 状 納入の方法 

審査請求及び取消しの訴え 

１ この処分について不服があるときは、処分があったこと

を知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市

長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月

以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年

を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に

対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して

６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表

者となります。)提起することができます。なお、６箇月

以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過

すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の

裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次

のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を

経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経

過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい

損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき

正当な理由があるとき。  

様 

様 

 次の金額が未納になっておりますので、至急納入してくださ

い。 

 この督促状は、    年  月  日現在で納入を確認で

きなかった方について作成していますが、金融機関等に納入さ

れてから本市で確認できるまでに日数を必要とします。 

 既に納入されている場合は行き違いですので、ご了承くださ

い。 

さ い た ま 市 

市民税・県民税(特別徴収) 

  年  月 

指 定 番 号   

税 額 円 

納 期 限   

延 滞 金 法律により計算した金額 

発行日      年  月  日 

さいたま市長    印 



  様式第１０号から様式第３４号（その２）までを次のように改める。



様式第１０号(別表第１関係) 

納税管理人申告書(     税) 

年  月  日 

 (宛先)さいたま市長 

住 所          

(所 在 地)          

氏名(名称

及び代表者

氏名) 

       印 

法 人 番 号          

電 話 番 号          

 次のとおり納税管理人を定め、私の納付(入)すべき        税の納税に関す

る一切の事項を処理させることにしましたので、さいたま市市税条例第  条第 項の

規定により申告します。 

新納税管理人 

住 所

(所在地) 

電 話

番 号 

氏 名 (名 称

及 び 代 表 者

氏名) 

職 業 

旧納税管理人 

住 所

(所在地) 

電 話

番 号 

氏 名 (名 称

及 び 代 表 者

氏名) 

職 業 

 上記のとおり       の納税管理人を承諾します。 

      年  月  日 

住 所          

(所 在 地)          

氏名 (名称

及び代表者

氏名) 

       印 



様式第１１号(別表第１関係) 

納税管理人承認申請書(     税) 

年  月  日 

 (宛先)さいたま市長 

住 所          

(所 在 地)          

氏名(名称

及び代表者

氏名) 

       印 

法 人 番 号          

電 話 番 号          

 次のとおり納税管理人を定め、私の納付(入)すべき        税の納税に関す

る一切の事項を処理させることについて承認を受けたいので、さいたま市市税条例第 

 条第 項の規定により申請します。 

新納税管理人 

住 所
(所在地) 

電 話
番 号 

氏 名 (名 称
及 び 代 表 者
氏名) 

職 業 

旧納税管理人 

住 所
(所在地) 

電 話
番 号 

氏 名 (名 称
及 び 代 表 者
氏名) 

職 業 

選 任 理 由

 上記のとおり       の納税管理人になることを承諾します。 

      年  月  日 

住 所          

(所在地)          

氏名(名称

及び代表者

氏名) 

       印 



様式第１２号(別表第１関係) 

納税管理人承認(不承認)通知書 

年  月  日 

       様 

さいたま市長        印 

     年  月  日付けの納税管理人承認申請書については、 

次のとおり承認したので 

次の理由により認められないので 
通知します。 

納 税 管 理 人

住 所

(所在地) 

氏名(名称及

び代表者氏

名) 

管理する税目

理 由

 （教示） 

  １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起

算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、

３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

  ２ この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起するこ

とができます。なお、６箇月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

  ３ この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をし

た場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知

った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。なお、６箇月以

内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起

することができなくなります。 



様式第１３号(別表第１関係) 

市税の徴収の確保に支障がないことに

ついて認定を受けたい旨の申請書 

年  月  日 

 (宛先)さいたま市長 

住 所          

(所在地)          

氏名(名称

及び代表者

氏名) 

       印 

電 話 番 号          

 私の納付(入)すべき次の市税の徴収の確保に支障がないことについて認定を受けたい

ので、さいたま市市税条例第  条第 項の規定により申請します。 

市 税 の 内 容

支 障 が な い 理 由



様式第１４号（別表第１関係） 

相 続 人 代 表 者 指 定 届 

年  月  日 

 (宛先)さいたま市長 

相 続 人        

        印 

        印 

        印 

        印 

 被相続人に係る徴収金の賦課徴収(滞納処分を除く。)及び還付に関する書類を受領す

る代表者として、次のとおり指定しましたので、地方税法第９条の２第１項の規定によ

り届出します。 

代
表
者

相
続
人
の

氏 名

( 名 称 )

法 人 番 号

住 所

( 所 在 地 )
電話番号 

被
相
続
人

氏 名

死 亡 時 の 住 所

死 亡 年 月 日

相

続

人

氏 名
( 名 称 )

法 人
番 号

被相続人
との続柄

住 所

(所在地) 
相 続 分

備

考



様式第１５号(別表第１関係) 

相続人代表者指定通知書 第  号 

年  月  日 

 相続人     様 

さいたま市長        印 

 被相続人に係る徴収金の賦課徴収(滞納処分を除く。)及び還付に関する書類を受領す

る代表者として、次のとおり指定しましたので、地方税法第９条の２第２項の規定によ

り通知します。 

代
表
者

相
続
人
の

氏 名

( 名 称 )

住 所

( 所 在 地 )

被
相
続
人

氏 名

死 亡 時 の 住 所

死 亡 年 月 日

相

続

人

氏 名
( 名 称 )

被 相 続 人
と の 続 柄

住 所(所 在 地) 

指

定

理

由

 （教示） 

  １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起

算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、

３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

  ２ この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起するこ

とができます。なお、６箇月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

  ３ この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をし

た場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知

った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。なお、６箇月以

内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起

することができなくなります。 



様式第１６号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長   印 

納 付 （納 入） 通 知 書 

 あなたは、次の納税者（特別徴収義務者）の第二次納税義務者又は保証人として、次のとおり納付（納
入）しなければならないこととなりましたので、納付（納入）の期限までに納付（納入）してください。 

納税者 
（特別徴収義務者）

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

滞納 

金額 

担当市区 
税目 

通知書

番号 

期別 

（月別）
納期限 

本 税 

加算金（円）

延 滞 金

（円）

滞納処分費

（円）年  度 

納税者（特別徴収義務者）の滞納

金額のうち、あなたが第二次納税

義務者又は保証人として納付（納

入）すべき金額 

            円に延滞金及び滞納処分費を加えた額 

納付（納入）の期限         年   月   日 

納付（納入）場所  

処分理由  

第二次納税義務又は保証債務を 

課される根拠となる法律の規定 
地方税法第   条 第   項 

（教示） 
１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に
さいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日
の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か
ら起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することが
できます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴え
を提起することができなくなります。 
３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができ
ませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを
提起することができます。 
 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 
 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

（滞納処分） 
納付（納入）の期限までにあなたが納付（納入）すべき金額を完納しないため催告を受け、催告書を発
した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処分を受けることになります。 



様式第１７号（別表第１関係） 

第     号  

年  月  日  

             様                             

さいたま市長    印 

納 付 （納 入） 催 告 書 

    年  月  日にあなたに納付（納入）通知をした第二次納税義務又は納税保証に係る次の徴

収金（納付（納入）の期限：    年  月  日）が、次のとおり滞納となっています。 

次の納付（納入）場所で納付（納入）してください。 

納税者 

（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は 名称 

納税者（特別徴収義務者）に係る第二

次納税義務者又は保証人として、あな

たが納付（納入）すべき滞納金額 

        円に延滞金及び滞納処分費を加えた額 

納付（納入）場所  

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内

にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があっ

た日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起するこ

とができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消し

の訴えを提起することができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することがで

きませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴

えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

（滞納処分） 

この催告書を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処分を受け

ることになります。 



様式第１８号（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

          様 

さいたま市長        印  

納 期 限 変 更 告 知 書 

 地方税法第１３条の２第１項の規定により繰上徴収をするため、次のとおり納期限を変更しますので、同条

第３項の規定により告知します。 

(

特
別
徴
収
義
務
者) 

納

税

者

住 (居 ) 所

又は所在地

氏 名

又 は 名 称

繰

上

徴

収

を

す

る

市

税

担当市区 
税目 通知書番号 

期 別 

(月 別) 

本 税 

加算金(円) 

延 滞 金 

(円)

変更後の

納 期 限

変更前の

納 期 限年 度 

納 付 (納 入) 場 所

備 考

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさ

いたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌

日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができま

せんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起

することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第１９号（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

          様 

さいたま市長        印  

交 付 要 求 通 知 書 

 強制換価手続が行われましたので、次のとおり滞納金額を徴収するため、地方税法がその例とする国税徴収

法第８２条第１項の規定により交付要求をしました。同条第 項の規定により通知します。 

滞

納

者

住 (居 ) 所

又は所在地

氏 名

又 は 名 称

滞
納
金
額

別紙明細書のとおり 

財
産
又
は
事
件
番
号

交
付
要
求
に
係
る

執 行 機 関 名

備 考

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさ

いたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌

日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができま

せんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起

することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２０号（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

          様 

さいたま市長        印  

交 付 要 求 書 

 強制換価手続が行われましたので、次のとおり滞納金額を徴収するため、地方税法がその例とする国税徴収

法第８２条第１項の規定により交付要求します。 

滞

納

者

住 (居 ) 所

又は所在地

氏 名

又 は 名 称

滞
納
金
額

別紙明細書のとおり 

財
産
又
は
事
件
番
号

交
付
要
求
に
係
る

執 行 機 関 名

備 考



様式第２１号（別表第１関係） 

譲 渡 担 保 権 付 財 産 に 係 る 納 税 告 知 書 

第     号   

年  月  日   

譲渡担保財産の権利者 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)          様 

さいたま市長          印   

 次の納税者(特別徴収義務者)の滞納金額のうち、あなたから徴収する金額は次のとおりですので、地方税法第１４条の１８第２項の規定に

より告知します。 

納 税 者 

(特別徴収義務者) 

住 所 

(所在地) 

  氏 名 

(名 称) 

滞
納
金
額

年 度 税 目 整理番号 期別 納期限 税 額 加算金額 延滞金額 滞納処分費 備考 

          円 円 法律による金額 円 法律による金額 円   

              〃 〃   

              〃 〃   

              〃 〃   

              〃 〃   

滞納金額のうち徴収しようとする金額 円 連 絡 先

財
産

譲
渡
担
保

(名称、数量、性質及び所在) 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求を

することができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができな

くなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま

市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算し

て１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当す

る場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２２号（別表第１関係）

徴収猶予申請書 

年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

地方税法第１５条の２第１項又は第２項及びさいたま市市税条例第６条の３の規定により、次のとおり徴収 

の猶予を申請します。 

申請者 
納税者 

特別徴収義務者 

住（居）所 

（所在地） 
              電話番号 

氏 名 

（名称及び 

代表者氏名） 

○印
法人番号（法人の場合） 

納付（納入） 

すべき徴収金 

年度 税目 
期別 
（月期） 

納期限 
本税 
（円） 

加算金 
（円） 

延滞金 
（円） 

備考 

納付（納入）すべき徴収金のうち 

徴収の猶予を受けようとする金額 

該当条項  

猶予該当 

事実の詳細 

一時に納付 

することが 

できない 

事情の詳細 

猶予を受けようとする期間 
から 

まで 

納
付
（
納
入
）
計
画

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保 

□ 有 担保の種類、数量、価額及び所在  

□ 無 
担保を提供することができない 

場合のその特別の事情 



様式第２２号の２（別表第１関係）

徴収猶予期間延長申請書 

年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

地方税法第１５条の２第３項及びさいたま市市税条例第６条の３の規定により、次のとおり徴収の猶予期間 

の延長を申請します。 

申請者 
納税者 

特別徴収義務者 

住（居）所 

（所在地） 
              電話番号 

氏 名 

（名称及び 

代表者氏名） 

○印
法人番号（法人の場合） 

猶予期間の延長を 

受けようとする 

徴収金 

年度 税目 
期別 
（月期） 

納期限 
本税 
（円） 

加算金 
（円） 

延滞金 
（円） 

備考 

猶予期間内に猶予を 

受けた金額を納付（納入）

することができない 

やむを得ない理由 

当初の猶予期間 
から 

まで 

延長を受けようとする猶予期間 
から 

まで       

納
付
（
納
入
）
計
画

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保 

□ 有 担保の種類、数量、価額及び所在  

□ 無 
担保を提供することができない 

場合のその特別の事情 



様式第２２号の３（別表第１関係）

第     号 

年  月  日 

             様                 

さいたま市長        印 

申請書の訂正等に係る通知書 

      年    月    日付けで提出のありました        に係る申請書について、記載

に不備があるため、又は申請書に添付すべき書類の記載に不備があり、若しくはその提出がないため、この通知

書を受け取った日から２０日以内に、下記のとおり申請書の訂正又は添付すべき書類の訂正若しくは提出をして

ください。 

なお、上記期間内に申請書の訂正又は添付すべき書類の訂正若しくは提出をしなかったときは、 

□ 地方税法第１５条の２第８項 

□ 地方税法第１５条の６の２第３項において準用する同法第１５条の２第８項 

の規定により申請を取り下げたものとみなします。 

訂正等を求める書類 訂正等の内容 



様式第２２号の４（別表第１関係）

差押解除申請書 

年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

年    月    日に徴収の猶予を受けた徴収金について、地方税法第１５条の２の３第２項の 

規定により、差押財産の差押えの解除を申請します。 

申請者 
納税者 

特別徴収義務者 

住（居）所 

（所在地） 
              電話番号 

氏 名 

（名称及び 

代表者氏名） 

○印
法人番号（法人の場合） 

徴収の猶予に係る徴収金  

差押年月日  

差押財産  

摘要 



様式第２３号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長        印 

徴収猶予承認（一部承認）通知書 

        年    月    日付けで申請のあった徴収の猶予について、次のとおり承認（一部承

認）しましたので、地方税法第１５条の２の２第１項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

徴収の猶予を 

承認（一部承認） 

した 

徴収金  

期 間  から         まで         

該当条項  

納付 

（納入）

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保財産 

一部承認

となった

理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２３号の２（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長        印 

徴収猶予期間延長承認（一部承認）通知書 

    年    月    日付けで申請のあった徴収の猶予期間の延長について、次のとおり承認（一部

承認）しましたので、地方税法第１５条の２の２第１項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

徴収の猶予 

期間の延長を 

承認（一部承認） 

した 

徴収金  

期 間         から         まで         

該当条項  

納付 

（納入）

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保財産 

一部承認

となった

理由 

備考  

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２４号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長        印 

徴収猶予棄却（却下）通知書 

        年    月    日付けで申請のあった徴収の猶予について、次のとおり棄却（却下）

しましたので、地方税法第１５条の２の２第２項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

徴収の猶予を受けようとする徴収金   

猶予を受けよう 

とする期間 

から 

まで 

納付 

（納入） 

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

棄却（却下）理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２４号の２（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長        印 

徴収猶予期間延長棄却（却下）通知書 

    年    月    日付けで申請のあった徴収の猶予期間の延長について、次のとおり棄却（却

下）しましたので、地方税法第１５条の２の２第２項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

猶予期間の延長を受けようとする徴収金   

当初の猶予期間 
から 

まで 

延長を受けよう 

とする猶予期間 

から 

まで 

納付 

（納入） 

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

棄却（却下）理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２５号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                           

さいたま市長        印 

徴収猶予取消通知書 

徴収の猶予をした徴収金については、次のとおり徴収の猶予を取り消しましたので、地方税法第１５条の３第

３項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

徴収の猶予を 

承認した日（当初） 

徴収の猶予を 

取り消す徴収金 

取消理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２６号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                            

さいたま市長        印 

換価の猶予通知書 

次のとおり滞納処分による財産の換価を猶予しましたので、地方税法第１５条の５の２第３項において準 

用する同法第１５条の２の２第１項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

換価の猶予 

に係る 

徴収金  

期 間           から         まで         

該当条項 

納付 

（納入） 

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保財産 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２６号の２（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長        印 

換価の猶予期間延長通知書 

次のとおり換価の猶予の期間を延長しましたので、地方税法第１５条の５の２第３項において準用する同 

法第１５条の２の２第１項の規定により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

換価の猶予に

係る 

徴収金  

期 間           から         まで       

該当条項 

納付 

（納入） 

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保財産 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２６号の３（別表第１関係） 

換価の猶予申請書 

年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

地方税法第１５条の６の２第１項及びさいたま市市税条例第６条の５の規定により、次のとおり換価の猶予 

を申請します。 

申請者 
納税者 

特別徴収義務者 

住（居）所 

（所在地）               電話番号 

氏 名 

（名称及び 

代表者氏名） 

○印
法人番号（法人の場合） 

納付（納入）すべき

徴収金 

年度 税目 
期別 
（月期） 

納期限 
本税 
（円） 

加算金 
（円） 

延滞金 
（円） 

備考 

納付（納入）すべき徴収金のうち 

換価の猶予を受けようとする金額 

猶予に係る徴収金を一時に

納付（納入）することによ

り事業の継続又は生活の維

持が困難となる事情の詳細 

猶予を受けようとする期間 
から 

まで 

納
付
（
納
入
）
計
画

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保 

□ 有 担保の種類、数量、価額及び所在  

□ 無 
担保を提供することができない 

場合のその特別の事情 



様式第２６号の４（別表第１関係） 

換価の猶予期間延長申請書 

年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

地方税法第１５条の６の２第２項及びさいたま市市税条例第６条の５の規定により、次のとおり換価の猶予 

期間の延長を申請します。 

申請者 
納税者 

特別徴収義務者 

住（居）所 

（所在地） 
              電話番号 

氏 名 

（名称及び 

代表者氏名） 

○印
法人番号（法人の場合） 

猶予期間の延長を 

受けようとする 

徴収金 

年度 税目 
期別 
（月期） 

納期限 
本税 
（円） 

加算金 
（円） 

延滞金 
（円） 

備考 

猶予期間内に猶予を 

受けた金額を納付（納入）

することができない 

やむを得ない理由 

当初の猶予期間 
から 

まで 

延長を受けようとする猶予期間 
から 

まで 

納
付
（
納
入
）
計
画

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保 

□ 有 担保の種類、数量、価額及び所在  

□ 無 
担保を提供することができない 

場合のその特別の事情 



様式第２６号の５（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様             

さいたま市長        印 

換価の猶予承認（一部承認）通知書 

        年    月    日付けで申請のあった換価の猶予について、次のとおり承認（一部承

認）しましたので、地方税法第１５条の６の２第３項において準用する同法第１５条の２の２第１項の規定に

より通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

換価の猶予を 

承認（一部承認） 

した 

徴収金  

期 間           から         まで        

納付 

（納入）

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保財産 

一部承認

となった

理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２６号の６（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                 

            さいたま市長        印 

換価の猶予棄却（却下）通知書 

        年    月    日付けで申請のあった換価の猶予について、次のとおり棄却（却下）

しましたので、地方税法第１５条の６の２第３項において準用する同法第１５条の２の２第２項の規定により

通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

換価の猶予を受けようとする徴収金   

猶予を受けよう 

とする期間 

から 

まで 

納付 

（納入）

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

棄却(却下)理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２６号の７（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                             

さいたま市長        印 

換価の猶予期間延長承認（一部承認）通知書 

    年    月    日付けで申請のあった換価の猶予期間の延長について、次のとおり承認（一部

承認）しましたので、地方税法第１５条の６の２第３項において準用する同法第１５条の２の２第１項の規定

により通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

換価の猶予 

期間の延長を 

承認（一部承認）した 

徴収金  

期 間           から         まで        

納付 

（納入）

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

担保財産 

一部承認

となった

理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２６号の８（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                 

            さいたま市長        印 

換価の猶予期間延長棄却（却下）通知書 

    年    月    日付けで申請のあった換価の猶予期間の延長について、次のとおり棄却（却

下）しましたので、地方税法第１５条の６の２第３項において準用する同法第１５条の２の２第２項の規定に

より通知します。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は名称 

猶予期間の延長を受けようとする徴収金   

当初の猶予期間 
から 

まで 

延長を受けよう 

とする猶予期間 

から 

まで 

納付 

（納入）

計画 

期  限 金  額（円） 期  限 金  額（円） 

棄却（却下）理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２７号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

             様                            

さいたま市長        印 

換価の猶予取消通知書 

換価の猶予をした徴収金については、次のとおり換価の猶予を取り消しましたので、地方税法第１５条の５

の３第２項又は同法第１５条の６の３第２項において準用する同法第１５条の３第３項の規定により通知しま

す。 

納税者 
（特別徴収義務者） 

住（居）所 

又は所在地 

氏 名 

又 は 名称 

換価の猶予を 

承認（決定） 

した日（当初） 

換価の猶予を 

取り消す徴収金 

取消理由 

備考 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２８号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

        様 

さいたま市長    印 

滞納処分の執行停止通知書 

 次のとおり地方税法第１５条の７第１項の規定により滞納処分の執行を停止しましたので、同

条第２項の規定により通知します。 

滞

納

者

住 (居) 所

又は所在地

氏 名

又 は 名 称

決
定
年
月
日

      年   月   日 

該
当
条
項

停
止
金
額

別紙明細書のとおり 

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっ

ても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなく

なります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となりま

す。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して

１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起する

ことができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第２９号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

        様 

さいたま市長    印 

滞納処分の執行停止取消通知書 

     年  月  日付けで滞納処分の執行を停止した滞納金額については、次のとおり滞納処分の執

行の停止を取り消しましたので、地方税法第１５条の８第２項の規定により通知します。 

滞

納

者

住（居）所

又は所在地

氏 名

又 は 名 称

取
消
年
月
日

      年   月   日 

取
消
事
由

取
消
金
額

別紙明細書のとおり 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に

さいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日

の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することが

できます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴え

を提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができ

ませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを

提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第３０号（別表第１関係） 

保 全 担 保 提 供 命 令 書 

第     号   

年  月  日   

納税者(特別徴収義務者) 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)          様 

さいたま市長          印   

 地方税法第１６条の３第１項の規定により、次の担保の種類のうち担保される金額に足りるもの又は担保される金額に相当する金額を、   年  月

  日までに提供することを命じます。なお、この担保は、第三者の所有するものであっても差し支えありません。 

担

保

の

内

容

担保される市税     年  月  日以後に課される       税 担保される金額 円

担

保

の

種

類

１ 国債及び地方債 

２ 市長が確実と認める社債(特別の法律により設立された法人が発行する債券を含む。)その他の有価証券

３ 土地 

４ 保険に付した建物、立木、船舶、航空機、自動車及び建設機械 

５ 鉄道財団、工場財団、鉱業財団、軌道財団、運河財団、漁業財団、港湾運送事業財団、道路交通事業財

団及び観光施設財団 

６ 市長が確実と認める保証人の保証 

７ 金銭(担保として提供するもの) 

(参考事項) 

連 絡 先 

担保される金額の算出

根拠 

備 考 

 （教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることが

できます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告と

して(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取

消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当する場合にお

いては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第３１号（別表第１関係） 

保 全 担 保 に 係 る 抵 当 権 設 定 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

納税者(特別徴収義務者) 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)     様 

さいたま市長          印   

     年  月  日付けで保全担保提供命令書により命令した担保の提供がないため、次のとおりあなたの財産について抵当権を設定

しましたので地方税法第１６条の３第４項の規定により通知します。 

抵
当
権
の
内
容

担保される市税     年  月  日以後に課される       税 担保される金額 円

担

保

財

産

(名称、数量、性質及び所在) 

(参考事項) 

連 絡 先 

備 考 

 （教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求

をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることがで

きなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいた

ま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起

算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当

する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第３２号（別表第１関係） 

保 全 差 押 金 額 決 定 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

納税者(特別徴収義務者) 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)          様 

さいたま市長          印   

 保全差押金額を決定したので、地方税法第１６条の４第２項の規定により、次のとおり通知します。 

納 税 者

(特別徴収義務者) 

住 所

(所在地) 

  氏 名

( 名 称 )

保
全
差
押
金
額

年 度 税 目 整理番号 期別 納期限 税 額 延滞金額 備 考 (参考事項) 

          円 法律による金額 円   

            〃   

            〃   

            〃   

            〃   

要
と
す
る
理
由

保
全
差
押
を
必

連 絡 先

備考 

（教示） 
１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求を
することができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができな
くなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま
市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算し
て１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 
３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当す
る場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 
 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第３３号（別表第１関係） 

保 全 差 押 え に 係 る 交 付 要 求 書 

第     号   

年  月  日   

要求先の執行機関 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)          様 

さいたま市長          印   

 地方団体の徴収金を確保するため、地方税法第１６条の４第９項の規定により、次のとおり交付要求します。 

納 税 者

(特別徴収義務者) 

住 所

(所在地) 

  氏 名

(名 称) 

滞

納

金

額

年 度 税 目 整理番号 期別 納期限 税 額 加算金額 延 滞 金 額 滞 納 処 分 費
法 定

納期限等
備 考

円 円 法律による金額 円 法律による金額 円

〃 〃 

〃 〃 

〃 〃 

〃 〃 

財
産
又
は
事
件
名

交
付
要
求
に
係
る

(名称、数量、性質及び所在) 

連 絡 先

執行機関名 差押年月日



様式第３４号（その１）（別表第１関係） 

保 全 差 押 え に 係 る 交 付 要 求 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

納税者(特別徴収義務者) 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)     様 

さいたま市長          印   

 地方税法第１６条の４第９項の規定により、次のとおり交付要求しました。 

納 税 者

(特別徴収義務者) 

住 所

(所在地) 

  氏 名

(名 称) 

滞

納

金

額

年 度 税 目 整理番号 期別 納期限 税 額 加算金額 延 滞 金 額 滞 納 処 分 費
法 定

納期限等
備 考

          円 円 法律による金額 円 法律による金額 円     

              〃 〃     

              〃 〃     

              〃 〃     

              〃 〃     

件
名

る
財
産
又
は
事

交
付
要
求
に
係

(名称、数量、性質及び所在) 
連 絡 先

交 付 要 求 年 月 日           年   月   日 

執 行 機 関 名 差押年月日

（教示） 
１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をするこ
とができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被
告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過
すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 
３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当する場合
においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 審査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がないとき。 
 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 前2号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第３４号（その２）（別表第１関係） 

保 全 差 押 え に 係 る 交 付 要 求 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

質権者(抵当権者) 

 住 所(所在地) 

 氏 名(名 称)          様 

さいたま市長          印   

  地方税法第１６条の４第９項の規定により、次のとおり交付要求しました。 

納 税 者

(特別徴収義務者) 

住 所

(所在地) 

  氏 名

(名 称) 

滞

納

金

額

年 度 税 目 整理番号 期別 納期限 税 額 加算金額 延 滞 金 額 滞 納 処 分 費
法 定

納期限等
備 考

円 円 法律による金額 円 法律による金額 円 

〃 〃 

〃 〃 

〃 〃 

〃 〃 

財
産
又
は
事
件
名

交
付
要
求
に
係
る

(名称、数量、性質及び所在) 
連 絡 先

交 付 要 求 年 月 日           年  月  日 

執 行 機 関 名 差押年月日



  様式第３９号（その１）（表）を次のように改める。



様式第３９号（その１）（別表第１関係）（表） 

年度分 市民税・県民税申告書

（宛先）さいたま市長    年  月  日提出       

年 1月 1日の住所 電 話 番 号
自宅・勤務先・携帯

現 住 所 同 上 個 人 番 号

フ リ ガ ナ 職 業

氏 名 世 帯 主 の 氏 名

生 年 月 日  年   月   日生 世帯主との続柄

「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２

条第５項に規定する個人番号をいう。）を記載してください。
整 理 番 号

３ 所得から差し引かれる金額に関する事項

⑩社会保険料控除

社会保険の種類 支払った保険料

１ 

収 

入 

金 

額 

等

事

業

営業等 ア

農 業 イ

不動産 ウ

利 子 エ

配 当 オ

⑪小規模企業共済等掛金控除 給 与 カ

⑫生命保険料控除

新生命保険料の計 旧生命保険料の計
雑

公的年金等 キ

その他 ク

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計
総
合
譲
渡

短 期 ケ

長 期 コ

介護医療保険料の計
一 時 サ

⑬地震保険料控除
地震保険料の計 旧長期損害保険料の計

２

所 

得 

金 

額

事

業

営業等 ①

農 業 ②

⑭～⑮寡婦（寡夫）・

勤労学生控除

⑭□ 寡婦（寡夫）控除 ⑮□ 勤労学生控除 不動産 ③

□死別 □生死不明

□離別 □未帰還
学校名・学年 年 利 子 ④

⑯申告者本人が障害者の場合は、障

害の程度を記入してください。
障害の程度

手帳の種別
配 当 ⑤

等 級 級・度

⑰～⑱配偶者控除・配

偶者特別控除・同一生

計配偶者

配偶者の氏名 ⑯障害の程度 級・度 給 与 ⑥

生年月日 ・ ・ 配偶者の合計所得金額 雑 ⑦

個人番号 □ 同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。） 総合譲渡・一時 ⑧

⑲

扶

養

控

除

１
氏名 生年

月日
・ ・ 同居・別居 続柄

⑯障害

の程度 級・度

合計 ⑨

個人番号
４

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額

社会保険料控除 ⑩

２
氏名 生年

月日
・ ・ 同居・別居 続柄

⑯障害

の程度 級・度

小規模企業共済等掛金控除 ⑪

個人番号 生命保険料控除 ⑫

３
氏名 生年

月日
・ ・ 同居・別居 続柄

⑯障害

の程度 級・度

地震保険料控除 ⑬

個人番号 寡婦（寡夫）控除 ⑭

４
氏名 生年

月日
・ ・ 同居・別居 続柄

⑯障害

の程度 級・度

勤労学生、障害者控除 ⑮～⑯

個人番号 配偶者控除 ⑰

別居の扶養親族等がいる場合には、裏面「１１」に氏名、個人番号及び住所を記入してください。 配偶者特別控除 ⑱

雑損控除

損害の原因 損害年月日 損害を受けた資産の種類 扶養控除 ⑲

・ ・ 基礎控除 ⑳

損害金額 保険金などで補填される金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額 ⑩から⑳までの計

雑損控除

医療費控除

支払った医療費等 保険金などで補填される金額 医療費控除 区分 □

合計（ ＋ ＋ ）

６ 事業専従者に関する事項 地方税法附則第４条の４の規定の適用を選択す

る場合には、「医療費控除」欄の「区分」の□

に「１」と記入してください。

氏 名 生年月日 個人番号 続柄 従事月数 専従者給与（控除）額

 ・ ・ 月

 ・ ・ 月

所得税における青色申告の承認の有無 承認あり・承認なし 専従者給与（控除）額の合計額 ５ 給与・公的年金等

 に係る所得以外（６

５歳未満の方は給与

 所得以外）の市民

税・県民税の納税方

法 

□給与から差引き 

（特別徴収） 

□自分で納付 

（普通徴収） 

７ 寄附金に関する事項

都道府県、市区町村分（特例控除対象） 寄附先

埼玉県共同募金会、日本赤十字社埼玉県支部・都道府県、市区町村分（特例控除対象以外）

条例指定分
埼玉県 寄附先

さいたま市 寄附先

支出した寄附金に応じて、各欄にそれぞれ寄附した金額を記入してください。ただし、認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活

動法人以外の特定非営利活動法人に対する寄附金については、上欄に記入せず、別途「寄附金税額控除申告書（二）」を提出してください。



  様式第３９号（その１）別表及び様式第３９号（その２）を次のように改める。



様式第３９号（その１）別表（別表第１関係） 

 （宛先）さいたま市長 
別表

            年度分 市民税・県民税申告書（分離課税等用）

年 月 日
提 出

整理番号
フ リ ガ ナ 生年月日

氏 名 印 年 月 日 電話番号

 年1月1日
の住所 

さいたま市 個人番号

「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規

定する個人番号をいう。）を記載してください。
この申告書（分離課税等用）は、市民税・県民税申
告書と一緒に提出してください。

２ 分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項              (円)  （円）

区分 所得の生ずる場所 必要経費
差引金額（収入金額
－必要経費）

特別控除額

１

収

入

金

額

短
期
譲
渡

一 般 分 シ

軽 減 分 ス

長
期
譲
渡

一 般 の 譲 渡 セ

優良住宅地等に係る譲
渡

ソ

居住用財産の譲渡 タ

一 般 株 式 等 の 譲 渡 チ

上 場 株 式 等 の 譲 渡 ツ

特例適用条文 上場株式等の配当等 テ

３ 株式等の譲渡等・先物取引に係る所得に関する事項          （円） 先 物 取 引 ト

所得の種類 種 目 必要経費

５

所

得

金

額

短
期
譲
渡

一 般 分

事業 譲渡 雑 軽 減 分

事業 譲渡 雑
長
期
譲
渡

一 般 の 譲 渡

事業 譲渡 雑
優良住宅地等に係る譲
渡

特例適用条文 居住用財産の譲渡

４ 上場株式等の配当所得等に関する事項                （円） 
一 般 株 式 等 の 譲 渡

所得の生ずる場所 支払確定年月 収入金額
配当所得に係る

負債の利子 上 場 株 式 等 の 譲 渡

・
上場株式等の配当等

・

先 物 取 引
・

６ 特定支出控除の適用がある場合の給与所得に関する事項        （円） 

A給与収入金額 B特定支出の金額の合計額 所得金額（Ａ－Ｂ）（ただし
赤字の場合は０）

7 山林所得・退職所得に関する事項                                          （円） 

山 林
Ａ収入金額 Ｂ必要経費 Ｃ特別控除額 Ｄ青色申告特別控除額 所得金額（Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ）

退 職
Ａ収入金額 勤続年数 

普通 
障害 

の別 Ｂ退職所得控除額 Ｃ差引（Ａ－Ｂ） 所得金額（Ｃ×１／２） 

年
（ 年 月間） 

１ 普通 
２ 障害 



様式第３９号（その２）（別表第１関係） 

年度分 市民税・県民税申告書（事務所・事業所・家屋敷用）                       

（宛先）さいたま市長    年  月  日提出

年 1月 1日の
住所

電 話 番 号
自宅・勤務先・携帯

現 住 所 個 人 番 号

フ リ ガ ナ 職 業

氏 名 世 帯 主 の 氏 名

生 年 月 日    年   月   日生 世帯主との続柄

整 理 番 号

政令 指定 都市であ るさい たま市では、区を一つの市として取扱うこととされている (地 方 税法 第７３７ 条 )こ とか ら、

事務 所・事業 所又は 家屋敷 (以 下 「事務 所等」 といいま す。 )に 係 る課税は 、さい たま市 の区内に実際に住んでいなくて

も、その年の１月１日現在、その区に事務所等を有し、かつ前年中に一定の所得があった方は、地方税法 (第 ２ ４条第１

項第 ２号・第 ２９４ 条第１項第２号 )の 規定に よりその 事務所 等のあ る区により均等割 (   円 )が 課 税さ れます。  

 つ き まして は、裏 面の「 申告書の 書き方」をご参考の上、この申告書を作成し、お早めに提出してくださいますよう

お願いします。 (郵 送で の提出の 場合に は、同 封の返信用封筒をご利用ください。 ) 

１  さいたま市内に有している事務所・事業所又は家屋敷について （該当するものに○をして必要事項を記入してください。） 

事務所・事業所（店舗／工場等） 家 屋敷  

所

在

地 

さいたま市  区 所

在

地 

さいたま市  区 

電話番号  電 話 番号   

屋号（名称）  使 用 状 況（１ 月１日現 在）  

Ａ  家 族 が住 んでい る (持 家や貸 家 ) 

Ｂ  別 荘 ・別 宅  

Ｃ  他 の 方に 貸して いる  

Ｄ  間 借 りし ている  

Ｅ  居 住 して いない  

  (ⅰ )現 在 、住ん でいな いが居住 できる 状態  

  (ⅱ )全 く 居住で きない 状態 (廃 屋、 取壊し 等 ) 

職（業）種  

使 用 状況（１ 月１日 現在）  

Ａ  使 用 して いる  

Ｂ  使 用 して いない  

Ｃ  一 時 的に 使用    月 か ら    月 ま で  

Ｄ  廃 業 （   年   月 ）  

Ｅ  法 人 成り （   年   月 ）  

２  前 年 中の 所得 金額等 につい て  (源 泉 徴 収票の 添付は必 要あり ません。 ) 

給与所得 収入金額  給与所得金額  

給与所得以外 
種目 所得 所得金額  

種目 所得 所得金額  

同一生計配

偶者又は扶

養親族 

氏名 続柄 個人番号 生年月日 
合計所得金額 

 年  月  日 

 年  月  日 

 年  月  日 本人該当項目（該当するものに○をしてください。） 

 年  月  日 障害者（特別・普通）   寡婦    寡夫 

未成年者  年  月  日 

税理士

署名押印                        

電話番号

３  勤 務先よ り給与 支払 報告書 を提出済 みの方 ４  単 身赴任 中の方

勤務先所在地 単身赴任の期間

    年   月から    年    月まで（予定）名    称

電 話 番 号

５  税務署へ確定申告書を提出済みの方又は提出予定の方 

提出先

  税務署

提出日・提出予定日

年 月 日

確定申告書に記載した住所



  様式第４１号 （表）から様式第４１号 （表）までを次のように改める。



様式第４１号 （別表第１関係）（表） 

年度 市民税・県民税
税額決定

納 税
通知書 

 地方税法第２４条及び第２９４条並びにさいたま市市税条例第１４条及び埼玉県税条例第２１条の規定により、  年度市民税及び県民税

の普通徴収税額及び公的年金特別徴収税額を決定したので、地方税法第４１条、第３１９条の２、第３２１条の７の５及び第３２１条の７の

８並びにさいたま市市税条例第３２条及び埼玉県税条例第２６条の３の規定により通知します。 

        様 

        年 月 日 

さいたま市長          印 

通知書番号 

宛名番号 

賦 課 期 日 氏 名   

賦 課 期 日 住 所 

口 座 情 報 

金融機関名

口 座 種 別 納付方法 口座番号

口座名義人



様式第４１号 （別表第１関係）（裏） 

１ 賦課の根拠 

  地方税法第２４条及び第２９４条並びにさいたま市市税条例第１４条及び埼玉県税条例第２１条の規定により、   年１月１日(賦課期

日)現在の住所等の状況によって課税されます。 

２ 審査請求及び取消しの訴え 

 この通知書に記載された事項について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長

に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。 

 この処分の取消しの訴えは、前記の審査請求の裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が

被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取

消しの訴えを提起することができなくなります。 

 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、次のいず

れかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ 納期 

４ 延滞金 

  納期限までに税金を完納されないときは、その翌日から税金完納の日までの期間の日数に応じ、税額(１,０００円未満の端数があると

き、又はその全額が２,０００円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。)に年１４.６パーセント(納期限の翌日から１

箇月を経過する日までの期間については、年７.３パーセント)の割合(当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定

により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合(以下「特例基準割合」という。)が年７.３パーセントの割合に満たない場合

には、その年(以下「特例基準割合適用年」という。)中においては、年１４.６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７.３パーセントの割合を加算した割合とし、年７.３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合(当該加算した割合が年７.３パーセントの割合を超える場合には、年７.３パーセントの割合)とします。)を 

乗じて計算した金額に相当する延滞金額が加算されます。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日

当たりの割合です。 

  延滞金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１,０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。 

５ 滞納処分 

  納期限までに税金を完納しないため督促を受け、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処

分を受けることになります。 

じゅん 



様式第４１号 （別表第１関係）（表） 

年分所得等明細 

収入・所得・特別控除・繰越損失等               (円) 所得控除         (円)

扶 養 親 族 等 該 当 区 分 本 人 該 当 区 分 

控

配

老
控
配

特

定

老

人

同
老
親

一

般

特

障

同
特
障

普

障

16歳

未満

障害 未
成
年

勤労

学生

寡婦 寡

夫特別 普障 一般 特別



様式第４１号 （別表第１関係）（裏） 

６ 税率 

７ 調整控除 

８ 税額控除 

９ 配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除 



様式第４１号 （別表第１関係）（表） 

年度市民税・県民税算出内容 

税額明細 課税標準額(千円) 市民税所得割額(円) 県民税所得割額(円) 

普

通

徴

収

期別 納期限 納付税額(円) 

公

的

年

金

特

別

徴

収

支 払 者 の 名 称

支払者の法人番号

公 的 年 金 の 種 類

徴収月 特別徴収税額(円) 

均 等 割

年 度

仮特別徴収

税 額
合 計 額

(単位：円) (単位：円)
特 別 徴 収

税 額

合 計 年 税 額
所得割より控除する
ことができなかった配
当割額又は株式等譲
渡所得割額の控除額 

内給与特別徴収税額

年 度
仮特別徴収

税 額
内公的年金特別徴収税額 配当割額又は株式等

譲渡所得割額の合計

年税額への充当額 差 引 普 通 徴 収 税 額

公的年金の支払者が、上表のとおり特別徴収の方法によって徴収します。 



  様式第４２号 （表）及び様式第４２号 （裏）を次のように改める。



様式第４２号 （別表第１関係）（表） 

年度 市民税・県民税
税額

納税
変更(決定)通知書 

 地方税法第２４条及び第２９４条並びにさいたま市市税条例第１４条及び埼玉県税条例第２１条の規定により、  年度市民税及び県民税

の普通徴収税額及び公的年金特別徴収税額を変更(決定)したので、地方税法第４１条、第３１９条の２、第３２１条の７の５及び第３２１条

の７の８並びにさいたま市市税条例第３２条及び埼玉県税条例第２６条の３の規定により通知します。 

        様 

        年 月 日 

さいたま市長          印 

変 更 事 由 

通知書番号 

宛名番号 

賦 課 期 日 氏 名   

賦 課 期 日 住 所 

口 座 情 報 

金融機関名

口 座 種 別 納付方法 口座番号

口座名義人



様式第４２号 （別表第１関係）（裏） 

 １ 賦課の根拠 

   地方税法第２４条及び第２９４条並びにさいたま市市税条例第１４条及び埼玉県税条例第２１条の規定により、当該年度の初日の属する年の

１月１日(賦課期日)現在の住所等の状況によって課税されます。 

 ２ 審査請求及び取消しの訴え 

 この通知書に記載された事項について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対

して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をするこ

とができなくなります。 

 この処分の取消しの訴えは、前記の審査請求の裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告

の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴え

を提起することができなくなります。 

 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、次のいずれか

に該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

   ア 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

   イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるための緊急の必要があるとき。 

   ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 ３ 納期 

 ４ 延滞金 

   納期限までに税金を完納されないときは、その翌日から税金完納の日までの期間の日数に応じ、税額(１,０００円未満の端数があるとき、又

はその全額が２,０００円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。)に年１４.６パーセント(納期限の翌日から１箇月を経過

する日までの期間については、年７.３パーセント)の割合(当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示され

た割合に年１パーセントの割合を加算した割合(以下「特例基準割合」という。)が年７.３パーセントの割合に満たない場合には、その年(以下

「特例基準割合適用年」という。)中においては、年１４.６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７.

３パーセントの割合を加算した割合とし、年７.３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合(当該

加算した割合が年７.３パーセントの割合を超える場合には、年７.３パーセントの割合)とします。)を乗じて計算した金額に相当する延滞金額

が加算されます。この場合における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。 

   延滞金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１,０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。 

 ５ 滞納処分 

   納期限までに税金を完納しないため督促を受け、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処分を

受けることになります。 



  様式第４２号 （表）及び様式第４２号 （裏）を次のように改める。



様式第４２号 （別表第１関係）（表） 

控除内訳 算出所得割額 (単位：円)

扶 養 親 族 等 該 当 区 分 市民税 変更前 変更後 

控

配

老
控
配

特

定

老

人

同
老
親

一

般

特

障

同
特
障

普

障

16歳

未満

変 更 前

変 更 後

本 人 該 当 区 分                   

障害 未
成
年

勤労

学生

寡婦 寡
夫特別 普障 一般 特別

変 更 前

変 更 後

(単位：円) (単位：円)

課税標準額 変更前 変更後 県民税 変更前 変更後 



様式第４２号 （別表第１関係）（裏） 

７ 調整控除 

８ 税額控除 

１０ 給与からの特別徴収 

９ 配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除 



  様式第４２号 （裏）及び様式第４２号 （表）を次のように改める。



様式第４２号 （別表第１関係）（裏） 

１１ 公的年金からの特別徴収 

１２ 特別徴収できなくなった場合の徴収方法 



様式第４２号 （別表第１関係）（表） 

 期割・月割額(前ページからの続き) (単位：円) 

徴収方法 期別 納期限 変更前(A) 変更後(B) 充当額／納付済額(C) 差引納付額(B－C) 

普 通 徴 収

普 通 徴 収 税 額 計

(単位：円)

支払者の名称 支払者の法人番号 公 的 年 金 の 種 類

徴収方法 徴収月 変更前(A) 変更後(B) 差引額(B－A) 

公的年金からの

特 別 徴 収

仮 特 別 徴 収 税 額

特 別 徴 収 税 額

公 的 年 金 特 別 徴 収 税 額 計

 公的年金の支払者が、上表のとおり特別徴収の方法によって徴収します。 (単位：円)

徴収方法 徴収月 変更前 変更後 

公的年金からの

特 別 徴 収
仮 特 別 徴 収 税 額



  様式第４５号の２（表）及び様式第４５号の２（裏）を次のように改める。



様式第４５号の２(表)(別表第１関係) 

年度  市民税・県民税の公的年金からの特別徴収停止通知書 

 あなたの本年度の市民税・県民税につきましては、昨年度通知しました公的年金等に係る所得に係る仮特別徴収税額を公的年金からの特別

徴収（引き落とし）により納付いただいていますが、本年度の税額決定により、公的年金等に係る所得により算出される税額がないため、公

的年金からの特別徴収（引き落とし）を停止することになりましたので、地方税法第３２１条の７の７第２項及び第３２１条の７の８第３項

の規定により通知します。 

        様 

               年  月  日 

さいたま市長          印 

通 知 書 番 号 

賦 課 期 日 氏 名 
○ あなたの    年度市民税・県民税の公的年金等に係る所得に係る仮特別徴

収税額は以下のとおり変更になりました。 
賦 課 期 日 住 所 

    年

４月分 

    年

６月分 

    年

８月分 

①既に通知した仮特別徴収税額 

②変更となった仮特別徴収税額（納付い

ただく税額） 

③公的年金から引き落とされる(予定)

税額 

④納め過ぎとなる仮特別徴収税額（還付

予定の税額） 



様式第４５号の２（別表第１関係）（裏） 

１ 市民税・県民税の公的年金からの特別徴収(引き落とし)の停止 

２ 公的年金等に係る所得に係る仮特別徴収税額の還付等 

３ 審査請求及び取消しの訴え 

 この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求を

することができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができな

くなります。 

 この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま

市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算し

て１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当す

る場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ウ 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



  様式第４７号から様式第４８号までを次のように改める。



様式第４７号（別表第１関係） 

   受付印                    年度 市 民 税 ・ 県 民 税 減 免 申 請 書 

年  月  日提出

（宛先）さいたま市長 

 さいたま市市税条例第４７条第２項の規定により申請します。 

申 請 者

（納 税 者） 

住 所 

氏 名  

課 税 標 準 
市 民 税 県 民 税 

合 計 
所 得 割 均 等 割 所 得 割 均 等 割 

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

第 １ 期 第 ２ 期 第 ３ 期 第 ４ 期 課
税
区
分

整 理 番 号月  日から

月  日まで

月  日から

月  日まで

月  日から

月  日まで

月  日から

月  日まで

円 円 円 円   指 定 番 号

円 円 円 円 特別徴収義務者名   
と

す

る

事

由

減
免
を
受
け
よ
う

  添 付

書 類

通

備考 

 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 



様式第４７号の２（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

        様 

さいたま市長   印  

市民税・県民税減免可否決定通知書 

     年  月  日付けで申請のありました市民税・県民税の減免については、地方税法第４５条及び

第３２３条並びにさいたま市市税条例第４７条の規定により次のとおり決定しましたので通知します。 

減免決定内容 

減免額合計                     円 

理    由 

年 度 

徴 収 方 法 

納税者氏名 

課 税 地 

１ 普通徴収                                        (円) 

  年税額             

減 免 前 賦 課 額

減 免 額

減 免 後 賦 課 額

充 当 額

２ 給与所得に係る特別徴収                                 (円) 

  年税額 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 

減 免 前 賦 課 額

減 免 額

減 免 後 賦 課 額

充 当 額

１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 

３ 公的年金等に係る所得に係る特別徴収                          （円） 

  年税額 ４月 ６月 ８月 １０月 １２月 ２月 

減 免 前 賦 課 額

減 免 額

減 免 後 賦 課 額

 (教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさ

いたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌

日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができま

す。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができま

せんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起

することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第４７号の３（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

        様 

さいたま市長   印  

市民税・県民税減免取消決定通知書 

     年  月  日付けで決定しました市民税・県民税の減免につきましては、次のとおり取

消しをすることに決定しましたので通知します。 

取消減免額合計                     円 

理 由 

年 度 

徴 収 方 法 

納 税 者 氏 名 

課 税 地 

１ 普通徴収                                    （円） 

  年税額             

減免前賦課額

減 免 額

減免後賦課額

取消後賦課額

充 当 額

２ 給与所得に係る特別徴収                             （円） 

  年税額 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 

減免前賦課額

減 免 額

減免後賦課額

取消後賦課額

充 当 額

１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 

３ 公的年金等に係る所得に係る特別徴収                       （円） 

  年税額 ４月 ６月 ８月 １０月 １２月 ２月 

減免前賦課額

減 免 額

減免後賦課額

取消後賦課額

(教示) 
１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内
にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があっ
た日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日
から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起すること
ができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの
訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することがで
きませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴
えを提起することができます。 
 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 
 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第４８号（別表第１関係） 

受付印                         年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

所 在 地             

(フリガナ)             

名 称             

法人番号              

(フリガナ)             

代表者氏名          印  

この申請に応答する者の氏名     

法 人 市 民 税 減 免 申 請 書 

 さいたま市市税条例第４７条第２項の規定により、次のとおり申請します。 

管 理 番 号 事 業 年 度 税 額 
減 免 を 受 け よ う

と す る 税 額

年 月 日から

年 月 日まで

均等割 

円

均等割 

円

納 期 限 
年  月  日      

減 免 を 受 け よ う

と す る 事 由

備考 

 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 



  様式第６２号から様式第６６号 （裏）までを次のように改める。



様式第６２号（別表第１関係） 

  受付印 

固定資産税非課税の規定の適用を受けようとする者の申告書 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申告者               

住 所             

(所 在 地)             

氏 名         印   

(名称及び代表者氏名)        

 個人番号又は

法人番号 

電話番号             

 さいたま市市税条例第 条の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者 
住所(所在地) 

氏名(名 称) 

非課税を受

けようとす

る資産の地

番 ( 所 在

地) 

さいたま市 

さいたま市 

さいたま市 

さいたま市 

土 地 家 屋 償 却 資 産 

地 目 家屋番号 種 類

地 積 m2 床 面 積 m2 数 量

用 途 種 類 用 途

構 造

用 途

設 立 年 月 日 区 域 変 更 年 月 日 使 用 開 始 年 月 日

年  月  日 年  月  日 年  月  日 

非課税の適用を受けようとする事由 

備考 固定資産を無料で使用させている場合には、それを証明する書面を添付してくださ

い。 



様式第６３号（別表第１関係） 

  受付印 

固定資産税非課税の規定の適用を受けなくなった者の申告書 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申告者               

住 所             

(所 在 地)             

氏 名         印   

(名称及び代表者氏名)        

法人番号             

電話番号             

 さいたま市市税条例第６６条の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者 
住所(所在地) 

氏名(名 称) 

非課税を受

けなくなる

資産の地番

(所在地) 

さいたま市 

さいたま市 

さいたま市 

さいたま市 

土 地 家 屋 償 却 資 産 

地 目 家屋番号 種 類

地 積 m2 床 面 積 m2 数 量

用 途 種 類 用 途

構 造

用 途

用 途 変 更 年 月 日 有料貸付開始年月日 

年  月  日 年  月  日 

非課税の適用を受けなくなる事由 



様式第６４号（別表第１関係） 

  受付印 

固定資産税区分所有家屋の専有部分に係る家屋の補正申出書 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申出者               

住 所             

(所 在 地)             

氏 名         印   

(名称及び代表者氏名)        

 個人番号又は

法人番号 

電話番号             

 所有者全員により専有部分の補正の方法を定めたので、さいたま市市税条例第７１条の

規定により、所有者全員の署名をもって、次のとおり申出します。 

所 在 地
さいたま市 

さいたま市 

家 屋 番 号 構 造 種 類 床面積 m2

建築年月日 年  月  日 登記年月日 年  月  日

補正の方法(計算式を具体的に記入してください。) 

所 有 者 住 所 ( 所 在

地) 
所有者氏名(名称) 割合 

専有部分

の床面積

共用部分

の床面積
用 途

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2

  印   m2 m2



様式第６５号（別表第１関係） 

固定資産税区分所有家屋の敷地に係る土地の按分申出書 

  受付印 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申出者               

住 所             

( 所 在 地)             

氏 名         印   

(名称及び代表者氏名)        

 個人番号又は

法人番号 

電話番号             

 納税義務者全員により共用土地の割合を定めたので、さいたま市市税条例第７２条第１

項の規定により、納税義務者全員の署名をもって、次のとおり申出します。 

土地所在地
さいたま市 

さいたま市 

地 目 地積 m2 用 途

家屋所在地 さいたま市 

家屋の種類 構造 床面積 m2

建築年月日 年  月  日 登記年月日 年  月  日 

割合の算定の方法(計算式を具体的に記入してください。) 

納税義務者住所(所

在地) 

納税義務者氏名(名

称) 
家屋番号 割

合

専有部

分の床

面積 

敷 地 権 の

割合 
用途

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2



様式第６５号の２（別表第１関係） 

固定資産税区分所有家屋の敷地に係る特定被災共用土地の按分申出書 

  受付印 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申出者               

住 所             

(所 在 地)             

氏 名         印   

(名称及び代表者氏名)        

個人番号又は

法人番号 

電話番号             

 納税義務者全員により特定被災共用土地の割合を定めたので、さいたま市市税条例第７２条第２項及

び第３項の規定により、納税義務者全員の署名をもって、次のとおり申出します。 

土地所在地
さいたま市 

さいたま市 

地 目 地積 m2 用 途

家屋所在地 さいたま市 

家屋の種類 構造 床面積 m2

建築年月日 年  月  日 登記年月日 年  月  日 

震災等のあった

日 時
年  月  日    時頃 

震 災 等 の 詳 細

割合の算定の方法(計算式を具体的に記入してください。) 

納税義務者住所(所在地) 納税義務者氏名(名称) 割合 家屋番号 

専 有

部 分

の 床

面積 

敷地権の割合 用途

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2

  印     m2



様式第６６号（１）（別表第１関係）（表） 

      年度 固定資産税・都市計画税納税通知書 

             様 

  次の税額を各納期限までに納付してください。 

        年  月  日 

さいたま市長  印  

通 知 書 番 号

宛 名 番 号

口
座
振
替

金融機関コード   科目   

口 座 番 号

口 座 名 義 人

変更による増減額 

納付年税額  円

円



様式第６６号(１)(別表第１関係)(裏) 

１ 課税の根拠 

  固定資産税は、地方税法第３４２条及び第３４３条並びにさいたま市市税条例第６１条の規定により、１月１日現在の土地、家屋及び償却資産に対し、その所有者

に課税されます。 

  都市計画税は、地方税法第７０２条及びさいたま市市税条例第１５２条の規定により、１月１日現在、市街化区域内に所在する土地及び家屋を対象とし、その所有

者に固定資産税と併せ課税されます。 

２ 不服申立て及び取消しの訴え 

 (1) 評価替えの年度で、課税の基礎となった固定資産の価格について不服がある場合は、固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日(地方税法第４１１条

第２項)からこの通知書の交付を受けた日後３箇月を経過する日までに固定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができます。ただし、評価替えの年度以外

でも地目の変換、家屋の新増築等があった場合は審査の申出ができます。 

 (2) 固定資産の価格等が登録された旨の公示後、固定資産課税台帳に登録された価格の決定(修正)により、別に「固定資産税・都市計画税価格等決定(修正)通知書」

の交付を受け、決定(修正)された課税の基礎となった固定資産の価格について不服がある場合は、交付を受けた日後３箇月を経過する日までに固定資産評価審査委

員会に審査の申出をすることができます。 

 (3) この通知書に記載された価格以外の事項について不服がある場合は、通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内に市長に審査請求をすることができま

す。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 (4) この処分の取消しの訴えは、当該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、市を被告として(市長が被告の代表者となります。)

提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 (5) 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、次のいずれかに該当する場合にお

いては、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ 納期 

４ 延滞金 

  納期限までに税金を完納されないときは、その翌日から税金完納の日までの期間の日数に応じ、税額(１，０００円未満の端数があるとき、又はその全額が２，０

００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。)に年１４．６パーセント(納期限の翌日から１箇月を経過する日までの期間については、年７．

３パーセント)の割合(当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合(以下「特例

基準割合」という。)が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年(以下「特例基準割合適用年」という。)中においては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加算した割合(当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合)とします。)を乗じて計算した金

額に相当する延滞金額が加算されます。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。 

  延滞金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。 

５ 滞納処分 

  納期限までに税金を完納しないため督促を受け、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処分を受けることになります。

じゅん



  様式第６７号から様式第６７号の５までを次のように改める。



様式第６７号（別表第１関係） 

固定資産税・都市計画税減免申請書 

   受付印 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申請者              

住 所             

(所在地)             

氏 名         印   

(名称及び代表者氏名)       

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例第８０条第２項の規定により、次のとおり申請します。 

納税義務者 
住所(所在地) 

氏名(名 称) 

減免を受けようとする資産の内容 

資産

区分
所 在 地 番

地 目 地 積 

価格(評価額) 家屋番号 種 類 構 造 床 面 積

種 類 数 量 

m2

円m2

m2

円m2

m2

円m2

減免を受けようとする事由 

備考 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

   ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 



様式第６７号の２（別表第１関係） 

    年度 固定資産税・都市計画税 減免決定通知書 宛名番号 

          様 

   年  月  日付けで申請のありました次の固定資産に

ついて、さいたま市市税条例第８０条第１項及び地方税法第７０

２条の８第７項の規定により、固定資産税及び都市計画税を減免

することになりましたので、通知します。 

さいたま市長      印 

資 産

区 分
所在地番 家屋番号 

課税地目 

種 類 

課税地積 

床面積(m2) 

数量 

減免割合 

(％) 
決定事項 

(教示) 
１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算し
て３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以
内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をするこ
とができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表
者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の
翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起
することができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を
経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 
 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要
があるとき。 
 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

備

考



様式第６７号の２の２（別表第１関係）

  年度 固定資産税・都市計画税 減免申請棄却（却下）通知書

年  月 日付けで申請のありました次の固定資産について、固定資産税

及び都市計画税の減免は認められませんので通知します。

                  様

さいたま市長     印

資産

区分
所在地番 家屋番号

課税地目

種  類

課税地積

床面積（㎡）

数量

価格

（評価額）
棄却（却下）理由

円

(教示) 
 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から

起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。な

お、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

宛名番号 

備

考



様式第６７号の２の３（別表第１関係） 

  年度 固定資産税・都市計画税 減免取消決定通知書

年  月 日付けで決定いたしました次の固定資産について、固定資産税

及び都市計画税の減免を取り消すことになりましたので通知します。

                  様

さいたま市長     印

資産

区分
所在地番 家屋番号

課税地目

種  類

課税地積

床面積（㎡）

数量

減免割合

（％）
取消理由

(教示) 
 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさい

たま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から

起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。な

お、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。 

 ３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませ

んが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

宛名番号

備

考



様式第６７号の３（別表第１関係） 

固定資産 
税証明交付・名寄帳請求書 

（公租証明・評価証明・資産証明・名寄帳等） 

（宛先）さいたま市長 

請 求 日 年  月  日

窓 口 に
来 ら れ た 方

( 請 求 者 )

住 所

フ リ ガ ナ 電 話 番 号

氏 名

生 年 月 日 年   月   日 

所 有 者 と の

関 係

使 用 目 的

所 有 者
（納税義務者）

住 所
（所在地）

フ リ ガ ナ （法人の代表者印） 

氏 名
（名 称 及 び

代 表 者 名 ） 

生 年 月 日 年  月  日

証明書の種類 年度 枚数 資産区分 所在地番（その年の１月１日現在） 家屋番号 

注 

印 



様式第６７号の４（別表第１関係） 

土地(補充)課税台帳登録証明書(  証明) 

    年度 

区

所在(町名・大字、丁目・字) 地 番 登 記 地 目 課 税 地 目 農 地 区 分 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

登 記 地 積 課 税 地 積 納 税 義 務 者 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

価 格 固定資産税課税標準額 都市計画税課税標準額 固 定 資 産 税 額 都 市 計 画 税 額 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

      年  月  日 

さいたま市長          印  



様式第６７号の５（別表第１関係） 

家屋(補充)課税台帳登録証明書(  証明) 

    年度 

区

所在(町名・大字、丁目・字) 地 番 家 屋 番 号 調 査 番 号 

建 築 年 延 床 面 積 種 類 

納 税 義 務 者 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

価 格 固定資産税課税標準額 都市計画税課税標準額 固 定 資 産 税 額 都 市 計 画 税 額 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

      年  月  日 

さいたま市長          印  



  様式第６８号から様式第６９号（その２）までを次のように改める。



様式第６８号（別表第１関係） 

   受付印 

固定資産税・都市計画税住宅用地(変更)に係る申告書 

年  月  日   

  (宛先)さいたま市長 

所有者              

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例第８３条の規定により、次のとおり申告します。 

住 宅 用 地( 土 地 )の 所 在 地      積 

さいたま市 m2

さいたま市 m2

さいたま市 m2

１ 建て替え前の家屋の状況 

所 有 者 家屋所在 さいたま市 

家屋番号 種類 構造 用 途 床面積
居住部分
の床面積

居 住
年月日

住居の数
取 壊
年 月 日

m2 m2 戸

m2 m2 戸

m2 m2 戸

２ 建て替え後の家屋の状況 

所 有 者 家屋所在 さいたま市 

家屋番号 種類 構造 用 途 床面積
居住部分
の床面積

住 居
の 数

建 築
着 手
年 月 日

完 成
予 定
年 月 日

m2 m2 戸

m2 m2 戸

m2 m2 戸



様式第６８号の２（別表第１関係） 

固定資産税・都市計画税被災住宅用地に係る申告書 

   受付印 

年  月  日   

  (宛先)さいたま市長 

申告者             

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例第８３条の２の規定により、次のとおり申告します。 

被災住宅用地の対象とな

る土地 

(所在地・地積) 

さいたま市 m2

さいたま市 m2

さいたま市 m2

共有物である場合の持分割合   

  ①と②の所有者が申告者と異なる場合は記入してください 

①震災等のあった

年の１月１日にお

ける所有者 

住 所 

氏名(名称及び代表者氏名) 申告者との関係 

②震災等のあった

日における所有者 

住 所 

氏名(名称及び代表者氏名) 申告者との関係 

上記の土地を申告者が取得した日 年  月  日 

上記の土地の上にあった

家屋 

所有者名   

家屋番号   

震 災等の あっ た日時 年  月  日   時頃 

震 災 等 の 詳 細

住宅用地として使用することのできない理由 

備考 家屋が滅失し、又は損壊した原因となった震災等の発生した日時及び詳細を証する

書類を添付してください。 

(注) 



様式第６９号（その１）（別表第１関係） 

区  
年  月  日 

年度 固定資産税・都市計画税価格等決定(修正)通知書 
宛 名 番 号 

   あなたの所有する次の固定資産について、地方税法第４１７条第１項の規定により価格等を決定

(修正)して台帳に登録しましたので通知します。 

          様 

さいたま市長         印  

物 件 の 所 在
分 離 

決 定 (修 正 ) 事 由

変 更 前 変 更 後 

課 税 地 目

課 税 地 積

価 格

固 定 課 税 標 準 額

都 市 課 税 標 準 額

(教示) 

 この決定(修正)した価格について不服がある場合には、この通知書を受けた日の翌日から起算して３箇月以内に文書をもってさいたま市固

定資産評価審査委員会に対して審査の申出をすることができます。 

 なお、価格については前述の審査の申出に対する決定に対してのみ取消しの訴えを提起することができます。 

 また、価格等決定(修正)に伴う税額の変更については、別途賦課決定通知書によります。 



様式第６９号（その２）（別表第１関係） 

区   

固 定 資 産 税・都 市 計 画 税 価 格 等 決 定(修 正)通 知 書 

年  月  日 

宛 名 番 号 

 あなたの所有する次の固定資産について、地方税法第４１７条第１項の規定により価格等を決定(修正)

して台帳に登録しましたので通知します。 

          様 

さいたま市長          印  

物 件 の 所 在

家 屋 番 号   調 査 番 号

決 定 ( 修 正 ) 事 由

  変 更 前 変 更 後 

種 類

建 築 年

構 造

床 面 積

価 格

固 定 課 税 標 準 額

都 市 課 税 標 準 額

(教示) 

 この決定(修正)した価格について不服がある場合には、この通知書を受けた日の翌日から起算して３箇月以内に文書をもってさいたま市固

定資産評価審査委員会に対して審査の申出をすることができます。 

 なお、価格については前述の審査の申出に対する決定に対してのみ取消しの訴えを提起することができます。 

 また、価格等決定(修正)に伴う税額の変更については、別途賦課決定通知書によります。 



  様式第７０号から様式第７２号までを次のように改める。



様式第７０号（別表第１関係） 

年度（  年度相当）固定資産税・都市計画税賦課決定（変更）通知書 

                          年   月   日

さいたま市長   印

          様 

  固定課税標準額 都 計 課 税 標 準 額

変
更
前合 計     

変
更
後決定書番号 通 知 書 番 号 宛 名 番 号  合 計     

増

減
 次のとおり税額を決定（変更）したので通知します。      

合 計     

  差 引 前 税 額 共 有 税 額 軽 減 税 額 免 除 税 額 減 免 税 額 確 定 税 額 徴収猶予税額 猶予取消税額 差 引 後 税 額

変 更 前
固 定                   

都 計                   

変 更 後
固 定                   

都 計                   

増 減
固 定                   

都 計                   

  年  税  額 第  １  期 第  ２  期 第  ３  期 第  ４  期 随  時  １ 随  時  ２ 

変 更 前 税 額

変 更 後 税 額

増 減

変 更 前 の 納 付 済 額

変 更 前 の 納 付 日

納 付 額

(教示) 
１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。

なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長

が被告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起す
ることができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、
審査請求の裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 
 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第７１号（別表第１関係） 

   受付印 

固定資産税新築住宅に係る減額申告書 

年  月  日   

  (宛先)さいたま市長 

申告者              

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)       

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第１項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務 者
住 所(所在地)   

氏 名(名 称)   

所 在 地
さいたま市 

さいたま市 

家屋番号   構 造 木 造 ・ 非 木 造 階 層 階

建 築

年 月 日
年 月 日

登 記

年月日
年 月 日

居住用に

供 し た

年 月 日

年 月 日

家 屋 の 種 類 専用住宅・併用住宅・共同住宅・その他(    ) 

家 屋 の 明 細 書 

一 般 住 宅 共同住宅及び区分所有に係る家屋 

居住部分

の床面積

m2

その他の

部 分 の

床 面 積

m2

合 計

m2

専有部分

の床面積

m2

共用部分

の床面積

m2

合計

m2

戸数 

その他の

部 分 の

床 面 積

m2

合計 

m2

(注) 



様式第７１号の２（別表第１関係） 

固定資産税認定長期優良住宅に係る減額申告書 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申告者                

住 所             

(所在地)              

氏 名          印  

(名称及び代表者氏名)        

 個人番号又は

法人番号 

電話番号              

 さいたま市市税条例附則第１９条第２項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務者
住所(所在地)

氏名(名 称)

所 在 地

家 屋 番 号 建 築 年 月 日 年  月  日

構 造 登 記 年 月 日 年  月  日

種 類 居住の用に供した年月日 年  月  日

認 定 番 号 第       号 認 定 年 月 日 年  月  日

家 屋 の 明細
居住部分の床面積 その他の部分の床面積 合計床面積 

m2 m2 m2

認定長期優良住宅が新築された日から、その翌年の１月３１日までの間に申告書を提出で

きなかった理由 

(注) 



様式第７２号（別表第１関係） 

   受付印 

固定資産税新築施設建築物(市街地再開発事業)に係る減額申告書 

年  月  日   

 (宛先)さいたま市長 

申告者              

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第３項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務 者
住所(所在地)   

氏名(名 称)   

従 前 の 権 利 者

従 前 の 権 利  所有権 ・ 敷地権 ・ 地上権 ・ その他(   ) 

所 在 地
さいたま市 

さいたま市 

家屋番号   構 造 木造・非木造 階 層 階

建 築 年 月 日 登 記 年 月 日 居住用に供した年月日

年  月  日 年  月  日 年  月  日

家 屋 の 種 類  居宅 ・ 事務所 ・ 店舗 ・ その他(   ) 

家 屋 の 明 細 書 

一 般 住 宅
共同住宅・区分所有に

係 る 家 屋

従前の権利に対応する

部 分 の 床 面 積

居 住

部分の

床面積

m2

そ の 他

の 部 分

の床面積

m2

合 計

m2

専 有

部分の

床面積

m2

共 用

部分の

床面積

m2

合 計

m2

居 宅

m2

その他

m2

合 計

m2

(注) 



  様式第７２号の次に次の３様式を加える。



様式第７２号の２（別表第１関係） 

固定資産税新築住宅(サービス付き高齢者向け住宅)に係る減額申告書 

  受付印 

年  月  日   

  (宛先)さいたま市長 

申告者              

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第４項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務 者
住所(所在地) 

氏名(名 称) 

所 在 地
さいたま市 

さいたま市 

家屋番号 構 造 階 層 階

建 築 年 月 日 登 記 年 月 日 居 住 用 に 供 し た 年 月 日

年  月  日 年  月  日 年  月  日

家屋の種類 共同住宅・併用住宅・その他(   ) 

家 屋 の 明 細 書 

専 有 部 分 の

床 面 積

共 用 部 分 の

床 面 積
合 計

そ の 他 の 部 分

の 床 面 積
戸 数

m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2

(注) 



様式第７２号の３（別表第１関係） 

  受付印 

固定資産税新築防災施設建築物(防災街区整備事業)に係る減額申告書 

年  月  日   

  (宛先)さいたま市長 

申告者              

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第５項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務 者
住所(所在地)   

氏名(名 称)   

従 前 の 権 利 者

従 前 の 権 利  所有権 ・ 敷地権 ・ 地上権 ・ その他(   ) 

所 在 地
さいたま市 

さいたま市 

家 屋 番 号   構 造 木造・非木造 階 層 階

建 築 年 月 日 登 記 年 月 日 居住用に供した年月日

年  月  日 年  月  日 年  月  日

家 屋 の 種 類  居宅 ・ 事務所 ・ 店舗 ・ その他(   ) 

家 屋 の 明 細 書 

一 般 住 宅
共同住宅・区分所有に

係 る 家 屋

従前の権利に対応する

部 分 の 床 面 積

居 住

部分の

床面積

そ の 他

の 部 分

の床面積

合 計

専有部

分の床

面 積

共用部

分の床

面 積

合 計 居 宅 その他 合 計

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2 m2

(注) 



様式第７２号の４（別表第１関係） 

 受付印 

固定資産税高規格堤防の整備に伴う建替家屋に係る減額申告書 

年  月  日  

（宛先）さいたま市長 

申告者                  

住 所                

（所在地）               

氏 名            印   

（名称及び代表者氏名）         

個人番号又は              

法人番号                

電話番号                

 さいたま市市税条例附則第１９条第６項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者 
住所（所在地）

氏名（名 称）

減額を受けようとする家屋の内容 

所  在  地 さいたま市 

家 屋 番 号  

種  類  

床  面  積 ｍ２（うち特定居住用部分    ｍ２） 

建 築 年 月 日 年   月   日 

登 記 年 月 日 年   月   日 

(注) 



  様式第７３号を次のように改める。



様式第７３号（別表第１関係） 

   受付印 

固定資産税耐震基準適合住宅に係る減額申告書 

年  月  日   

  (宛先)さいたま市長 

申告者              

住 所            

(所在地)            

氏 名        印   

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第７項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務 者
住所(所在地)   

氏名(名 称)   

所 在 地 さいたま市 

家 屋 番 号   家屋の種類 専用住宅・併用住宅・共同住宅 

構 造 木造・非木造 床面積 m2

建 築 年 月 日 年  月  日 登 記 年 月 日 年 月 日

耐震改修が完

了した年月日
年  月  日 耐震改修に要した費用 円

家 屋 の 明 細 書 

専用及び併用住宅 共同住宅及び区分所有に係る家屋 

居住部

分の床

面積  

その他

の部分

の床面

積   

合 計 

専有部

分の床

面積  

共用部

分の床

面積  

合 計 戸 数 

その他

の部分

の床面

積   

合 計

m2 m2 m2 m2 m2 m2   m2 m2

耐震改修が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

(注) 



  様式第７３号の次に次の４様式を加える。



様式第７３号の２（別表第１関係） 

 受付印 
固定資産税高齢者等居住改修住宅に係る減額申告書 

年  月  日 

(宛先)さいたま市長 

申告者               

住 所            

(所在地)             

氏 名         印  

(名称及び代表者氏名)       

 個人番号又は

法人番号 

電話番号             

 さいたま市市税条例附則第１９条第８項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者
住 所 (所 在 地)

氏 名 (名 称)

所 在 地 さいたま市 

家 屋 番 号  種 類  構 造

建築年月日 年  月  日 登記年月日 年  月  日

家屋の明細
居住部分の床面積 その他の部分の床面積 合計床面積 

m2 m2 m2

改修工事の内容 

改修工事の完了年月日 年   月   日 

内 容

減額措置を受けるための要件 

改 修

費 用

改 修 工 事 の 費 用 円

対 象 者

住所   

氏名   

 うち高齢者等居住改修

に 係 る 費 用① 
円

要件 

・６５歳以上の方 

・要介護認定又は要支援

認定を受けている方 

・障害をお持ちの方 

 補 助 金 等 の 額② 円

 自己負担額(①－②) 円

高齢者等居住改修が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

(注) 



様式第７３号の３（別表第１関係） 

固定資産税熱損失防止改修住宅に係る減額申告書

年  月  日 

 (宛先)さいたま市長 

申告者                

住 所             

(所在地)              

氏 名          印  

(名称及び代表者氏名)        

 個人番号又は

法人番号 

電話番号              

 さいたま市市税条例附則第１９条第９項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者
住 所 (所 在 地)

氏 名 (名 称)

所 在 地 さいたま市 

家 屋 番 号   種 類   構 造

建築年月日  年  月  日 登記年月日 年  月  日

家屋の明細
居住部分の床面積 その他の部分の床面積 合計床面積 

m2 m2 m2

改修工事の内容 

改修工事の完了年月日 年   月   日 

改修工事に要した費用 円         

補 助 金 等 の 額 円         

内 容

 熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

(注) 



様式第７３号の４（別表第１関係） 

受付印 

固定資産税特定耐震基準適合住宅に係る減額申告書 

年  月  日  

（宛先）さいたま市長 

申告者              

住 所            

（所在地）           

氏 名        印   

（名称及び代表者氏名）     

個人番号又は          

法人番号            

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第１０項の規定により、次のとおり申告します。 

納 税 義 務 者
住所（所在地）   

氏名（名 称）   

所 在 地 さいたま市 

家 屋 番 号   家屋の種類 専用住宅・併用住宅・共同住宅 

構 造 木造・非木造 床面積 m2

建 築 年 月 日 年  月  日 登 記 年 月 日 年 月 日

耐震改修が完

了した年月日
年  月  日 耐震改修に要した費用 円

家 屋 の 明 細 書 

専用及び併用住宅 共同住宅及び区分所有に係る家屋 

居住部

分の床

面積  

その他

の部分

の床面

積   

合 計 

専有部

分の床

面積  

共用部

分の床

面積  

合 計 戸 数 

その他

の部分

の床面

積   

合 計

m2 m2 m2 m2 m2 m2   m2 m2

耐震改修が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

(注) 



様式第７３号の５（別表第１関係） 

受付印 

固定資産税特定熱損失防止改修住宅に係る減額申告書

年  月  日  

（宛先）さいたま市長 

申告者                

住 所             

（所在地）             

氏 名          印  

（名称及び代表者氏名）       

個人番号又は            

法人番号              

電話番号              

 さいたま市市税条例附則第１９条第１１項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者
住 所（所 在 地）

氏 名（名 称）

所 在 地 さいたま市 

家 屋 番 号  種 類 構 造

建築年月日 年  月  日 登記年月日 年  月  日

家屋の明細
居住部分の床面積 その他の部分の床面積 合計床面積 

m2 m2 m2

改修工事の内容 

改修工事の完了年月日 年   月   日 

改修工事に要した費用 円         

補 助 金 等 の 額 円         

内 容

 熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

（注） 



  様式第７４号を次のように改める。



様式第７４号（別表第１関係） 

 受付印 

固定資産税耐震基準適合家屋に係る減額申告書 

年  月  日  

（宛先）さいたま市長 

申告者              

住 所            

（所在地）           

氏 名        印   

（名称及び代表者氏名）     

個人番号又は          

法人番号            

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第１９条第１２項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者 
住所（所在地）

氏名（名 称）

減額を受けようとする家屋の内容 

所  在  地 さいたま市    

家 屋 番 号  

種  類  

構  造  

床  面  積 m2

建 築 年 月 日 年   月   日 

登 記 年 月 日 年   月   日 

耐震改修が完了した年月日 年   月   日 

耐震改修に要した費用 円 

耐震改修が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

（注） 



  様式第７４号の２から様式第７４号の４までを削る。

  様式第７５号を次のように改める。



様式第７５号（別表第１関係） 

 受付印 

固定資産税改修実演芸術公演施設に係る減額申告書 

年  月  日  

（宛先）さいたま市長 

申告者                  

住 所                

（所在地）               

氏 名            印   

（名称及び代表者氏名）         

個人番号又は              

法人番号                

電話番号                

 さいたま市市税条例附則第１９条第１３項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者 
住所（所在地）

氏名（名 称）

減額を受けようとする家屋の内容 

所  在  地 さいたま市 

家 屋 番 号  

種  類  

構  造  

床  面  積 m2

特別特定建築物の種類  劇場 ・ 演芸場 ・ 集会場 ・ 公会堂 

建 築 年 月 日 年   月   日 

登 記 年 月 日 年   月   日 

改修工事が完了した年月日 年   月   日 

利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

 (注)



  様式第７５号の２から様式第７５号の５までを削る。

  様式第７６号を次のように改める。



様式第７６号（別表第１関係） 

固定資産税・都市計画税宅地化農地認定申告書 

年  月  日   

 （宛先）さいたま市長 

申告者               

住 所             

  （所在地）               

氏 名                

      （名称及び代表者氏名）         

                                                    個人番号又は法人番号      

電話番号             

 地方税法附則第２９条の５第１項の認定を受けたいので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり申告

します。 

土地の所在 分離 地目 地積（㎡）
計画的な宅地化の

ための手続の区分 

左の手続が開始

さ れ た 年 月 日 



  様式第７６号の次に次の１様式を加える。



様式第７６号の２（別表第１関係） 

固定資産税・都市計画税宅地化農地確認申請書 

   年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

申告者             

住 所           

  （所在地）             

 氏 名               

        （名称及び代表者氏名）       

                                       個人番号又は法人番号 

                     電話番号 

   地方税法附則第２９条の５第５項の規定により、次のとおり申請します。 

土地の所在 分離 地目 地積（㎡） 計画策定等の区分 
左の計画策定等が

なされた年月日 

備考 地方税法施行規則附則第８条の３第２項第３号に掲げる書類を添付してください。 



  様式第７７号及び様式第７７号の２を次のように改める。



様式第７７号（別表第１関係） 

東日本大震災に係る固定資産税・都市計画税被災住宅用地に係る申告書 

年  月  日  

 (宛先)さいたま市長 

申告者              

住 所             

(所在地)            

氏 名          印  

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 さいたま市市税条例附則第５６条第１項の規定により、次のとおり申告します。 

被災住宅用地の対象となる土

地(所在地・地積) 

さいたま市 m2

さいたま市 m2

さいたま市 m2

共有物である場合の持分割合

①と②の所有者が申告者と異なる場合は記入してください。 

①平成２３年１月１日に

おける所有者 

住所(所在地) 

氏名(名称及び代表者氏名) 申告者との関係 

②平成２３年３月１１日

における所有者 

住所(所在地) 

氏名(名称及び代表者氏名) 申告者との関係 

上記の土地を申告者が取得した日 年  月  日 

上記の土地の上にあった家屋
所有者名

家屋番号

住宅用地として使用することのできない理由 



様式第７７号の２（別表第１関係） 

東日本大震災に係る固定資産税区分所有家屋の敷地に係る特定被災共用土地の按分申出書 

年  月  日  

 (宛先)さいたま市長 

申出者              

住 所             

(所在地)            

氏 名          印  

(名称及び代表者氏名)      

 個人番号又は

法人番号 

電話番号            

 納税義務者全員により特定被災共用土地の割合を定めたので、さいたま市市税条例附則

第５６条第３項及び第４項の規定により、納税義務者全員の署名をもって、次のとおり申

出します。 

土地所在地
さいたま市 

さいたま市 

地 目 地 積 m2 用 途

家屋所在地 さいたま市 

家屋の種類 構 造 床 面 積 m2

建築年月日 年  月  日 登記年月日 年  月  日

割合の算定の方法(計算式を具体的に記入してください。) 

納税義務者

住所(所在地) 

納税義務者

氏名(名称) 
割合 家屋番号 

専有部分

の床面積 

敷地権

の割合 
用途 

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2

印 m2



  様式第７７号の３を削る。

  様式第７８号から様式第８０号（表）までを次のように改める。



様式第７８号（別表第１関係） 

軽自動車税第二次納税義務免除申告書 

  受付印 申告日 年  月  日 

(宛先) 

さいたま市長 

 次のとおり申告しま

す。 

申告者

住 所

( 所 在 地 )

氏 名

(名称) 
印 

個人番号又

は法人番号

車 両 番 号

( 標 識 番 号 )

買 主

氏 名

(名称) 

住 所

(所在地) 

割 賦販 売期 間・回 数 年  月から   年  月まで  回   

代金を受け取れなくなっ

た日 
年    月    日   

受け取れなくなった代金 円   

代金を受け取れなくなっ

た経緯等 

備考 売買契約書の写し及び買主の住所等が不明であることを証する書類を添えてくださ

い。 



様式第７９号（別表第１関係） 

軽自動車税第二次納税義務免除(不免除)通知書 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長        印   

   年  月  日に申告のありました軽自動車税第二次納税義務免除について 

は、次のとおり納付義務を 
免 除

不免除
とすることに決定しましたので通知します。 

車 両 番 号(標 識 番 号) 

免 除 開 始 年 度

免 除 す る 税 額 円

買 主

氏 名(名 称) 

住 所(所在地) 

理 由 ( 不 免 除 の 場 合 )

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇

月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求を

することができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代

表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の

日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提

起することができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁

決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必

要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第８０号（別表第１関係）（表） 

さいたま市 納付書兼領収済通知書 公 

加入者名
さいたま市会計管理

者 

口 座

記 号

番 号

 税 額  円

収納機関

番 号

納 付

番 号 

確 認

番 号

納付

区分

税 目
通知書

番 号

納 期 限  期 別  期Ｃ

延 滞 金 円 合 計 額 円 領 収 日 付 印

納 税 者

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用

取りまとめ店

（さいたま市控

／ Ｃ ＶＳ 本部

控） 

さいたま市 

原符兼払込金受領証 
公 

口 座 記 号 

番 号 

加 入 者 名 
さいたま市会計管

理者 

納税者氏名 

税 目  

調 定 年 度    

通知書番号  期 別

納付書番号  

税 額 円

延 滞 金 円

合 計 額 円

納 期 限  

お 問 い 

合 わ せ 先 

  領 収 日 付 印

（金融機関控／

ＣＶＳ店舗控） 

 年度 軽自動車税納税通知書兼領収証書 公 

通 知 書

番 号

 税 額 円

 延 滞 金 円

 合 計 額 円

 お問い合わせ先 

次のとおり決定しましたので、

本書の税額を納期限までに納

付してください。 

標識（車両）

番 号

最初の新規

検査の時期
   領 収 日 付 印  

税額（税率） 円

納 期 限

納 期

さいたま市長 印 

    （納税者控）  

軽自動車税納税証明書 

年度（継続検査用） 

標 識 （ 車 両 ） 番 号

氏 名 （ 名 称 ）

有 効 期 限

上記については滞納がないこ

とを証明します。 

さいたま市長 印 

領 収 日 付 印

標識（車両 

）欄に＊印

のあるもの

及び金融機

関の領収日

付印のない

ものは証明

書として使

用できませ

ん。 

（納税者控） 



  様式第８１号（表）を次のように改める。



様式第８１号(別表第１関係)(表) 

  年度軽自動車税納税通知書(口座振替用) 

様     

通 知 書 番 号

 お問い合わせ先 

金 融 機 関 名 

 次のとおり決定しましたので通知します。   

標 識 ( 車 両 ) 番 号 口 座 名 義 人 

最 初 の 新 規 検 査 の 時 期

税 額 ( 税 率 ) 円    

納 期 限     年    月    日    

納 期
    年    月    日 から 

    年    月    日 まで 

科 目 口 座 番 号 

      年  月  日 

さいたま市長  印   



  様式第８２号から様式第８８号までを次のように改める。



様式第８２号（別表第１関係） 

所有権留保付軽自動車等に係る請求書 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長        印   

 さいたま市市税条例第９４条第４項の規定により、次の事項について    年  月

  日までに報告することを請求します。 

１ 買 主 

 氏 名 又 は 名 称                

 車両番号又は標識番号                

２ 請求事項 

 買主の氏名又は名称及び居所又は所在地 

 買主の勤務先又は事務所若しくは事業所の名称及び所在地 

 軽自動車等の所有権を買主へ移転する旨の通知の発送の有無 

 軽自動車等の占有の有無 

 割賦代金の完済日又は未済の場合は未済額 



様式第８３号（別表第１関係） 

所有権留保付軽自動車等に係る報告書 

報告日 年  月  日

(宛先) 

さいたま市長 

報告者

住 所

( 所 在 地 )

氏 名

( 名 称 )
印 

     年  月  日に請求がありましたことについて、次のとおり報告します。 

車 両 番 号(標 識 番 号)

買 主

氏 名 ( 名 称 )

住 所 ( 所 在 地 )

勤務先又

は事務所

事 業 所

名 称

所在地

軽自動車等の所有権を買主へ

移転する旨の通知の発送の有

無 

 有 (通知日    年  月  日) 

 無 

軽自動車等の占有の有無 有  ・  無 

割賦代金の完済日又は未済の

場合の未済額 

  完 済  (完済日     年  月  日) 

  未 済  (未済額           円) 



様式第８４号（別表第１関係） 

軽 自 動 車 税 減 免 申 請 書 

受 付 印 申請日 年  月  日

(宛先) 

さいたま市長 

 さいたま市市税条

例第９６条又は第９

７条の規定により、

次のとおり申請しま

す。 

納税義務者

(申請者) 

住 所

(所在地) 

氏 名

(名称) 
印 

個人番号又

は法人番号

電 話 番 号

年 度 税 額 円

軽

自

動

車

等

車 両 番 号

(標識番号) 

定 置 場

排 気 量 CC・KW

型 式

種 別

用 途

形 状

減免を受けようとする事由 

備考 

 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 



様式第８５号（別表第１関係） 

身体障害者等に係る軽自動車税減免申請書 

  受付印   申請日 年  月  日

(宛先) 

さいたま市長 

 さいたま市市税条例第９７

条の規定により、次のとおり

申請します。 

納税義務者 

(申請者) 

住 所

氏 名 印 

個人番号

電話番号

年 度 税 額 円

軽

自

動

車

等

車 両 番 号 (標 識 番 号) 

定 置 場

種 別

用 途

使 用 目 的

身

体

障

害

者

等

氏 名

住 所

生 年 月 日 及 び 年 齢 年    月    日   歳

納 税義 務者 との関 係

障
害
者
手
帳

種 類

番 号

交 付 年 月 日 年    月    日    

障 害 名

障 害 の 程 度

運

転

す

る

者

氏 名

住 所

身体障害者等との関係

運
転
免
許
証

番 号

交 付 年 月 日 年    月    日    

有 効 期 限 年    月    日    

種 類

備考 

 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 

３ 生計を一にする者や常時介護人が運転者の場合は、その事実を証明する書類が必要

です。 

 ４ 減免を受けられるのは１人に１台(普通自動車も含めます。)限りです。 



様式第８６号（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長          印  

軽自動車税減免決定通知書 

     年度軽自動車税の減免について、次のとおり決定しましたので通知します。 

  納税義務者名 

  標 識 番 号 

  車 種 

  車 名 

  減免前の税額          円 

  減免後の税額          円 

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して

３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内で

あっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることがで

きなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者とな

ります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から

起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起す

ることができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要が

あるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第８７号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

さいたま市長         印 

軽自動車税減免申請棄却（却下）通知書 

   年  月  日付けの軽自動車税の減免申請につきましては、次のとおり棄却（却下）

となりましたので通知します。 

棄却（却下）理由  

備考  

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起す

ることができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると

取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することが

できませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第８７号の２（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

さいたま市長         印 

軽自動車税減免取消決定通知書 

   年  月  日付けで決定しました軽自動車税の減免につきましては、次のとおり取消

しをすることに決定しましたので通知します。 

年度 

減免額（円） 

減免取消額（円） 

取消理由 

備考 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起する

ことができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取

消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することが

できませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第８８号（別表第１関係） 

原動機付自転車・小型特殊自動車標識交付証明書 

標 識 番 号 登録年月日 年  月  日

納

税

義

務

者

住 所

( 所 在 地 )

氏 名

( 名 称 )

車 名
型 式

認 定 番 号

車 種

車 台 番 号
総排気量定

格 出 力

cc

KW

定 置 場

 上記のとおり証明します。 

       年  月  日 

さいたま市長        印   



  様式第９１号から様式第９３号までを次のように改める。



様式第９１号（別表第１関係） 

原動機付自転車・小型特殊自動車試乗用標識交付申請書 

受付印 (宛先)さいたま市長 

     次のとおり申請します。 
標識番号

有効期限
年  月  日から

年  月  日まで申 請 日 年  月  日

申

請

者

古 物 商 許 可 証 番 号

フリガナ   

氏 名 ( 名 称 )
印 

住 所 ( 所 在 地 )

電 話 番 号

販売事業所

の 名 称

販売事業所

の 所 在 地

・申請者住所に同じ 

さいたま市 

備考 

１ １つの事業所に１個に限り交付します。臨時に多くの試乗用標識が必要な場合は有

効期限を指定して交付します。 

２ 販売業を営むことを証する書類(公安委員会発行の古物商許可証の写し等)を添付し

てください。 



様式第９２号（別表第１関係） 

原動機付自転車・小型特殊自動車試乗用標識交付証明書 

試 乗 用

標 識 番 号
交付日 年  月  日

使

用

者

販売事業所

の 所 在 地

住 所

( 所 在 地 )

氏 名

( 名 称 )

交 付 有 効 期 限 年  月  日から    年  月  日まで 

 上記のとおり証明します。 

       年  月  日 

さいたま市長        印   

備考 商品である原動機付自転車及び小型特殊自動車を試乗又は回送をする場合は、この

証明書を常に携帯し、市の徴税吏員の請求があった場合は、呈示してください。 



様式第９３号（その１）（別表第１関係） 

１ 条例第９１条第１号アの原動機付自転車標識のひな型

２ 条例第９１条第１号イ及びウの原動機付自転車標識のひな型

３ 条例第９１条第１号エの原動機付自転車標識及び条例第９１条第２号イの小型

特殊自動車標識のひな型

４ 標識の文字の塗色は濃紺色とし、様式の地の塗色は次に掲げるところによる。

 条例第９１条第１号アの原動機付自転車 白色

 条例第９１条第１号イの原動機付自転車 薄黄色

 条例第９１条第１号ウの原動機付自転車 薄桃色

 条例第９１条第１号エの原動機付自転車 薄青色

 条例第９１条第２号イの小型特殊自動車 薄緑色

  区 

さいたま市 

  区 

さ １２３４ 

２００ミリメートル

  区 

さいたま市 

さ １２３ 

あ
１２３ 
さいたま市 

１７０ミリメートル

２００ミリメートル

１００ミリ 

メートル 

１００ミリ 

メートル 

１００ミリ 

メートル 

区の花の絵 

ヌゥの絵 

区の花の絵 

ヌゥの絵 



  様式第９３号（その１）の次に次の１様式を加える。



様式第９３号（その２）（別表第１関係） 

１ 条例第９１条第１号アの原動機付自転車標識のひな型

２ 条例第９１条第１号イ及びウの原動機付自転車標識のひな型

３ 条例第９１条第１号エの原動機付自転車標識及び条例第９１条第２号イの小型

特殊自動車標識のひな型

４ 標識の文字の塗色は濃紺色とし、様式の地の塗色は次に掲げるところによる。

 条例第９１条第１号アの原動機付自転車 白色

 条例第９１条第１号イの原動機付自転車 薄黄色

 条例第９１条第１号ウの原動機付自転車 薄桃色

 条例第９１条第１号エの原動機付自転車 薄青色

 条例第９１条第２号イの小型特殊自動車 薄緑色

A さいたま市 

た １２３４ 

２００ミリメートル

た １２３ 

た １２３ 

１７０ミリメートル

２００ミリメートル

１００ミリ 

メートル 

１００ミリ 

メートル 

１００ミリ 

メートル 

さいたま市 A 

さいたま市 A 



  様式第９４号を次のように改める。



様式第９４号（別表第１関係） 

１ 条例第９９条第１項の試乗用標識のひな型 

１
０
０
ミ
リ
メ
ー
ト
ル

１７０ミリメートル 

２ 様式の塗色は、次に掲げるところによる。 

 標識の文字 濃紺色 

 標識の地 白色 

 標識の斜線 赤色 

さいたま市 

1２３試 



第３条 さいたま市市税条例施行規則の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （軽自動車税の種別割の減免）  （軽自動車税の減免） 

第１４条 市長又は区長は、条例第９６条及び第９

７条の規定により軽自動車税の種別割を減免する

ときは、別表第４の定めるところにより、その該

当する範囲内において、必要に応じて減免するも

のとする。 

第１４条 市長又は区長は、条例第９６条及び第９

７条の規定により軽自動車税を減免するときは、

別表第４の定めるところにより、その該当する範

囲内において、必要に応じて減免するものとする。

 （軽自動車税の種別割の減免に係る身体障害者の

範囲） 

 （軽自動車税の減免に係る身体障害者の範囲） 

第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 

 （軽自動車税の種別割の減免に係る精神障害者の

範囲） 

 （軽自動車税の減免に係る精神障害者の範囲） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 １ 総則  １ 総則 

様式番号 名称

［略］

６ 軽自動車税（種別割）納税証明書（

継続検査用） 

 ［略］ 

様式番号 名称

［略］

６ 軽自動車税納税証明書（継続検査用

） 

 ［略］ 

 ２・３ ［略］  ２・３ ［略］ 

 ４ 軽自動車税の種別割  ４ 軽自動車税 

様式番号 名称

７８ 軽自動車税（種別割）第二次納税義

務免除申告書 

７９ 軽自動車税（種別割）第二次納税義

務免除（不免除）通知書 

８０ 軽自動車税（種別割）納税通知書兼

領収証書 

８１ 軽自動車税（種別割）納税通知書（

口座振替用） 

 ［略］ 

様式番号 名称

７８ 軽自動車税第二次納税義務免除申告

書 

７９ 軽自動車税第二次納税義務免除（不

免除）通知書 

８０ 軽自動車税納税通知書兼領収証書 

８１ 軽自動車税納税通知書（口座振替用

） 

 ［略］ 



８４ 軽自動車税（種別割）減免申請書 

８５ 身体障害者等に係る軽自動車税（種

別割）減免申請書 

８６ 軽自動車税（種別割）減免決定通知

書 

８７ 軽自動車税（種別割）減免申請棄却

（却下）通知書 

８７の２ 軽自動車税（種別割）減免取消決定

通知書 

 ［略］ 

８４ 軽自動車税減免申請書 

８５ 身体障害者等に係る軽自動車税減免

申請書 

８６ 軽自動車税減免決定通知書 

８７ 軽自動車税減免申請棄却（却下）通

知書 

８７の２ 軽自動車税減免取消決定通知書 

 ［略］ 

 ５～８ ［略］  ５～８ ［略］ 

別表第４（第１４条関係） 別表第４（第１４条関係） 

軽自動車税の種別割の減免 軽自動車税の減免 

［略］ ［略］

様式第６号（その１）（別表第１関係） 様式第６号（その１）（別表第１関係） 

軽自動車税（種別割）納税証明書（継続検査用） 軽自動車税納税証明書（継続検査用） 

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］

  様式第６号（その２）を次のように改める。



様式第６号(その２)(別表第１関係) 

 注 

様  

軽自動車税（種別割）納税証明書(継続検査用)

 この軽自動車税（種別割）納税証明書は、継

続検査の際に使用するものですから「自動車検

査証」と一緒に保管してください。 

軽自動車税（種別割）納税証明書(継続検査用) 

納 税 義 務 者 氏 名

(名 称)

車 両 番 号

納 税 済 年 月 日

証 明 書 有 効 期 限

 上記については、滞納のないことを証明します。 

      年  月  日 

さいたま市長          印 



  様式第７８号から様式第８１号（裏）までを次のように改める。



様式第７８号（別表第１関係） 

軽自動車税（種別割）第二次納税義務免除申告書 

  受付印 申告日 年  月  日 

(宛先) 

さいたま市長 

 次のとおり申告しま

す。 

申告者

住 所

( 所 在 地 )

氏 名

(名称) 
印 

個人番号又

は法人番号

車 両 番 号

( 標 識 番 号 )

買 主

氏 名

(名称) 

住 所

(所在地) 

割賦販売期間・回数 年  月から   年  月まで  回   

代金を受け取れなくなっ

た日 
年    月    日   

受け取れなくなった代金 円   

代金を受け取れなくなっ

た経緯等 

備考 売買契約書の写し及び買主の住所等が不明であることを証する書類を添えてくださ

い。 



様式第７９号（別表第１関係） 

軽自動車税（種別割）第二次納税義務免除（不免除）通知書 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長        印   

   年  月  日に申告のありました軽自動車税（種別割）第二次納税義務免除につ 

いては、次のとおり納付義務を 
免 除

不 免 除
とすることに決定しましたので通知します。 

車 両 番 号(標 識 番 号) 

免 除 開 始 年 度

免 除 す る 税 額 円

買 主

氏 名(名 称) 

住 所(所在地) 

理 由 ( 不 免 除 の 場 合 )

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇

月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求を

することができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代

表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の

日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提

起することができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁

決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必

要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第８０号（別表第１関係）（表） 

さいたま市 納付書兼領収済通知書 公 

加入者名
さいたま市会計管理

者 

口 座

記 号

番 号

 税 額  円

収納機関

番 号

納 付

番 号 

確 認

番 号

納付

区分

税 目
通知書

番 号

納 期 限  期 別  期Ｃ

延 滞 金 円 合 計 額 円 領 収 日 付 印

納 税 者

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用

取りまとめ店

（さいたま市控

／ＣＶＳ本部

控） 

さいたま市 

原符兼払込金受領証 
公 

口 座 記 号 

番 号 

加 入 者 名 
さいたま市会計管

理者 

納税者氏名 

税 目  

調 定 年 度    

通知書番号  期 別

納付書番号  

税 額 円

延 滞 金 円

合 計 額 円

納 期 限  

お 問 い 

合 わ せ 先 

  領 収 日 付 印

（金融機関控／

ＣＶＳ店舗控） 

年度 軽自動車税（種別割）納税通知書兼領収証書 公 

通 知 書

番 号

 税 額 円

 延 滞 金 円

 合 計 額 円

 お問い合わせ先 

次のとおり決定しましたので、

本書の税額を納期限までに納

付してください。 

標識（車両）

番 号

最初の新規

検査の時期
   領 収 日 付 印  

税額（税率） 円

納 期 限

納 期

さいたま市長 印 

    （納税者控）  

軽自動車税（種別割）納税証明書

年度（継続検査用） 

標 識 （ 車 両 ） 番 号

氏 名 （ 名 称 ）

有 効 期 限

上記については滞納がないこ

とを証明します。 

さいたま市長 印 

領 収 日 付 印

標識（車両 

）欄に＊印

のあるもの

及び金融機

関の領収日

付印のない

ものは証明

書として使

用できませ

ん。 

（納税者控） 



様式第８０号（別表第１関係）（裏） 

軽自動車税（種別割）の賦課の根拠等について 

１ 賦課の根拠 

  この軽自動車税（種別割）は、地方税法第４４３条及びさいたま市市税条例第８８条の規定により、４月１日現在の軽自動車等（原動機

付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車）の所有者に課税されます。 

  なお、所有権留保付売買に係る軽自動車等については、買主を当該軽自動車等の所有者とみなして課税し、売主は第二次納税義務者とな

ります。 

２ 審査請求及び取消しの訴え 

 この通知書に記載された事項について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長

に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。 

 この処分の取消しの訴えは、前記の審査請求の裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長

が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると

取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、次のいず

れかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ 延滞金 

  納期限までに税金を完納されないときは、その翌日から税金完納の日までの期間の日数に応じ、税額（１，０００円未満の端数があると

き、又はその全額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。）に年１４．６パーセント（納期限の翌日か

ら１箇月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割

合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合

 ）とします。）を乗じて計算した金額に相当する延滞金額が加算されます。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間につ

いても、３６５日当たりの割合です。 

  延滞金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。

４ 滞納処分 

  納期限までに税金を完納しないため督促を受け、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処

分を受けることになります。 

納付場所

じゅん



様式第８１号(別表第１関係)(表) 

  年度軽自動車税（種別割）納税通知書(口座振替用) 

様     

通 知 書 番 号

 お問い合わせ先 

金 融 機 関 名 

 次のとおり決定しましたので通知します。   

標 識 ( 車 両 ) 番 号 口 座 名 義 人 

最 初 の 新 規 検 査 の 時 期

税 額 ( 税 率 ) 円    

納 期 限     年    月    日    

納 期
    年    月    日 から 

    年    月    日 まで 

科 目 口 座 番 号 

      年  月  日 

さいたま市長  印   



様式第８１号(別表第１関係)(裏) 

軽自動車税（種別割）の賦課の根拠等について 

１ 賦課の根拠 

  この軽自動車税（種別割）は、地方税法第４４３条及びさいたま市市税条例第８８条の規定により、４月１日現在の軽自動車等（原動機付自

転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車）の所有者に課税されます。 

  なお、所有権留保付売買に係る軽自動車等については、買主を当該軽自動車等の所有者とみなして課税し、売主は第二次納税義務者となりま

す。 

２ 審査請求及び取消しの訴え 

 この通知書に記載された事項について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内にさいたま市長に対

して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をするこ

とができなくなります。 

 この処分の取消しの訴えは、前記の審査請求の裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被

告の代表者となります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの

訴えを提起することができなくなります。 

 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、次のいずれか

に該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ 延滞金 

  納期限までに税金を完納されないときは、その翌日から税金完納の日までの期間の日数に応じ、税額（１，０００円未満の端数があるとき、

又はその全額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。）に年１４．６パーセント（納期限の翌日から１箇月

を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例

基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を

加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とします。を乗じて計算した金

額に相当する延滞金額が加算されます。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの場合です。 

  延滞金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。 

４ 滞納処分 

  納期限までに税金を完納しないため督促を受け、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されないときは、滞納処分を

受けることになります。 

じゅん 



  様式第８４号から様式第８７号の２までを次のように改める。



様式第８４号（別表第１関係） 

軽 自 動 車 税 （ 種 別 割 ） 減 免 申 請 書 

受 付 印 申請日 年  月  日

(宛先) 

さいたま市長 

 さいたま市市税条

例第９６条又は第９

７条の規定により、

次のとおり申請しま

す。 

納税義務者

(申請者) 

住 所

(所在地) 

氏 名

(名称) 
印 

個人番号又

は法人番号

電 話 番 号

年 度 税 額 円

軽

自

動

車

等

車 両 番 号

(標識番号) 

定 置 場

排 気 量 CC・KW

型 式

種 別

用 途

形 状

減免を受けようとする事由 

備考 

 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 



様式第８５号（別表第１関係） 

身体障害者等に係る軽自動車税（種別割）減免申請書 

  受付印   申請日 年  月  日

(宛先) 

さいたま市長 

 さいたま市市税条例第９７

条の規定により、次のとおり

申請します。 

納税義務者 

(申請者) 

住 所

氏 名 印 

個人番号

電話番号

年 度 税 額 円

軽

自

動

車

等

車 両 番 号 (標 識 番 号) 

定 置 場

種 別

用 途

使 用 目 的

身

体

障

害

者

等

氏 名

住 所

生 年 月 日 及 び 年 齢 年    月    日   歳

納 税義 務者 との関 係

障
害
者
手
帳

種 類

番 号

交 付 年 月 日 年    月    日    

障 害 名

障 害 の 程 度

運

転

す

る

者

氏 名

住 所

身体障害者等との関係

運
転
免
許
証

番 号

交 付 年 月 日 年    月    日    

有 効 期 限 年    月    日    

種 類

備考 

 １ この申請書は、納期限までに提出してください。 

 ２ 減免を受けようとする事由を証明する書類を必ず添付してください。 

３ 生計を一にする者や常時介護人が運転者の場合は、その事実を証明する書類が必要

です。 

 ４ 減免を受けられるのは１人に１台(普通自動車も含めます。)限りです。 



様式第８６号（別表第１関係） 

第     号   

年  月  日   

        様 

さいたま市長          印  

軽自動車税（種別割）減免決定通知書 

     年度軽自動車税（種別割）の減免について、地方税法第４６３条の２３及びさいた

ま市市税条例第９６条又は第９７条の規定により、次のとおり決定しましたので通知します。 

  納税義務者名 

  標 識 番 号 

  車 種 

  車 名 

  減免前の税額          円 

  減免後の税額          円 

(教示) 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して

３箇月以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内で

あっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることがで

きなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として(市長が被告の代表者とな

ります。)提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から

起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起す

ることができませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経な

いで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要が

あるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第８７号（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

さいたま市長         印 

軽自動車税（種別割）減免申請棄却（却下）通知書 

   年  月  日付けの軽自動車税（種別割）の減免申請につきましては、次のとおり棄

却（却下）となりましたので通知します。 

棄却（却下）理由  

備考  

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起す

ることができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると

取消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することが

できませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第８７号の２（別表第１関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

さいたま市長         印 

軽自動車税（種別割）減免取消決定通知書 

   年  月  日付けで決定しました軽自動車税（種別割）の減免につきましては、次の

とおり取消しをすることに決定しましたので通知します。 

年度 

減免額（円） 

減免取消額（円） 

取消理由 

備考 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内にさいたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起する

ことができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取

消しの訴えを提起することができなくなります。 

３ この処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求の裁決を経た後でなければ提起することが

できませんが、次のいずれかに該当する場合においては、審査請求の裁決を経ないで処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

 審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 前２号に掲げるもののほか、裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



   附 則

 （施行期日） 

１ この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

 第１条の改正 公布の日

 第２条の改正及び附則第２項から第４項までの規定 令和２年１月１日 

 第３条の改正 令和２年４月１日 

 （経過措置） 

２ 前項第２号に規定する日前に区長が行った行為若しくは区長に対して行われた行

為で現に効力を有するもの又は区長が行うべきであった行為若しくは区長に対して

行われるべきであった行為で現に行うべきであり若しくは行われるべきであるもの

のうち、この規則による改正前のさいたま市市税条例施行規則（以下「改正前の規

則」という。）第２条の２の規定により区長に委任されていた事務に係るものにつ

いては、それぞれ市長が行った行為若しくは市長に対して行われた行為又は市長が

行うべきであった行為若しくは市長に対して行われるべきであった行為とみなす。 

３ この規則による改正後のさいたま市市税条例施行規則様式第３９号（その１）（

表）から様式第３９号（その２）までの規定は、令和２年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令和元

年度分までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合については、なお従前の例

による。 

４ 第２条の規定の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定により作成され

ている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 



さいたま市規則第２８号 

   さいたま市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

 さいたま市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則

（平成１３年さいたま市規則第３４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 目次 

 第１章～第３章 ［略］  第１章～第３章 ［略］ 

 第４章 補則（第２６条―第３２条）  第４章 補則（第２６条―第３１条） 

 附則  附則 

 （平成３１年４月１日の前日までの間に支給すべ

き事由が生じた補償等の特例） 

第３２条 平成３１年４月１日の前日までの間に支

給すべき事由が生じた条例の規定による補償及び

福祉事業（以下この項において「補償等」という。

 ）のうち、平成３１年４月１日前に算定された補

償基礎額を基礎として支払われた補償等の額（条

例の規定による年金たる補償並びに第２１条の規

定による年金たる傷病特別給付金、障害特別給付

金及び遺族特別給付金（以下この項において「年

金たる補償等」という。）にあっては、条例第２

２条において例によることとされる地方公務員災

害補償法第４０条第３項に規定する支払期月（同

項ただし書に規定する場合にあっては、同項ただ

し書の規定により支払うものとされる月。以下こ

の項において「支払期月」という。）にそれぞれ

支払われた額の合計額）は、第１号に掲げる額か

ら第２号に掲げる額を控除して得た額（その額が

零を下回る場合には、零とする。）及び第３号に

掲げる額を第２号に掲げる額に加えた額とする。

 平成３１年４月１日以後に算定された補償基

礎額を基礎として支払われる額（年金たる補償

等にあっては、支払期月にそれぞれ支払われる

額の合計額） 



 平成３１年４月１日前に算定された補償基礎

額を基礎として支払われた額（年金たる補償等

にあっては、支払期月にそれぞれ支払われた額

の合計額） 

 次のア又はイに掲げる補償等に関する区分に

従い、当該ア又はイに定めるところにより算定

される額 

  ア 年金たる補償等 第１号の支払期月にそれ

ぞれ支払われる額から前号の支払期月にそれ

ぞれ支払われた額を控除して得た額（その額

が零を下回る場合には、零とする。）に、当

該年金たる補償等の支給の対象とされた月を

基準として市長が定める率を乗じて得た額の

合計額 

  イ 年金たる補償等以外の補償等 第１号に掲

げる額から前号に掲げる額を控除して得た額

（その額が零を下回る場合には、零とする。

）に、同号に掲げる額が支給された日を基準

として市長が定める率を乗じて得た額 

２ 前項に定めるもののほか、同項の規定による支

給の実施のために必要な事項は、実施機関が定め

る。 

別表第１（第２条の２関係） 別表第１（第２条の２関係） 

１～６ ［略］ 

７ がん原性物質又はがん原性因子にさらさ

れる業務に従事したため生じた次に掲げる

疾病及びこれらに付随する疾病 

  ～  ［略］ 

 オルト―トルイジンにさらされる業務

に従事したため生じたぼうこうがん 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

８～１０ ［略］ 

１～６ ［略］ 

７ がん原性物質又はがん原性因子にさらさ

れる業務に従事したため生じた次に掲げる

疾病及びこれらに付随する疾病 

  ～  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

８～１０ ［略］ 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後のさいたま市議会の議員

その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則第３２条の規定は平成３

１年４月１日から、同規則別表第１の規定は同月１０日から適用する。 



さいたま市規則第２９号 

   さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

 さいたま市国民健康保険条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２９号）の

一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （被保険者証の更新）  （被保険者証の更新） 

第１０条 省令第７条の２第１項の規定による被保

 険者証の更新は、毎年８月１日に行うものとする。

第１０条 省令第７条の２第１項の規定による被保

険者証の更新は、毎年１０月１日に行うものとす

る。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

附 則

 （施行期日）

１ この規則は、令和元年８月２５日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市国民健康保険条例施行規則第１０条の規定は、

 この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に新たに交付し、又は更新す

る被保険者証及び施行日前に交付された被保険者証で令和元年９月１７日以後に再

交付の申請がされたものについて適用し、施行日前に新たに交付し、又は更新する

被保険者証及び施行日前に交付された被保険者証で同月１７日前に再交付の申請が

されたものについてはなお従前の例による。



さいたま市規則第３０号 

さいたま市区役所等事務分掌規則の一部を改正する規則 

さいたま市区役所等事務分掌規則（平成１５年さいたま市規則第８８号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （内部組織）  （内部組織）

第２条 区役所の内部組織は、次のとおりとする。 第２条 区役所の内部組織は、次のとおりとする。

 ［略］  ［略］

  区民生活部   区民生活部

 ［略］  ［略］

   課税課

    市民税係

    資産税係

   収納課

    収納係

 ［略］  ［略］

第４条 区役所区民生活部の分掌事務は、おおむね

次のとおりとする。

第４条 区役所区民生活部の分掌事務は、おおむね

次のとおりとする。

 区民生活部  区民生活部

 ［略］  ［略］

  課税課

 税証明事務に関すること。

 個人の市民税及び県民税（普通徴収に係るも

のに限る。）の調査、賦課及び調定に関するこ

と。

 個人の市民税及び県民税（公的年金等に係る

所得に係る特別徴収に関するものに限る。）の

調査、賦課及び調定（年金保険者に係るものを

除く。）に関すること。

 土地及び家屋に係る固定資産の評価に関する

こと。

 土地及び家屋に係る固定資産税及び都市計画

税の調査、賦課及び調定に関すること。

 土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿



の縦覧に関すること。

 軽自動車税の調査、賦課及び調定に関するこ

と。

 原動機付自転車等の登録、廃車及び標識の交

付に関すること。

  収納課

 税関係諸証明の交付に関すること。

 市税及び個人の県民税（以下この項において

「市税等」という。）（給与所得に係る特別徴

収に係る個人の市民税及び県民税、法人の市民

税、市たばこ税、特別土地保有税、入湯税並び

に事業所税については大宮区役所、総務大臣又

は県知事配分に係る償却資産に係る固定資産税

については浦和区役所に限る。次号から第５号

までにおいて同じ。）の徴収金の徴収及び徴収

の猶予に関すること。

 市税等の徴収金の督促、催告及び滞納処分に

関すること。

市税等の徴収金の不納欠損処分に関すること。

 市税等の徴収金の徴収の嘱託に関すること。

 徴収の嘱託を受けた他の地方団体の徴収金の

徴収に関すること。

 納税貯蓄組合に関すること。

附 則 

この規則は、令和２年１月１日から施行する。 



さいたま市規則第３１号 

さいたま市区長事務委任規則の一部を改正する規則 

さいたま市区長事務委任規則（平成１５年さいたま市規則第９３号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （委任事務）  （委任事務）

第２条 区長に委任する事務は、次のとおりとする。第２条 区長に委任する事務は、次のとおりとする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 納税貯蓄組合に関すること。

附 則 

この規則は、令和２年１月１日から施行する。 



さいたま市規則第３２号 

さいたま市区役所の職員の兼務に関する規則の一部を改正する規則 

さいたま市区役所の職員の兼務に関する規則（平成１５年さいたま市規則第９４号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第１条 さいたま市区の設置等に関する条例（平成

１４年さいたま市条例第６６号）第３条に規定す

る区の事務所（以下「区役所」という。）並びに

さいたま市区役所等事務分掌規則（平成１５年さ

いたま市規則第８８号）の規定により区役所区民

生活部に置かれる支所（以下「支所」という。）

及び同部区民課に置かれる市民の窓口（以下「市

民の窓口」という。）において次に掲げる事務に

従事する職員は、辞令を用いることなく、それぞ

れ他の区役所並びに支所及び市民の窓口において

同一の事務に従事する職員の職を兼ねるものとみ

なす。

第１条 さいたま市区の設置等に関する条例（平成

１４年さいたま市条例第６６号）第３条に規定す

る区の事務所（以下「区役所」という。）並びに

さいたま市区役所等事務分掌規則（平成１５年さ

いたま市規則第８８号）の規定により区役所区民

生活部に置かれる支所（以下「支所」という。）

及び同部区民課に置かれる市民の窓口（以下「市

民の窓口」という。）において次に掲げる事務に

従事する職員は、辞令を用いることなく、それぞ

れ他の区役所並びに支所及び市民の窓口において

同一の事務に従事する職員の職を兼ねるものとみ

なす。

～  ［略］   ～  ［略］

 市税に係る証明書（個人に係る営業証明及び

固定資産課税台帳に登録されていないことの証

明に係るものを除く。）の交付に関すること。

第３条 区役所において、電子署名等に係る地方公

共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

（平成１４年法律第１５３号）の規定による電子

 証明書の認証業務に関する事務に従事する職員は、

 辞令を用いることなく、それぞれ他の区役所にお

いて同一の事務に従事する職員の職を兼ねるもの

とみなす。

第３条 区役所において次に掲げる事務に従事する

職員は、辞令を用いることなく、それぞれ他の区

役所において同一の事務に従事する職員の職を兼

ねるものとみなす。

 電子署名等に係る地方公共団体情報システム

機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律

第１５３号）の規定による電子証明書の認証業

務に関すること。

 原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の



返納に関すること。

 市税に係る証明書（個人に係る営業証明及び

固定資産課税台帳に登録されていないことの証

明に係るものに限る。）の交付に関すること。

 固定資産に係る図面の閲覧に関すること。

附 則 

この規則は、令和２年１月１日から施行する。 



さいたま市規則第３３号 

   さいたま市障害者の利用に係る公の施設使用料等減免条例施行規則の一部を改

正する規則 

 さいたま市障害者の利用に係る公の施設使用料等減免条例施行規則（平成１３年さ

いたま市規則第１１５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条、第４条関係） 別表（第２条、第４条関係） 

使用料等の

名称 

減額又は免除の区分及びその

内容 

区分 内容 

 ［略］ 

さいたま市

大宮区役所

駐車場の使

用料 

 ［略］

さいたま市

さいたま新

都心バスタ

ーミナルの

使用料等（

バス駐車場

の使用料等

に限る。） 

減額 左記使用料等の額の

２分の１に相当する

額 

 ［略］ 

使用料等の

名称 

減額又は免除の区分及びその

内容 

区分 内容 

 ［略］ 

さいたま市

大宮区役所

駐車場の使

用料 

 ［略］

 ［略］ 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第３４号 

   さいたま市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市児童福祉法施行細則（平成１５年さいたま市規則第１０６号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第１号の５（第１条の５関係） 様式第１号の５（第１条の５関係） 

 ［略］  ［略］ 

障害児通所給付費支給決定通知書兼利用者負担額減

額・免除等決定通知書 

障害児通所給付費支給決定通知書兼利用者負担額減

額・免除等決定通知書 

 ［略］  ［略］ 

［略］

多子軽減対象  無償化対象期間  

［略］

［略］

多子軽減対象   

［略］

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］ 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第３５号 

   さいたま市区役所等事務分掌規則の一部を改正する規則 

 さいたま市区役所等事務分掌規則（平成１５年さいたま市規則第８８号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第５条 区役所健康福祉部の分掌事務は、おおむね

次のとおりとする。 

 健康福祉部 

 ［略］ 

  支援課 

第５条 区役所健康福祉部の分掌事務は、おおむね

次のとおりとする。 

 健康福祉部 

 ［略］ 

  支援課 

 ［略］    ［略］ 

 教育・保育給付認定に関すること。  教育・保育給付の支給認定に関すること。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第３６号 

   さいたま市さいたま新都心バスターミナル条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、さいたま市さいたま新都心バスターミナル条例（令和元年さい

たま市条例第１０号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （駐車場の利用方法等） 

第２条 条例第３条第３号のバス駐車場を利用する者（以下「駐車場利用者」という。 

 ）は、自動車を入場させるときに駐車券の交付を受けなければならない。 

２ 駐車場利用者は、自動車を出場させるときに駐車券を提出し、駐車時間に対応す

る使用料を納付しなければならない。 

３ 市長は、駐車場利用者が正当な理由なく駐車券の提出又は使用料の納付をしない 

ときは、自動車の出場を拒否するものとする。 

４ 駐車場利用者は、駐車券を紛失したときは、直ちに係員にその旨を申し出なけれ

ばならない。 

５ 市長は、前項の規定による申出を受けたときは、自動車を駐車した者であること

を確認の上、当該自動車の出場を許可することができる。 

 （損害賠償） 

第３条 市は、次の各号のいずれかに該当する損害については、責任を負わないもの

とする。 

 天災等の不可抗力による損害 

 さいたま市さいたま新都心バスターミナル（以下「さいたま新都心バスターミ

ナル」という。）の利用者が引き起こした衝突、接触その他さいたま新都心バス

ターミナル内の事故についての損害 

 さいたま新都心バスターミナル内に駐車する自動車内に留置された物品又は積

載物若しくは取付物についての損害 

 前３号に掲げるもののほか、市の責めによらない事由により発生した損害 

 （損壊の届出等） 

第４条 さいたま新都心バスターミナルの施設等を損壊し、又は滅失した者は、速や



かに市長に届け出て、その指示に従わなければならない。 

 （管理上の指示） 

第５条 市長は、さいたま新都心バスターミナルの利用上の遵守事項を定め、必要が

あると認めるときは、その都度さいたま新都心バスターミナルの利用者に必要な指

示をすることができる。 

 （その他） 

第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第３７号 

さいたま市生活保護法施行細則の一部を改正する規則 

さいたま市生活保護法施行細則（平成１３年さいたま市規則第８１号）の一部を次

のように改正する。 

様式第１１号を次のように改める。



様式第１１号(第３条関係) 

年  月  日  

         様 

さいたま市    福祉事務所長    印   

保 護 決 定 (変 更) 通 知 書 

  あなたに対する生活保護法による保護を、次のとおり決定しましたので通知します。 
１ 保護を   したとき 

２ 保護を   した理由 

３ 支給の方法（この決定（変更）の結果） 

４ 保護の種類および支給額 

種 類
最低生活費 

(A) 
収入充当額 

(B) 
扶助費 
(A)－(B) 

前月以前の 
過払い(C) 

当該月支給 
(A)-(B)-(C)

うち代理納付 
(介護保険料) 

月の
支給額 

合 計 

一 時 扶 助 

一時扶助の 
内訳(再掲)

円

円

５ この決定通知書が申請受理後１４日を経過した理由 

（教示） 

 １ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、 

  埼玉県知事に対し審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起

算して３箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。）。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内に、さいたま市を被告として（訴訟において市を代表するものは市長

となります。）この決定の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６箇月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過する

と決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、次の①から③までのいずれ

かに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することがで

きます。①審査請求をした日（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２３条の規定により不

備を補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該不備を補正した日）の翌日から起算して５０

日（５０日以内に行政不服審査法第４３条第３項の規定により通知を受けた場合は７０日）を経過し

ても裁決がないとき。②決定、決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急

の必要があるとき。③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第２０号（第９条関係） 様式第２０号（第９条関係）

被保護者入所（利用）委託書 被保護者入所（利用）委託書

 ［略］  ［略］

       第３０条第１項ただし書

 生活保護法 第３３条第２項     の規定に

       第３６条第２項

       第３０条第１項ただし書

 生活保護法 第３２条第２項     の規定に

       第３６条第２項

より次の者について、    年  月  日から、

貴所
に入所する

よう委託します。
を利用する

より次の者について、    年  月  日から、

貴所
に入所する

よう委託します。
を利用する

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］

 ［略］  ［略］

様式第２９号（第１５条関係） 様式第２９号（第１５条関係）

（表） （表）

第  号

徴収職員証

  さいたま市    課

  職・氏名     

年  月  日発行

さいたま市長    印 

第  号

徴収職員証

  さいたま市    課

  職・氏名     

年  月  日生

年  月  日発行

さいたま市長    印 

（裏） （裏）

［略］ ［略］

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前のさいたま市生活保護法施行細則の規定により作成されて

（
写

真
）

契 印 

（
写

真
）

契 印 



いる徴収職員証は、この規則による改正後のさいたま市生活保護法施行細則の規定

により作成されている徴収職員証とみなす。 



さいたま市規則第３８号 

さいたま市中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

さいたま市中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則（平成２０年さいたま市規則第５

７号）の一部を次のように改正する。 

様式第１１号を次のように改める。



様式第１１号(第３条関係) 

年  月  日  

         様 

さいたま市    福祉事務所長    印   

支 援 給 付 決 定 (変 更) 通 知 書 

  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による支援給付を、次のとおり  したので通知します。 

１ 支援給付の種類及び支給額 

種  類 生活支援給付 住宅支援給付 一時支援給付 合  計  本人支払額 

月分支給・追給額 

月分支給・追給額 

月分以降追給額 

一時支援の内訳（再掲）

生 活 住 宅 介 護 医 療 出 産 生 業 葬 祭 

 別 途 送 金 額 

  介護支援給付自己負担月額      円（事業者名                   ） 

                    円（事業者名                   ） 

                    円（事業者名                   ） 

  医療支援給付自己負担月額      円                          

２ 支援給付金支給日 

３ 支援給付の  の時期 

４ 支援給付を  した理由 

５ この決定通知書が申請受理後１４日を経過した理由 

(教示) 

 1 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内に、埼玉県知事に対し審査請求をす

ることができます(なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算し

て1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。 

 2 1の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、

さいたま市を被告として(訴訟において市を代表するものは市長となります。)この決定の取消しの訴えを提起することができます(な

お、裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して1年を経過すると決

定の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対す

る裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起することができます。①審査請求をした日(行政不服審査法(平成26年法律第68号)第

23条の規定により不備を補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該不備を補正した日)の翌日から起算して50日(50日以内に

行政不服審査法第43条第3項の規定により通知を受けた場合は70日)を経過しても裁決がないとき。②決定、決定の執行又は手続の続

行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

施設事務費   



次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第２０号（第９条関係） 様式第２０号（第９条関係）

被支援者入所（利用）委託書 被支援者入所（利用）委託書

 ［略］  ［略］

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律においてその例によるものとされた、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律においてその例によるものとされた、

       第３０条第１項ただし書

 生活保護法 第３３条第２項     の規定に

       第３６条第２項

       第３０条第１項ただし書

 生活保護法 第３２条第２項     の規定に

       第３６条第２項

より次の者について、    年  月  日から、

貴所
に入所する

よう委託します。
を利用する

より次の者について、    年  月  日から、

貴所
に入所する

よう委託します。
を利用する

［略］ ［略］

 ［略］  ［略］

 ［略］  ［略］

様式第２６号（第１３条関係） 様式第２６号（第１３条関係）

（表） （表）

第  号

徴収職員証

  さいたま市    課

  職・氏名     

年  月  日発行

さいたま市長    印 

第  号

徴収職員証

  さいたま市    課

  職・氏名     

年  月  日生

年  月  日発行

さいたま市長    印 

（裏） （裏）

［略］ ［略］

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

（
写

真
）

契 印 

（
写

真
）

契 印 



 （経過措置） 

２ この規則による改正前のさいたま市中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則の規

定により作成されている徴収職員証は、この規則による改正後のさいたま市中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律施行細則の規定により作成されている徴収職員証とみなす。 



さいたま市規則第３９号 

   さいたま市予算規則の一部を改正する規則 

 さいたま市予算規則（平成１３年さいたま市規則第６０号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第１６条関係） 別表第１（第１６条関係） 

費目等 様式の区分 

 ［略］  

負担金、補

助及び交付

金 

△ 

国民健康保険法（昭和３３年法

律第１９２号）に基づく保険給

付費、介護保険法（平成９年法

律第１２３号）に基づく保険給

付費及び介護予防・生活支援サ

ービス事業費、高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年

法律第８０号）に基づく医療諸

費、母子保健法（昭和４０年法

律第１４１号）及び感染症の予

防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法 

律第１１４号）に基づく医療費、

学校災害救済制度医療給付金並

びに子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）に基づ

く施設等利用費 ◎ 

 ［略］  

費目等 様式の区分 

 ［略］  

負担金、補

助及び交付

金 

△ 

国民健康保険法（昭和３３年法

律第１９２号）に基づく保険給

付費、介護保険法（平成９年法

律第１２３号）に基づく保険給

付費及び介護予防・生活支援サ

ービス事業費、高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年

法律第８０号）に基づく医療諸

費、母子保健法（昭和４０年法

律第１４１号）及び感染症の予

防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法

律第１１４号）に基づく医療費

並びに学校災害救済制度医療給

付金 ◎ 

 ［略］  

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第４０号 

   さいたま市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 さいたま市事務分掌規則（平成１５年さいたま市規則第８６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第７条の２ 子ども未来局の分掌事務は、おおむね

次のとおりとする。 

第７条の２ 子ども未来局の分掌事務は、おおむね

次のとおりとする。 

 子ども未来局  子ども未来局 

 ［略］  ［略］ 

  幼児未来部   幼児未来部 

   幼児政策課    幼児政策課 

 ［略］    ［略］ 

 子育てのための施設等利用給付（他の所管に

属するものを除く。）に関すること。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第４１号 

   さいたま市福祉事務所長事務委任規則の一部を改正する規則 

 さいたま市福祉事務所長事務委任規則（平成１５年さいたま市規則第４３号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（地方自治法による委任事務） （地方自治法による委任事務） 

第６条 市長の権限に属する事務のうち、次に掲げ

る事務を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５３条第１項の規定により福祉事務所長に委

任する。 

第６条 市長の権限に属する事務のうち、次に掲げ

る事務を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５３条第１項の規定により福祉事務所長に委

任する。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）第２０条の規定による教育・保育給付認

定に関すること。 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）第２０条の規定による支給認定に関する

こと。 

 ～(55) ［略］  ～(55) ［略］ 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 



さいたま市規則第４２号 

   さいたま市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市子ども・子育て支援法施行細則（平成２６年さいたま市規則第１４８号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 教育・保育給付認定等（第３条―第１５

     条） 

 第３章 施設等利用給付認定等（第１６条―第２

     ６条） 

 第４章 補則（第２７条） 

 附則 

   第１章 総則 

（支給要件） （支給要件） 

第２条 府令第１条の５第１号に規定する市町村が

定める時間は、６４時間とする。 

第２条 府令第１条第１号に規定する市町村が定め

る時間は、６４時間とする。 

   第２章 教育・保育給付認定等 

（認定の申請） （認定の申請等） 

第３条 法第２０条第１項の規定による認定の申請

は、教育・保育給付認定申請書（様式第１号）に

より行うものとする。 

第３条 法第２０条第１項の規定による認定の申請

は、施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定

申請書（様式第１号）により行うものとする。 

（教育・保育給付認定等の通知） （支給認定等の通知） 

第４条 法第２０条第４項に規定する通知は、教育

 ・保育給付認定決定通知書（様式第２号）により

行うものとする。 

第４条 法第２０条第４項に規定する通知は、支給

認定決定通知書（様式第２号）により行うものと

する。 

２ 法第２０条第５項に規定する通知は、教育・保

育給付不認定通知書（様式第３号）により行うも

のとする。 

２ 法第２０条第５項に規定する通知は、支給不認

定通知書（様式第３号）により行うものとする。

３ 法第２０条第６項に規定する通知は、教育・保 ３ 法第２０条第６項に規定する通知は、支給認定



育給付認定遅延通知書（様式第４号）により行う

ものとする。 

 遅延通知書（様式第４号）により行うものとする。

（利用者負担額等に関する事項の通知） （利用者負担額等に関する事項の通知） 

第５条 府令第７条第１項の規定による利用者負担

額等に関する事項の通知及び同条第２項の規定に

よる府令第６条第１項各号に掲げる事項の通知は、

 特定教育・保育施設等利用者負担額等決定通知書

（様式第５号）により行うものとする。 

第５条 府令第７条第１項の規定による利用者負担

額に関する事項の通知及び同条第２項の規定によ

る府令第６条第１項各号に掲げる事項の通知は、

特定教育・保育施設等利用者負担額等決定通知書

（様式第５号）により行うものとする。 

（教育・保育給付認定の変更） （支給認定の変更） 

第７条 法第２３条第１項の規定による申請は、教

育・保育給付認定変更申請書（様式第７号）によ

り行うものとする。 

第７条 法第２３条第１項の規定による申請は、支

給認定変更申請書（様式第７号）により行うもの

とする。 

（職権による教育・保育給付認定の変更） （職権による支給認定の変更） 

第８条 府令第１２条の規定による職権による教育

 ・保育給付認定の変更の通知は、教育・保育給付

認定職権変更のお知らせ（様式第８号）により行

うものとする。 

第８条 府令第１２条の規定による職権による支給

認定の変更の通知は、支給認定証職権変更のお知

らせ（様式第８号）により行うものとする。 

（教育・保育給付認定の取消し） （支給認定の取消し） 

第９条 府令第１４条の規定による教育・保育給付

認定の取消しの通知は、教育・保育給付認定取消

通知書（様式第９号）により行うものとする。 

第９条 府令第１４条の規定による支給認定の取消

しの通知は、支給認定取消通知書（様式第９号）

により行うものとする。 

（申請内容の変更の届出） （申請内容の変更の届出） 

第１０条 府令第１５条第１項の規定による届出は、

 教育・保育給付認定変更届出書（様式第１０号）

により行うものとする。 

第１０条 府令第１５条の規定による申請内容の変

更の届出は、支給認定変更届出書（様式第１０号

）により行うものとする。 

第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 

   第３章 施設等利用給付認定等 

（認定の申請） 

第１６条 法第３０条の５第１項の規定による認定

の申請は、施設等利用給付認定申請書（様式第１

８号）により行うものとする。 

（施設等利用給付認定等の通知） 

第１７条 法第３０条の５第３項の規定による通知

は、施設等利用給付認定通知書（様式第１９号）

により行うものとする。 

２ 法第３０条の５第４項の規定による通知は、施

設等利用給付不認定通知書（様式第２０号）によ

り行うものとする。 

３ 法第３０条の５第５項の規定による通知は、施

設等利用給付認定遅延通知書（様式第２１号）に



より行うものとする。 

（届出） 

第１８条 法第３０条の７の規定による届出は、施

設等利用給付費現況届（様式第２２号）により行

うものとする。 

（施設等利用給付認定の変更） 

第１９条 法第３０条の８第１項の規定による申請

は、施設等利用給付認定変更申請書（様式第２３

号）により行うものとする。 

（職権による施設等利用給付認定の変更） 

第２０条 府令第２８条の９の規定による職権によ

る施設等利用給付認定の変更の通知は、施設等利

用給付認定職権変更のお知らせ（様式第２４号）

により行うものとする。 

（施設等利用給付認定の取消し） 

第２１条 府令第２８条の１１の規定による施設等

利用給付認定の取消しの通知は、施設等利用給付

認定取消通知書（様式第２５号）により行うもの

とする。 

（申請内容の変更の届出） 

第２２条 府令第２８条の１２第１項の規定による

届出は、施設等利用給付認定変更届出書（様式第

２６号）により行うものとする。 

（確認の申請） 

第２３条 法第５８条の２の規定による特定子ども

 ・子育て支援施設等の確認の申請は、特定子ども

 ・子育て支援施設等確認申請書（様式第２７号）

により行うものとする。 

（確認の変更の届出） 

第２４条 法第５８条の５の規定による特定子ども

 ・子育て支援施設等の住所等の変更に係る届出は、

 特定子ども・子育て支援施設等変更届出書（様式

第２８号）により行うものとする。 

（確認の通知等） 

第２５条 市長は、法第５８条の２の規定による特

 定子ども・子育て支援施設等の確認をしたときは、

 特定教育・保育施設等確認通知書（様式第２９号

）を申請者に交付するものとする。 

（確認の取消し等の通知） 

第２６条 市長は、法第５８条の１０第１項の規定



による確認の取消し又は停止をしたときは、特定

子ども・子育て支援施設等確認取消（停止）通知

書（様式第３０号）により通知するものとする。

   第４章 補則 

第２７条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

様式第１号（第３条関係） 様式第１号（第３条関係） 

教育・保育給付認定申請書 施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定申請書

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 次のとおり、施設型給付費、地域型保育給付費、

特例施設型給付費及び特例地域型保育給付費に係る

教育・保育給付認定を申請します。 

 次のとおり、施設型給付費、地域型保育給付費、

特例施設型給付費及び特例地域型保育給付費に係る

支給認定を申請します。 

 ［略］ 支給認定

証番号 

※既に認定を受けて

いる場合のみ記入し

てください。 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 支給認定

証番号 

※既に支給認定を受

けている場合のみ記

入してください。 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ① 世帯の状況  ① 世帯の状況 

 ［略］  ［略］ 

 ② 税情報等の提供に当たっての同意署名欄  ② 税情報等の提供に当たっての同意署名欄 

 さいたま市が施設型給付費、地域型保育給

付費等の教育・保育給付認定に必要な市民税

の情報（①に記入を頂いた児童の同居者の情

報を含む。）及び世帯情報を閲覧すること、

また、この情報に基づき決定される利用者負

担額（保育料）について、市から特定教育・

保育施設等（児童が利用の決定を受けた施設

のみ）に対し通知することに同意します。 

 ［略］ 

 さいたま市が施設型給付費、地域型保育給

付費等の支給認定に必要な市民税の情報（①

に記入を頂いた児童の同居者の情報を含む。

）及び世帯情報を閲覧すること、また、この

情報に基づき決定される利用者負担額（保育

料）について、市から特定教育・保育施設等

（児童が利用の決定を受けた施設のみ）に対

し通知することに同意します。 

 ［略］ 

様式第２号（第４条関係） 様式第２号（第４条関係） 

 ［略］  ［略］ 

教育・保育給付認定決定通知書 支給認定決定通知書 

  年  月  日付けで申請がありました教育・

保育給付認定については、次のとおり認定します。

  年  月  日付けで申請がありました支給認

定については、次のとおり認定します。 

教育・保育給付認定保護

者の氏名、生年月日及び

住所 

 ［略］ 

教育・保育給付認定区分 

事由及び保育必要量  ［略］ 

教育・保育給付認定有効   年  月   

支給認定保護者の氏名、

生年月日及び住所 

 ［略］ 

支給認定区分 

事由及び保育必要量  ［略］ 



期間 日から  年  

月  日まで 

 ［略］  ［略］ 

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

 ［略］  ［略］ 

教育・保育給付不認定通知書 支給不認定通知書 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 

教育・保育給付認定申請日  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

支給認定申請日  ［略］ 

 ［略］ 

様式第４号（第４条関係） 様式第４号（第４条関係） 

 ［略］  ［略］ 

教育・保育給付認定遅延通知書 支給認定遅延通知書 

 次の理由により、教育・保育給付認定に係る処分

を延期します。 

 次の理由により、支給認定に係る処分を延期しま

す。 

 ［略］ 

教育・保育給付認定申請日  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

支給認定申請日  ［略］ 

 ［略］ 

様式第４号の３（第４条の２関係） 様式第４号の３（第４条の２関係） 

 ［略］  ［略］ 

支給認定証 支給認定証 

教育・保育給付認定保護者の氏

名、生年月日及び住所 

 ［略］ 

教育・保育給付認定区分 

 ［略］ 

教育・保育給付認定有効期間  ［略］ 

支給認定保護者の氏名、生年月

日及び住所 

 ［略］ 

支給認定区分 

 ［略］ 

支給認定有効期間  ［略］ 

様式第５号（第５条関係） 様式第５号（第５条関係） 

 ［略］  ［略］ 

特定教育・保育施設等利用者負担額等決定通知書 特定教育・保育施設等利用者負担額等決定通知書 

 利用者負担額を決定しましたので、次のとおり通

知します。併せて教育・保育給付認定に係る事項を

通知します。 

 利用者負担額を決定しましたので、次のとおり通

知します。併せて支給認定に係る事項を通知します。

教育・保育給付認定保護者の氏

名、生年月日及び住所 

 ［略］ 

教育・保育給付認定区分 

 ［略］ 

教育・保育給付認定有効期間  ［略］ 

 ［略］ 

支給認定保護者の氏名、生年月

日及び住所 

 ［略］ 

支給認定区分 

 ［略］ 

支給認定有効期間  ［略］ 

 ［略］ 

様式第６号（第６条関係） 様式第６号（第６条関係） 

施設型給付費・地域型保育給付費等現況届 施設型給付費・地域型保育給付費等現況届 



 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ① 世帯の状況  ① 世帯の状況 

 ［略］  ［略］ 

 ② 税情報等の提供に当たっての同意署名欄  ② 税情報等の提供に当たっての同意署名欄 

 さいたま市が施設型給付費、地域型保育給

付費等の教育・保育給付認定に必要な市民税

の情報（①に記入を頂いた児童の同居者の情

報を含む。）及び世帯情報を閲覧すること、

また、この情報に基づき決定される利用者負

担額（保育料）について、市から特定教育・

保育施設等（児童が利用している施設のみ）

に対し通知することに同意します。 

 ［略］ 

 さいたま市が施設型給付費、地域型保育給

付費等の支給認定に必要な市民税の情報（①

に記入を頂いた児童の同居者の情報を含む。

）及び世帯情報を閲覧すること、また、この

情報に基づき決定される利用者負担額（保育

料）について、市から特定教育・保育施設等

（児童が利用している施設のみ）に対し通知

することに同意します。 

 ［略］ 

様式第７号（第７条関係） 様式第７号（第７条関係） 

 ［略］  ［略］ 

教育・保育給付認定変更申請書 支給認定変更申請書 

 先に認定を受けた教育・保育給付認定に関し、次

の事由により変更したいので、申請します。 

 先に認定を受けた支給認定に関し、次の事由によ

り変更したいので、申請します。 

 ［略］ 

変更事由 

※該当番

号に○印

を付け、

必要な書

類を添付

してくだ

さい。 

現在の教

育・保育

給付認定

状況 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ ③教育・保育

給付認定期間 

（期間延長・

期間短縮） 

 ［ 

略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

変更事由 

※該当番

号に○印

を付け、

必要な書

類を添付

してくだ

さい。 

現在の支

給認定状

況 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ ③支給認定期

間 

（期間延長・

期間短縮） 

 ［ 

略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

※１ 

さいたま市が施設型給付費、地域保育給付費

等の教育・保育給付認定に必要な市民税の情

報（届出のある児童の同居者の情報を含む。

）及び世帯情報を閲覧すること、また、この

情報に基づき決定される利用者負担額（保育

料）について、市から特定教育・保育施設等

（児童が入所決定した施設等のみ）に対し通

知することに同意します。 

 ［略］ 

※１ 

さいたま市が施設型給付費、地域保育給付費

等の支給認定に必要な市民税の情報（届出の

ある児童の同居者の情報を含む。）及び世帯

情報を閲覧すること、また、この情報に基づ

き決定される利用者負担額（保育料）につい

て、市から特定教育・保育施設等（児童が入

所決定した施設等のみ）に対し通知すること

に同意します。 

 ［略］ 

様式第８号（第８条関係） 様式第８号（第８条関係） 

 ［略］  ［略］ 

教育・保育給付認定職権変更のお知らせ 支給認定職権変更のお知らせ 



      年  月  日付けで行った教育・保

育給付認定について、職権により変更します。支

給認定証の交付を受けている方は、支給認定証を

御提出ください。 

      年  月  日付けで行った支給認定

について、職権により変更します。支給認定証の

交付を受けている方は、支給認定証を御提出くだ

さい。 

教育・保育給付認定保護者

の氏名、生年月日及び住所 

 ［略］ 

支給認定保護者の氏名、生

年月日及び住所 

 ［略］ 

様式第８号の２（第８条の２関係） 様式第８号の２（第８条の２関係） 

 ［略］  ［略］ 

支給認定証の返還不要申出書 支給認定証の返還不要申出書 

 教育・保育給付認定の変更のため提出した支給認

定証の返還は不要です。 

 支給認定の変更のため提出した支給認定証の返還

は不要です。 

 ［略］  ［略］ 

様式第９号（第９条関係） 様式第９号（第９条関係） 

 ［略］  ［略］ 

教育・保育給付認定取消通知書 支給認定取消通知書 

  次のとおり教育・保育給付認定の取消しをした

ので通知します。支給認定証の交付を受けている

方は、支給認定証を御提出ください。 

  次のとおり支給認定の取消しをしたので通知し

ます。支給認定証の交付を受けている方は、支給

認定証を御提出ください。 

 ［略］ 

教育・保育給付認定取消日  ［略］ 

教育・保育給付認定取消理由 

 ［略］ 

 ［略］ 

支給認定取消日  ［略］ 

支給認定取消理由 

 ［略］ 

様式第１０号（第１０条関係） 様式第１０号（第１０条関係） 

教育・保育給付認定変更届出書 支給認定変更届出書 

 ［略］ 

 以上のとおり、教育・保育給付認定申請の

変更を届け出ます。 

 ［略］ 

 ［略］ 

 以上のとおり、支給認定申請の変更を届け

出ます。 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第１１号（第１１条関係） 様式第１１号（第１１条関係） 

支給認定証再交付申請書 支給認定証再交付申請書 

教育・保育給付認定

保護者氏名 

  ［略］ 

 ［略］ 

支給認定保護者氏名   ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第１７号の次に次の１３様式を加える。 



様式第１８号（第１６条関係） 

施設等利用給付認定申請書 

（宛先）さいたま市長 

提出日     年  月  日 

【申請に当たり同意いただく事項】 
1. 施設等利用費の支給に必要な範囲で、さいたま市が申請者及び申請子どもと同一世帯の全ての者について、さいたま市住民基本台帳及びさいたま

市住民税課税台帳（第３号認定の申請に限る）を閲覧することがあります。 

2. 子ども・子育て支援法第３０条の３において準用する同法第１６条の規定に基づき、施設等利用給付認定の審査に当たって、官公署に対し必要な

文書の閲覧又は資料の提供を求めることがあります。 

3. 申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供するこ

とがあります。 

4. 施設等利用費は、さいたま市が認めた場合は、申請者に代わり、利用する特定子ども・子育て支援提供者(幼稚園)が受領する場合があります。 

5. 新年度４月利用開始の場合は、認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に関わらず、子ども・子育て支援法第３０条の５第５項の規

定に基づき、最長で利用開始の前日まで審査結果のお知らせを延期する場合があります。 

6. 申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用給付認定を取り消すことがあります。 

7. 審査の結果、申請した認定区分と異なる区分での認定となる場合があります。 

以上のことに同意し、子ども・子育て支援法第３０条の５第１項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係

る認定を申請します。 

申 請 者

(同居の 

保護者)

フ リ ガ ナ

申 請

子 ど も

フ リ ガ ナ

氏  名 ○印 氏  名

生 年 月 日 年   月   日 生 年 月 日 年   月   日

現 住 所
〒    

さいたま市     区

連 絡 先
    －   －   【自宅・父・母・（    ）】
    －   －   【自宅・父・母・（    ）】

主 な 利 用 施 設
認 定 希 望 日

（施設利用開始 日）
年   月   日

申請する

認定区分

認定区分 対象となる児童 備考 

□ 第１号 認定希望日時点で満３歳に達している。 

第１号のみ該当する場合は以下

の記入は不要です。 

また、添付書類も不要です。 

（該当する

□の全てに

レ点を記入）

□ 第２号 
認定希望日時点で、満３歳に達する日以後、最初の３月３１日を経過して

おり、かつ、保育を必要とする事由に該当する。 

第２号を申請する場合は以下の

①へ 

□ 第３号 
認定希望日時点で、０歳から満３歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にあり、保育を必要とする事由に該当し、かつ、市町村民税世帯非

課税者に該当する。 

第３号を申請する場合は以下の

①、②へ 

①第２号又は第３号を申請する方 

全ての保護者が、保育を必要とする事由のいずれかに該当する必要があります。それぞれ、証する書類の添付が必要です。 

保護者の

状 況

フリガナ
申請子ども

との続柄
生年月日

保育を必要とする事由 

（該当する番号に○をつけてください。）氏 名

父 年   月   日

１．就労  
２．妊娠・出産  
３．疾病・障害  
４．同居の親族の介護・看護
５．災害復旧 

６．求職活動 
７．就学 
８．育児休業取得時の継続利用 
９．その他(              ) 

母 年   月   日

１．就労  
２．妊娠・出産  
３．疾病・障害  
４．同居の親族の介護・看護
５．災害復旧 

６．求職活動 
７．就学 
８．育児休業取得時の継続利用 
９．その他(              ) 

年   月   日

１．就労  
２．妊娠・出産  
３．疾病・障害  
４．同居の親族の介護・看護
５．災害復旧 

６．求職活動 
７．就学 
８．育児休業取得時の継続利用 
９．その他(              ) 

②第３号を申請する方 

市町村民税世帯非課税者に該当することを証する書類の添付が必要です。



様式第１９号（第１７条関係） 

第     号  

年  月  日  

           様 

さいたま市長       印  

施設等利用給付認定通知書 

 申請がありました施設等利用給付認定については、次のとおり認定します。 

認定子ども

認 定 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

保 護 者

住 所

氏 名

生 年 月 日

認 定 年 月 日

申 請 区 分

認 定 区 分

申 請 と 異 な る 理 由

有 効 期 間

保 育 の 必 要 性 の 事 由

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさい

たま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇月以

内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができ

なくなります。 

 ３ この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、処

分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決を知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起

することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過する

と取消しの訴えを提起することができなくなります。 



様式第２０号（第１７条関係） 

年  月  日  

           様 

さいたま市長       印  

施設等利用給付不認定通知書 

 申請がありました施設等利用給付認定については、次のとおり不認定としましたので通

知します。 

申 請

子 ど も

フ リ ガ ナ

氏 名

申 請 者

申 請 時 の

住 所

氏 名

不 認 定 年 月 日

不 認 定 の 理 由

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさい

たま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇月以

内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができ

なくなります。 

 ３ この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、処

分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決を知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起

することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過する

と取消しの訴えを提起することができなくなります。 



様式第２１号（第１７条関係） 

年  月  日  

           様 

さいたま市長       印  

施設等利用給付認定遅延通知書 

 申請がありました施設等利用給付認定については、次の理由により、認定に係る処分を

延期します。 

申 請

子 ど も

フ リ ガ ナ

氏 名

申 請 者

申 請 時 の

住 所

氏 名

申 請 年 月 日

遅 延 理 由

処 理 見 込 期 間



様式第２２号（第１８条関係） 

施設等利用給付費現況届 

年  月  日  

（宛先）さいたま市長 

【現況届にあたり同意いただく事項】 
1. 施設等利用費の支給に必要な範囲で、さいたま市が保護者及び申請子どもと同一世帯の全ての者について、さいたま市住民基本台帳

を閲覧することがあります。 

2. 第３号認定の方については、保護者の属する世帯の所得の状況を確認するため、さいたま市住民税課税台帳を閲覧することがあるほ

か、子ども・子育て支援法第３０条の３において準用する同法第１６条の規定に基づき、官公署に対し必要な文書の閲覧又は資料の

提供を求めることがあります。 

以上のことに同意し、次のとおり施設等利用給付費の支給について現況を届け出ます。 

保
護
者

住 所 

氏 名 

生年月日  

連絡先 

自宅  （   －   －   ）【父・母・（    ）】

携帯等①（   －   －   ）【父・母・（    ）】

携帯等②（   －   －   ）【父・母・（    ）】

１ 認定子ども 

フ リ ガ ナ  
男 

女

施設等利用給付

認 定 番 号氏 名

生 年 月 日 年   月   日
認 定 区 分

（該当するもの

に○をつけてく

ださい） 

第１号・第２号・第３号 

保護者との続柄

２ 保護者の状況 

（フ リ ガ ナ） 認定子ども 
との続柄 

生年月日 
保育を必要とする事由 

（該当する番号に○をつけてください） 氏 名

年 月 日

１．就労  

２．妊娠・出産  

３．疾病・障害  

４．同居の親族の介護・看護

５．災害復旧 

６．求職活動 

７．就学 

８．育児休業取得時の継続利用 

９．その他(              ) 

年 月 日

１．就労  

２．妊娠・出産  

３．疾病・障害  

４．同居の親族の介護・看護

５．災害復旧 

６．求職活動 

７．就学 

８．育児休業取得時の継続利用 

９．その他(              ) 

年 月 日

１．就労  

２．妊娠・出産  

３．疾病・障害  

４．同居の親族の介護・看護

５．災害復旧 

６．求職活動 

７．就学 

８．育児休業取得時の継続利用 

９．その他(              ) 

※保育を必要とする事由を証する書類の添付が必要です。



様式第２３号（第１９条関係） 

施設等利用給付認定変更申請書 

（宛先）さいたま市長 

提出日     年  月  日 

子ども・子育て支援法第３０条の８第１項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定の変更を申請

します。 

申 請 者

(保護者)

フ リ ガ ナ

認 定

子 ど も

フ リ ガ ナ

氏  名 ○印 氏  名

生 年 月 日 年   月   日 生 年 月 日 年   月   日

現 住 所
〒    

さいたま市     区

連 絡 先
    －   －   【自宅・父・母・（    ）】
    －   －   【自宅・父・母・（    ）】

主 な 利 用 施 設

現在の認定区 分
(該当するものに○)

第１号 ・ 第２号 ・ 第３号
現 在 の 有 効 期 間

（ 終 期 ）

変 更 内 容

(該当する□にレ点を記入)

□ 現在の認定区分が第１号で、第２号への変更を申請する (以下の①へ) 

□ 現在の認定区分が第１号で、第３号への変更を申請する (以下の①、②へ)

□ 現在の認定区分が第２号又は第３号で、「保育を必要とする事由」

の変更（有効期間の変更）を申請する 
(以下の①へ) 

①保護者の状況（保育を必要とする事由の状況） 

全ての保護者について、保育を必要とする事由のいずれかに該当することを証する書類の添付が必要です。 

（保育を必要とする事由を変更する場合は、変更が生じた保護者に係る書類のみ添付してください。） 

保護者の

状 況

フリガナ
認定子ども

との続柄
生年月日

保育を必要とする事由 

（該当する番号に○をつけてください。）氏 名

父 年   月   日

１．就労  

２．妊娠・出産  

３．疾病・障害  

４．同居の親族の介護・看護

５．災害復旧 

６．求職活動 

７．就学 

８．育児休業取得時の継続利用 

９．その他(              ) 

母 年   月   日

１．就労  

２．妊娠・出産  

３．疾病・障害  

４．同居の親族の介護・看護

５．災害復旧 

６．求職活動 

７．就学 

８．育児休業取得時の継続利用 

９．その他(              ) 

年   月   日

１．就労  

２．妊娠・出産  

３．疾病・障害  

４．同居の親族の介護・看護

５．災害復旧 

６．求職活動 

７．就学 

８．育児休業取得時の継続利用 

９．その他(              ) 

②世帯の所得の状況（第３号への変更を希望する方のみ） 

市町村民税世帯非課税者に該当することを証する書類の添付が必要です。



様式第２４号（第２０条関係） 

年  月  日  

           様 

さいたま市長       印  

施設等利用給付認定職権変更のお知らせ 

    年  月  日付けで行った施設等利用給付認定について、次のとおり職権によ

り変更しますのでお知らせします。 

認定子ども

認 定 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

保 護 者

住 所

氏 名

生 年 月 日

変 更 年 月 日

変 更 後 の 認 定 区 分

変 更 後 の 有 効 期 間

変 更 理 由



様式第２５号（第２１条関係） 

年  月  日  

           様 

さいたま市長       印  

施設等利用給付認定取消通知書 

 次のとおり施設等利用給付認定の取消しをしたので通知します。 

認定子ども

認 定 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

保 護 者

住 所

氏 名

生 年 月 日

取 消 年 月 日

取 消 理 由

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分が

あった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさい

たま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇月以

内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができ

なくなります。 

 ３ この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、処

分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決を知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起

することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過する

と取消しの訴えを提起することができなくなります。 



様式第２６号（第２２条関係） 

施設等利用給付認定変更届出書 

保 護 者 氏 名  生 年 月 日 年  月  日

現 住 所 及 び

電 話 番 号
電話番号            

①認定子どもの

  氏 名
生 年 月 日 年  月  日

②認定子どもの

  氏 名
生 年 月 日 年  月  日

③認定子どもの

  氏 名
生 年 月 日 年  月  日

 変 更 内 容 変更前 変更後 

変

更

事

項

保 護 者

氏 名

住 所

電 話 番 号

認定子ども

① 

氏 名

保護者との続柄

認定子ども

② 

氏 名

保護者との続柄

認定子ども

③ 

氏 名

保護者との続柄

その他 

（該当する□にレ点を記入）

□保育を必要とする事由がなくなった 

□保育を必要とする事由に関する届出事項に変更があっ

た（変更となった事由を証する書類を添付） 

□【第３号認定者のみ】市町村民税世帯非課税者に該当し

なくなった 

□その他（                   ） 

変更事項発生日 年  月  日 

以上のとおり、施設等利用給付認定に係る届出事項の変更を届け出ます。 

     年  月  日 

氏名             ○印

（宛先）さいたま市長 



様式第２７号（第２３条関係）

                             年  月  日  
（宛先）さいたま市長 

所 在 地                    

申請者  名   称                    

代表者氏名                 ○印

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書 

 子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定による確認を受けたいので、同法第

５８条の２第１項の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

１．申請者に関する事項 

設 置 主 体 

□ 法人 

  □ 国立大学法人  □ 公立大学法人 □ 学校法人 □ 社会福祉法人 

  □ 株式会社 □ NPO法人 □ その他法人  

□ 法人以外 

  □ 個人  □ 任意団体 

設 置 者 ・ 

事 業 者 名 

主たる事務所

の 所 在 地 

〒   - 

℡:    -      -           メールアドレス:

代 表 者 

職 名
フ リ ガ ナ

氏  名 

生 年

月 日
   年  月  日 住  所 

２．確認を受ける施設・事業者に関する事項 

施 設 ・ 事 業 

の 種 類 

□ 認定こども園  □ 幼稚園  □ 特別支援学校幼稚部 

□ 認可外保育施設 

□ 預かり保育事業（在園児を対象） 

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象） 

□ 病児保育事業 

□ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

施設又は事業

所 に 関 す る 

事 項 

名 称

所在地

〒   - 

℡:    -      -           メールアドレス:

管理者

職 名
フリガナ

氏 名 

生 年

月 日
   年  月  日 住 所

事 業 開 始 

(予定)年月日 
年   月   日 



様式第２８号（第２４条関係）

                             年  月  日  
（宛先）さいたま市長 

所 在 地                    

申請者  名   称                    

代表者氏名                 ○印

特定子ども・子育て支援施設等変更届出書 

 子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定による確認を受けた事項に変更があ

ったので、同法第５８条の５の規定に基づき以下のとおり届け出ます。 

該当するものに
レ 点 を 記 入 

変更前 変更後 

□ 
設 置 者 ・
事 業 者 名

□ 

設 置 者 ・
事 業 者 の
主たる事務
所の所在地

(郵便番号   －    ) (郵便番号   －    ) 

TEL: TEL: 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ: ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ: 

□ 
設 置 者 ・
事 業 者 の
代 表 者

職名: 職名: 

氏名: 氏名: 

生年月日: 生年月日: 

住所:  住所:  

□ 施設の名称

□ 
施 設 の
所 在 地

(郵便番号   －    ) (郵便番号   －    ) 

TEL: TEL: 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ: ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ: 

□ 
施 設 の
管 理 者

職名: 職名: 

氏名: 氏名: 

生年月日: 生年月日: 

□ 
定款、寄附
行為等又は
条 例 等

変更後のものを添付してください。 

□ 
役 員 の 氏
名、生年月
日及び住所

変更後のものを添付してください。 



様式第２９号（第２５条関係）

第     号  

                             年  月  日  

            様 

さいたま市長        印  

特定子ども・子育て支援施設等確認通知書 

   年  月  日付けで申請のあった特定子ども・子育て支援施設等について、子

ども・子育て支援法第５８条の２の規定により、次のとおり確認をしましたので通知し

ます。 

施

設

・

事

業

所

名 称

所 在 地

施 設 の 種 類

□ 認定こども園 ※子ども・子育て支援

法施行規則第２８条の

１８第３項を満たして

いるか否かの別（教育

時間を含めた教育・保

育の提供が１日当たり

８時間以上、１年当た

り２００日以上）

□ 幼稚園 

□ 特別支援学校幼稚部 

□ 認可外保育施設 

□ 預かり保育事業（在園児を対象）※ 

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象） 

□ 病児保育事業 

□ 
子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業）

確 認 年 月 日 年   月   日 

設 置 者 ・ 事 業 者 名



様式第３０号（第２６条関係）

第     号  

                             年  月  日  

            様 

さいたま市長        印  

特定子ども・子育て支援施設等確認取消（停止）通知書 

 次の特定子ども・子育て支援施設等について、子ども・子育て支援法第５８条の１０第

１項の規定により、次のとおり確認の取消し（停止）をしたので通知します。 

施

設

・

事

業

所

名 称

所 在 地

施 設 の 種 類

□ 認定こども園   □ 幼稚園   □特別支援学校幼稚部 

□ 認可外保育施設 

□ 預かり保育事業（在園児を対象） 

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象） 

□ 病児保育事業 

□ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

確 認 年 月 日 年   月   日 

設 置 者 ・ 事 業 者 名

取 消 （ 停 止 ） 理 由

取

消 
年 月 日 年   月   日 

停

止 

内 容

期 間 年   月   日 から     年   月   日まで 

（教示） 

 １ この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月

以内にさいたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処

分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさ

いたま市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇

月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起すること

ができなくなります。 

 ３ この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、

処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決を知った日の翌日から起算して６箇月以内に

提起することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経

過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 法第３０条の５の規定による施設等利用給付の認定の手続は、この規則の施行の

日前においても、この規則による改正後のさいたま市子ども・子育て支援法施行細

則第１６条から第２０条までの規定の例により行うことができる。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市子ども・子育て支援

法施行細則の規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上

使用することができる。 



さいたま市規則第４３号 

   さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額

を定める条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定

める条例施行規則（平成２７年さいたま市規則第７０号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（利用者負担額） （利用者負担額） 

第２条 条例第２条及び条例附則第２項に規定する

規則で定める額（以下「利用者負担額」という。

）は、次の各号に掲げる子ども・子育て支援法（

平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第２０条第４項に規定する教育・保育給付認定子

ども（以下「子ども」という。）の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

 ・  ［略］ 

２ ［略］ 

第２条 条例第２条及び条例附則第２項に規定する

規則で定める額（以下「利用者負担額」という。

）は、次の各号に掲げる子ども・子育て支援法（

平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第２０条第４項に規定する支給認定子ども（以下

「子ども」という。）の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

 ・  ［略］ 

２ ［略］ 

（利用者負担額の徴収） （利用者負担額の徴収） 

第３条 市長は、法附則第６条第４項の規定により、

 同条第 1項に規定する特定保育所（以下「特定保

育所」という。）の保育を受けた子どもの法第２

０条第４項に規定する教育・保育給付認定保護者

又は法第１６条に規定する扶養義務者（以下「教

育・保育給付認定保護者等」という。）から、前

条に定める利用者負担額を徴収する。 

第３条 市長は、法附則第６条第４項の規定により、

 同条第 1項に規定する特定保育所（以下「特定保

育所」という。）の保育を受けた子どもの法第２

０条第４項に規定する支給認定保護者又は法第１

６条に規定する扶養義務者（以下「支給認定保護

者等」という。）から、前条に定める利用者負担

額を徴収する。 

（時間外保育利用者負担額） （時間外保育利用者負担額） 

第６条 市長は、さいたま市保育所条例（平成１３

年さいたま市条例第１７５号）第１条に規定する

さいたま市保育所において実施する法第５９条第

２号に規定する時間外保育について、教育・保育

給付認定保護者等から別に定める時間外保育利用

者負担額を徴収する。 

第６条 市長は、さいたま市保育所条例（平成１３

年さいたま市条例第１７５号）第１条に規定する

さいたま市保育所において実施する法第５９条第

２号に規定する時間外保育について、支給認定保

護者等から別に定める時間外保育利用者負担額を

徴収する。 



別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

各月初日の子どもの属する

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層

区分 
定義 

［略］ 

第２ 第１階層を除き、前

年度市町村民税（９

月以降は当該年度分

市町村民税をいう。

以下同じ。）の所得

割額が市町村民税所

得割非課税世帯であ

る世帯及び教育・保

育給付認定保護者が

養育里親等である世

帯 

［略］ 

第３ ［略］ ０円

第４ ［略］ ０円

第５ ［略］ ０円

各月初日の子どもの属する

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層

区分 
定義 

［略］ 

第２ 第１階層を除き、前

年度市町村民税（９

月以降は当該年度分

市町村民税をいう。

以下同じ。）の所得

割額が市町村民税所

得割非課税世帯であ

る世帯及び支給認定

保護者が養育里親等

である世帯 

［略］ 

第３ ［略］ ６，８００円

第４ ［略］ １７，２００円

第５ ［略］ ２２，４００円

 備考 

  １ ［略］ 

  ２ 教育・保育給付認定保護者等の市町村民税

の所得割額は、子ども・子育て支援法施行規

則（平成２６年内閣府令第４４号）第２１条

の２、第２４条及び第２８条の規定の例によ

り算定するものとする。 

 備考 

  １ ［略］ 

  ２ 支給認定保護者等の市町村民税の所得割額

は、子ども・子育て支援法施行規則（平成２

６年内閣府令第４４号）第２２条の２、第２

４条、第２６条の２及び第２８条の規定の例

により算定するものとする。 

  ３ ［略］   ３ ［略］ 

   ４ この表の規定にかかわらず、子ども・子育

て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。

   以下「政令」という。）第１４条に規定する

負担額算定基準子ども（以下「負担額算定基

準子ども」という。）が同一世帯に２人以上

いる場合の次の各号に掲げる子どもに係る利

用者負担額は、この表の規定にかかわらず、

当該各号に定める額とする。 

 次に掲げる子ども この表により算定さ

れた利用者負担額に２分の１を乗じて得た

額 

     ア 負担額算定基準子どものうち、政令第

１４条に規定する小学校第三学年修了前

子ども（以下「小学校第三学年修了前子

ども」という。）が１人のみである場合

における負担額算定基準子どもである小

学校就学前子どものうち年齢が最も高い

子ども（以下「第１年長子ども」という。

     ）である子ども 

     イ 全ての負担額算定基準子どもが法第６

条第１項に規定する小学校就学前子ども



（以下「小学校就学前子ども」という。

）の場合における第１年長子どもを除く

小学校就学前子どものうち年齢が最も高

い子ども（以下「第２年長子ども」とい

う。）である子ども 

 次に掲げる子ども ０円 

     ア 負担額算定基準子どものうち小学校第

三学年修了前子どもが２人以上いる場合

における第１年長子どもである子ども 

     イ 負担額算定基準子どものうち小学校第

三学年修了前子どもがいる場合における

第２年長子どもである子ども 

     ウ 第１年長子ども及び第２年長子ども以

外の負担額算定基準子どもである子ども

   ５ この表及び前項の規定にかかわらず、政令

第１４条の２に規定する特定被監護者等（以

下「特定被監護者等」という。）が２人以上

いる場合であって、前年度市町村民税の所得

割額が７７，１０１円未満である世帯の場合

の次の各号に掲げる子どもに係る利用者負担

額は、当該各号に定める額とする。 

 次に掲げる子ども この表により算定さ

れた利用者負担額に２分の１を乗じて得た

額 

     ア 特定被監護者等のうち、小学校就学前

子ども以外の者が１人のみである場合に

おける負担額算定基準子どもである小学

校就学前子どものうち第１年長子どもで

ある子ども 

     イ 全ての特定被監護者等が小学校就学前

子どもの場合における負担額算定基準子

どもである小学校就学前子どものうち第

２年長子どもである子ども 

 次に掲げる子ども ０円 

     ア 特定被監護者等のうちに小学校就学前

子ども以外の者が２人以上いる場合にお

ける負担額算定基準子どもである小学校

就学前子どものうち第１年長子どもであ

る子ども 

     イ 特定被監護者等のうちに小学校就学前

子ども以外の者がいる場合における負担

額算定基準子どもである小学校就学前子

どものうち第１年長子ども以外の子ども

   ６ この表及び前２項の規定にかかわらず、子

どもの属する世帯が次に掲げる世帯の場合で、

   第３階層に認定された場合の当該子ども（第

４項第２号及び前項第２号に掲げる子どもを

除く。）に係る利用者負担額は、０円とする。

 「母子世帯等」…母子及び父子並びに寡



婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に

よる配偶者のない者で現に子どもを扶養し

ているものの世帯 

 「在宅障害児（者）等のいる世帯」…次

に掲げる者を有する世帯をいう。 

     ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第

２８３号）第１５条第４項の規定により

身体障害者手帳の交付を受けた者 

     イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２

７日厚生省発児第１５６号）の規定によ

り療育手帳の交付を受けた者 

     ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号）第４

５条第２項の規定により精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けた者 

     エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法

律（昭和３９年法律第１３４号）に定め

る特別児童扶養手当の支給対象児童、国

民年金法（昭和３４年法律第１４１号）

に定める国民年金の障害基礎年金等の受

給者その他適当な者 

     オ 要保護者（生活保護法第６条第２項に

規定する要保護者をいう。以下同じ。）

及び市長が要保護者に準じる程度に困窮

していると認める者 

   ７ 第４項及び第５項の規定により算定された

利用者負担額に１０円未満の端数があるとき

の利用者負担額は、第４項及び第５項の規定

にかかわらず、当該端数を切り捨てた額とす

る。 

別表第２を次のように改める。 



別表第２（第２条関係） 

各月初日の子どもの属する世帯の階層区分 利用者負担額（月額） 

階層 

区分 
定          義 

３歳未満児 ３歳以上児 

標準時間 短時間 標準時間 短時間 

第１ 

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。

）、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律による支援給付受給世帯及び

教育・保育給付認定保護者が里親である世帯 

０円 ０円 ０円 ０円 

第２ 
第１階層を

除き、前年

度市町村民

税の額の区

分が次の区

分に該当す

る世帯 

市町村民税非課税世帯 ０円 ０円 ０円 ０円 

第３ 市町村民税均等割額のみの世帯 
８，０００

円 

７，８００

円 
０円 ０円 

第４ 
市町村民税所得割課税額 １０，００

０円 

９，８００

円 
０円 ０円 

４８，６００円未満 

第５ 
４８，６００円以上６３，９０

０円未満 

１２，５０

０円 

１２，２０

０円 
０円 ０円 

第６ 
６３，９００円以上９７，００

０円未満 

１９，５０

０円 

１９，１０

０円 
０円 ０円 

第７ 
９７，０００円以上１３７，６

００円未満 

３３，００

０円 

３２，４０

０円 
０円 ０円 

第８ 
１３７，６００円以上１６９，

０００円未満 

４４，００

０円 

４３，２０

０円 
０円 ０円 

第９ 
１６９，０００円以上３０１，

０００円未満 

５５，００

０円 

５４，００

０円 
０円 ０円 

第 10 
３０１，０００円以上３９７，

０００円未満 

６０，００

０円 

５８，９０

０円 
０円 ０円 

第 11 ３９７，０００円以上 
７２，８０

０円 

７１，５０

０円 
０円 ０円 

備考 

   １ 「均等割額」とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、「所得割

額」とは、同項第２号に規定する所得割の額をいう。この場合において、同法第３２３条に規定

する市町村民税の減免があったときは、その額を所得割額又は均等割額から順次控除して得た額

を所得割額又は均等割額とし、所得割額の計算に当たっては、同法第３１４条の７、第３１４条

の８及び第３１４条の９並びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、第５条の４の２第６項、

第５条の５第２項、第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第２項並びに第４５条の規定は適

用しないものとする。 

   ２ 教育・保育給付認定保護者等の市町村民税の所得割額は、子ども・子育て支援法施行規則第２

１条の２、第２４条及び第２８条の規定の例により算定するものとする。 

   ３ 「３歳未満児」とは、基準日（当該年度の初日の前日をいう。以下同じ。）において３歳未満

の子どもをいい、「３歳以上児」とは、基準日において３歳以上の子どもをいう。 

   ４ 「里親」とは、児童福祉法第６条の４に規定する里親をいう。 

   ５ 子どもの属する世帯が次に掲げる世帯の場合で、市町村民税所得割額が６３，９００円未満で
ある場合は、この表の規定にかかわらず、この表により算定された利用者負担額に２分の１を乗
じた額とする。 
 「母子世帯等」…母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に子どもを扶養
しているものの世帯 
 「在宅障害児（者）等のいる世帯」…次に掲げる者を有する世帯をいう。 

     ア 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けた者 
     イ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 
     ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けた者 



     エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対象児童、国民
年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者その他適当な者 

     オ 要保護者及び市長が要保護者に準じる程度に困窮していると認める者 
   ６ 子どもの属する世帯が前項各号に掲げる世帯の場合で、市町村民税所得割額が６３，９００円

以上７７，１０１円未満である場合には、この表の規定にかかわらず、３歳未満児に係る利用者
負担額は、９，０００円とする。 

   ７ この表及び前３項の規定にかかわらず、子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１
３号。以下「政令」という。）第１３条第２項に規定する負担額算定基準子ども（以下「負担額
算定基準子ども」という。）が同一世帯に２人以上いる場合の次の各号に掲げる子どもに係る利
用者負担額は、当該各号に定める額とする。 
 次に掲げる子ども この表により算定された利用者負担額に２分の１を乗じて得た額 

     ア 負担額算定基準子どものうち、小学校第三学年修了前子どもがいる場合における負担額算
定基準子どもである小学校就学前子どものうち第２年長子どもである子ども 

     イ 全ての負担額算定基準子どもが小学校就学前子どもの場合における第２年長子どもである
子ども 

 第１年長子ども及び第２年長子ども以外の負担額算定基準子どもである子ども ０円 
   ８ この表及び前３項の規定にかかわらず、政令第１４条に規定する特定被監護者等（以下「特定

被監護者等」という。）が２人以上いる場合であって、市町村民税所得割額が５７，７００円未
満である世帯の場合の次の各号に掲げる子どもに係る利用者負担額は、当該各号に定める額とす
る。 

 次に掲げる子ども この表により算定された利用者負担額に２分の１を乗じて得た額 
     ア 特定被監護者等のうち、小学校就学前子ども以外の者が１人のみである場合における負担

額算定基準子どもである小学校就学前子どものうち第１年長子どもである子ども 
     イ 全ての特定被監護者等が小学校就学前子どもの場合における負担額算定基準子どもである

小学校就学前子どものうち第２年長子どもである子ども 
 次に掲げる子ども ０円 

     ア 特定被監護者等のうち、小学校就学前子ども以外の者が２人以上いる場合における負担額
算定基準子どもである小学校就学前子どものうち第１年長子どもである子ども 

     イ 特定被監護者等のうちに小学校就学前子ども以外の者がいる場合における負担額算定基準
子どもである小学校就学前子どものうち第１年長子ども以外の子ども 

   ９ この表及び第５項から前項までの規定にかかわらず、子どもの属する世帯が第５項に該当する
世帯の場合の前項第１号ア又はイに掲げる子どもに係る利用者負担額は、０円とする。 

   10 第５項から第８項までの規定により算定された利用者負担額に１０円未満の端数があるときの
利用者負担額は、第５項から第８項までの規定にかかわらず、当該端数を切り捨てた額とする。



附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

に関する利用者負担額を定める条例施行規則別表第１及び別表第２の規定は、この

規則の施行の日以後に行われる子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第２７条第１項に規定する特定教育・保育、同法第２８条第１項第２号に規定する

特別利用保育、同項第３号に規定する特別利用教育、同法第２９条第１項に規定す

る特定地域型保育、同法第３０条第１項第２号に規定する特別利用地域型保育、同

項第３号に規定する特定利用地域型保育及び同項第４号に規定する特例保育（以下

この項において「特定教育・保育等」という。）に係る利用者負担額について適用

し、同日前に行われた特定教育・保育等に係る利用者負担額については、なお従前

の例による。 



さいたま市規則第４４号 

さいたま市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

さいたま市個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２７年さいたま市規則第１

１３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （条例別表第２の規則で定める事務及び情報）  （条例別表第２の規則で定める事務及び情報） 

第３条 条例別表第２第１項の規則で定める事務は

次の各号に掲げる事務とし、同項の規則で定める

情報は当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各

号に定める情報とする。 

第３条 条例別表第２第１項の規則で定める事務は

次の各号に掲げる事務とし、同項の規則で定める

情報は当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各

号に定める情報とする。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 地方税法第４６３条の２３及び市税条例第９

６条又は第９７条の規定による種別割の減免に

関する事務並びに地方税法等の一部を改正する

等の法律（平成２８年法律第１３号）附則第２

０条第３項の規定によりなお従前の例によるこ

ととされた同法第２条の規定による改正前の地

方税法第４５４条及びさいたま市市税条例等の

一部を改正する条例（平成２８年条例第２９号

）附則第４条第２項の規定によりなお従前の例

によることとされた改正前の市税条例第９６条

又は第９７条の規定による軽自動車税の減免に

関する事務 次に掲げる情報 

 地方税法第４５４条及び市税条例第９６条又

は第９７条の規定による軽自動車税の減免に関

する事務 次に掲げる情報 

  ア～ウ ［略］   ア～ウ ［略］ 

 地方税法第４５条、第３２６条第３項、第３

６９条第２項、第４６３条の２４第２項、第４

８２条第３項、第６０８条第２項、第７０１条

の１０第３項、第７０１条の６０第２項又は第

７０２条の８第７項の規定による延滞金額の減

免に関する事務 第１号に掲げる情報 

 地方税法第４５条、第３２６条第３項、第３

６９条第２項、第４５５条第２項、第４８２条

第３項、第６０８条第２項、第７０１条の１０

第３項、第７０１条の６０第２項又は第７０２

条の８第７項の規定による延滞金額の減免に関

する事務 第１号に掲げる情報 

 地方税法第３３１条、第３３４条、第３７３

条、第４６３条の２７、第４８５条の３、第６

１３条、第７０１条の１８、第７０１条の６５

又は第７０２条の８の規定による滞納処分に関

する事務 次に掲げる情報 

 地方税法第３３１条、第３３４条、第３７３

  条、第４５９条、第４８５条の３、第６１３条、

  第７０１条の１８、第７０１条の６５又は第７

０２条の８の規定による滞納処分に関する事務

 次に掲げる情報 

  ア～ケ ［略］   ア～ケ ［略］ 



第３５条 条例別表第２第３３項の規則で定める事

務は次の各号に掲げる事務とし、同項の規則で定

める情報は当該各号に掲げる事務の区分に応じ当

該各号に定める情報とする。 

第３５条 条例別表第２第３３項の規則で定める事

務は次の各号に掲げる事務とし、同項の規則で定

める情報は当該各号に掲げる事務の区分に応じ当

該各号に定める情報とする。 

 ［略］    ［略］ 

 子ども・子育て支援法第２０条第１項の子ど

ものための教育・保育給付に係る教育・保育給

付認定に関する事務 次に掲げる情報 

 子ども・子育て支援法第２０条第１項の子ど

ものための教育・保育給付に係る支給認定に関

する事務 次に掲げる情報 

  ア～ケ ［略］   ア～ケ ［略］ 

 ［略］    ［略］ 

 子ども・子育て支援法第２３条第１項の教育

・保育給付認定の変更に関する事務 当該児童

の扶養義務者に係る第２号の情報 

 子ども・子育て支援法第２３条第１項の支給

認定の変更に関する事務 当該児童の扶養義務

者に係る第２号の情報 

 子ども・子育て支援法第２３条第４項の職権

による教育・保育給付認定の変更に関する事務

当該児童の扶養義務者に係る第２号に掲げる情

報 

 子ども・子育て支援法第２３条第４項の職権

による支給認定の変更に関する事務 当該児童

の扶養義務者に係る第２号に掲げる情報 

 子ども・子育て支援法第２４条第１項の教育

・保育給付認定の取消しに関する事務 当該児

童の扶養義務者に係る第２号に掲げる情報 

 子ども・子育て支援法第２４条第１項の支給

認定の取消しに関する事務 当該児童の扶養義

務者に係る第２号に掲げる情報 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

附 則 

この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 


